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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

　

連結会計年度

自平成15年
４月１日
至平成16年
３月31日
(平成16年
３月期)

自平成16年
４月１日
至平成17年
３月31日
(平成17年
３月期)

自平成17年
４月１日
至平成18年
３月31日
(平成18年
３月期)

自平成18年
４月１日
至平成19年
３月31日
(平成19年
３月期)

自平成19年
４月１日
至平成20年
３月31日
(平成20年
３月期)

営業収益 (百万円) 47,025 40,951 71,776 63,765 63,152

純営業収益 (百万円) 46,191 40,021 70,816 62,400 61,004

経常利益 (百万円) 10,638 6,517 27,191 18,723 14,919

当期純利益 (百万円) 11,696 6,000 22,085 10,668 9,025

純資産額 (百万円) 81,785 91,879 108,273 103,898 106,481

総資産額 (百万円) 275,779 443,591 638,148 525,822 497,250

１株当たり純資産額 (円) 318.65 332.04 394.00 390.53 399.24

１株当たり当期純利益 (円) 42.29 21.33 79.05 39.65 34.00

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) 42.17 21.26 78.98 39.65 34.00

自己資本比率 (％) 29.7 20.7 17.0 19.7 21.3

自己資本利益率 (％) 14.9 6.9 22.1 10.1 8.6

株価収益率 (倍) 8.3 16.6 10.7 17.7 9.7

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 8,397 △16,445 △34,569 △17,964 20,835

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 4,979 433 △2,218 △5,303 △6,095

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △6,507 10,732 45,731 25,390 11,055

現金及び現金同等物の
期末残高

(百万円) 31,766 26,467 35,521 37,653 63,485

従業員数
[外、平均臨時従業員数]

(名)
1,894
[310]

1,832
[350]

1,889
[401]

1,968
[417]

2,072
[491]

(注) １　従業員数は、就業人員数を記載しております。

２　純資産額の算定にあたり、平成19年３月期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会

計基準第５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指

針第８号)を適用しております。
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(2) 提出会社の経営指標等
　

回次 第92期 第93期 第94期 第95期 第96期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

営業収益
(うち受入手数料)

(百万円)
45,912
(29,782)

39,765
(30,530)

69,647
(51,134)

61,537
(45,324)

60,949
(41,715)

純営業収益 (百万円) 45,107 38,887 68,738 60,195 58,871

経常利益 (百万円) 10,201 6,075 26,257 17,933 14,880

当期純利益 (百万円) 11,342 5,643 21,946 10,296 9,321

資本金 (百万円) 36,000 36,000 36,000 36,000 36,000

発行済株式総数 (千株) 285,582 285,582 285,582 285,582 285,582

純資産額 (百万円) 81,509 91,288 107,409 102,514 105,248

総資産額 (百万円) 270,835 439,165 630,633 519,800 485,966

１株当たり純資産額 (円) 317.74 330.01 391.04 386.17 396.51

１株当たり配当額
(うち１株当たり中間配
当額)

(円)
10.00
(―)

10.00
(―)

25.00
(―)

17.50
(7.50)

15.00
(7.50)

１株当たり当期純利益 (円) 41.15 20.15 78.74 38.27 35.12

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) 41.04 20.08 78.67 38.26 35.12

自己資本比率 (％) 30.1 20.8 17.0 19.7 21.7

自己資本利益率 (％) 14.5 6.5 22.1 9.8 9.0

株価収益率 (倍) 8.6 17.6 10.8 18.3 9.4

配当性向 (％) 24.3 49.6 31.8 45.7 42.7

株主資本配当率 (％) 3.1 3.0 6.4 4.5 3.8

自己資本規制比率 (％) 421.7 470.8 447.4 403.7 411.5

従業員数
[外、平均臨時従業員数]

(名)
1,778
[298]

1,713
[332]

1,751
[383]

1,806
[393]

1,898
[467]

(注) １　第94期の１株当たり配当額25円は、普通配当15円及び特別配当10円の合計額であり、第95期の１株当たり配当

額17円50銭は、普通配当15円及び特別配当２円50銭の合計額であります。

２　自己資本規制比率は、前事業年度以前は証券取引法第52条第１項の規定に基づき、当事業年度は金融商品取引

法第46条の６第１項の規定に基づき、決算数値をもとに算出したものであります。

３　従業員数は、就業人員数を記載しております。

４　純資産額の算定にあたり、第95期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準第

５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８

号)を適用しております。

　

　

なお、「企業の概況」に記載の消費税等の課税取引については、消費税等を含んでおりません。
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２ 【沿革】

　

年月 沿革

昭和４年６月 株式会社高山商店設立。

昭和５年８月 東京株式取引所一般取引員の免許を取得。

昭和19年４月 日本証券取引所取引員の免許を取得。

昭和22年１月 商号を六鹿証券株式会社と変更。

昭和23年９月 証券取引法による証券業者登録。

昭和24年４月 東京・大阪両証券取引所正会員登録。

昭和36年４月 小山証券株式会社と合併。福岡証券取引所正会員登録。

昭和39年10月 株式会社六鹿商店と合併。

昭和43年４月 証券会社の免許制移行に伴う１号から４号の免許取得。

昭和44年12月 商号を東京証券株式会社と変更。

昭和56年10月 遠山證券株式会社及び日興證券投資信託販売株式会社と合併。名古屋証券取引所正会員登録。

昭和59年10月 扶桑証券株式会社と合併。札幌証券取引所正会員登録。

昭和62年６月 東京証券取引所及び大阪証券取引所第二部上場。

平成元年３月 東京証券取引所及び大阪証券取引所第一部に指定替。

平成２年３月 名古屋証券取引所第一部上場。

平成10年12月 証券会社の登録制移行に伴う証券業の登録。

証券会社の登録制移行に伴う元引受業の認可。

平成12年10月 東海丸万証券株式会社と合併。商号を東海東京証券株式会社と変更。

東海丸万証券株式会社との合併に伴い、株式会社東海東京調査センター(現・連結子会社)、東海東

京セキュリティーズ(アジア)リミテッド(現・連結子会社)、宇都宮証券株式会社(現・連結子会

社)、東海東京サービス株式会社(現・連結子会社)、株式会社東海東京投資顧問(現・連結子会社)

が関係会社となる。

平成17年７月 東海東京ファイナンス＆リアルエステート株式会社(現・連結子会社)設立。

平成17年12月 金融先物取引法による金融先物取引業の登録。

平成18年４月 東海東京インベストメント株式会社(現・連結子会社)設立。

平成19年１月 東海東京証券ヨーロッパ(現・連結子会社)設立。

平成19年６月 東海東京ＳＷＰコンサルティング株式会社(現・連結子会社)設立。

平成19年９月 金融商品取引法施行に伴う第一種金融商品取引業及び第二種金融商品取引業の登録。

平成20年２月 東海東京証券アメリカ(現・連結子会社)設立。

平成20年３月 期末現在の国内店舗は、75店舗。

(注) 平成20年４月28日付で、広島支店及び下関支店における金融商品取引業を、会社分割の方法によりワイエム証券

     株式会社(持分法適用会社)に承継しております。
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３ 【事業の内容】

当社グループは、当社及び子会社15社並びに関連会社１社で構成されております。

当社グループは主たる事業として、有価証券の売買及び売買等の委託の媒介、有価証券の引受け及び売出

し、有価証券の募集及び売出しの取扱い、私募の取扱い、その他の金融商品取引業及び金融商品取引業に関

連又は付随する業務を営んでおり、アジア及びヨーロッパの金融市場に営業拠点を設置し、顧客の資金調

達、資金運用の両面において、グローバルで幅広いサービスを提供しております。

なお、当連結会計年度における連結子会社の異動状況は次のとおりであります。

新 規 連 結 子 会 社  ：東海東京ＳＷＰコンサルティング株式会社、東海東京証券アメリカ、

　　　　　　　　　　　　ＹＳＴ－１特定目的会社、Ｎ－residence１号合同会社

新規持分法適用関連会社：ワイエム証券株式会社

　

当社グループの事業系統図
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４ 【関係会社の状況】

　

名称 住所
資本金又は出
資金
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の
所有(被所有)割合

関係内容
所有割合
(％)

被所有割合
(％)

(連結子会社)

宇都宮証券株式会社 栃木県宇都宮市 301
金融商品取引
業

88 ―
有価証券の売買等
役員の兼任　１名

株式会社東海東京投資顧問 東京都中央区 300
金融商品取引
業

100
(13)

―
―

役員の兼任　１名

東海東京ファイナンス＆
リアルエステート株式会社

東京都中央区 50

不動産、債権、
その他の証券
化 、 不 動 産
ファンドの運
用、コンサル
ティング

100 ―
組成した有価証券の取扱い
等、資金の貸付
役員の兼任　３名

東海東京インベストメント
株式会社

東京都中央区 300

ベンチャー
キャピタル・
有価証券の運
用

100 ―
投資事業組合への出資、資金
の貸付
役員の兼任　３名

株式会社東海東京調査センター 東京都中央区 50
情報サービス
業

100 ―
定期刊行物の作成委託及び調
査、情報の提供
役員の兼任　２名

東海東京サービス株式会社 名古屋市千種区 30
不動産の賃貸
・管理、証券
事務代行業

100 ―

店舗等不動産の賃貸・管理及
び証券業務の事務委託、資金
の貸付
役員の兼任　１名

東海東京ＳＷＰコンサルティン
グ株式会社

名古屋市中村区 250
コンサルティ
ング業

85 ―
資産運用のコンサルティング
役員の兼任　１名

東海東京セキュリティーズ
(アジア)リミテッド

中国
香港

千
香港ドル
50,000

証券業 100 ―
有価証券の売買等、債務保証
役員の兼任　１名

東海東京証券ヨーロッパ
英国
ロンドン市

千
英ポンド
3,000

証券業 100 ―
有価証券の売買及び引受等
役員の兼任　なし

東海東京証券アメリカ
米国
ニューヨーク市

千
米ドル
200

情報サービス
業

100 ―
―

役員の兼任　なし

ＴＴＩ中部ベンチャー１号
投資事業有限責任組合

東京都中央区 579投資事業組合
100
(1)

―
―

役員の兼任　なし

ＴＴＩ成長企業１号
投資事業有限責任組合

東京都中央区 25 投資事業組合
100
(1)

―
―

役員の兼任　なし

ＹＳＴ－１特定目的会社 東京都中央区 400
資産流動化法
上の特定目的
会社

100
(100)

―
―

役員の兼任　なし

Ｎ－residence１号合同会社東京都中央区 2,640
信託受益権の
売買、保有、処
分および管理

100
(100)

―
―

役員の兼任　なし

(持分法適用関連会社)

ワイエム証券株式会社 山口県下関市 1,000
金融商品取引
業

40 ―
有価証券の売買等
役員の兼任　１名

(注) １　上記の子会社はいずれも特定子会社に該当いたしません。

２　上記の会社は有価証券届出書又は有価証券報告書を提出いたしておりません。

３　「議決権の所有割合」欄の(　)内は、間接所有割合で内数であります。

４　平成20年５月２日付で新たに次の会社が提出会社の関係会社となりました。

名称 住所
資本金又は出
資金
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の
所有(被所有)割合

関係内容
所有割合
(％)

被所有割合
(％)

(子会社)

浜銀ＴＴ証券準備株式会社 横浜市西区 50
金融商品取引
業の登録準備

100 ―
―

役員の兼任　１名
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５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成20年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

連結会社合計 　2,072[491]

(注) １　当社グループの事業は、投資・金融サービス業という単一事業セグメントであり、全連結会社の従業員数の合

計を記載しております。

２　従業員数は就業人員であり、[　]外数は、臨時従業員の年間平均人員であります。

３　上記のほか投資アドバイザー及びアセットアドバイザーの平成20年３月末の雇用人員は209名であります。

　

(2) 提出会社の状況

平成20年３月31日現在

従業員数(名) 平均年齢 平均勤続年数 平均年間給与(円)

1,898[467] 37歳11ヶ月 13年５ヶ月 9,430,089

(注) １　従業員数は就業人員であり、[　]外数は、臨時従業員の年間平均人員であります。

２　上記のほか投資アドバイザー及びアセットアドバイザーの平成20年３月末の雇用人員は209名であります。

３　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

　

(3) 労働組合の状況

平成20年３月31日現在、東海東京証券社員組合(組合員1,020名)があり、結成以来何等の紛争もなく安

定した労使関係が継続しております。なお、上部団体には所属しておりません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当連結会計年度(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)のわが国経済は、ＧＤＰで２％程度の

実質成長率を確保したものの、内需は停滞感が強まりました。サブプライムローン(信用力の低い個人向

け住宅融資)問題で米国の景気が減速したこと、７月以降、急速に株安、円高、原油(原材料)高が進行した

こと、改正建築基準法の影響で住宅着工が急減したこと、などが響き、年度末の３月には内閣府の月例経

済報告で「景気回復はこのところ足踏み状態である」と基調判断が変更されました。企業収益は、日米の

景気減速で増益率が１ケタ台に鈍化しましたが、総合商社など新興国にビジネス基盤を持つ企業は、同地

域の高い成長の恩恵を受けました。また、高成長を続けた中国などは対米輸出の鈍化や金融引き締めを受

けて、やや陰りが出始めました。

こうしたなか株式流通市場は、急落の展開となりました。日米の景気が減速したことに加え、サブプラ

イムローン問題で欧米の金融機関が巨額の損失を被り信用リスクが高まったことで、リスクマネーの圧

縮に迫られた外国人投資家が８月以降、世界の株式を大量に売り越したことが下げの主因となり、年度末

にかけては米景気の後退懸念が株安に追い討ちをかけました。日経平均株価は７月９日に18,261円の高

値をつけた後、年度末の３月17日には11,787円の安値をつけました。信用リスクの高まりに対し米国では

相次いで利下げや資金供給など緊急対策を打ち出しましたが、日米の株価が大きく反発するまでには至

りませんでした。また、東証１部の配当利回りが10年物国債利回りを上回ったことや、ＰＢＲ(株価純資産

倍率)が１倍を割り込んだ銘柄が全体の６割弱に及んだことなど、投資指標から割安感が強まりました

が、個人投資家の動きは鈍く、相場の押し上げにはつながりませんでした。外国人による強い売り圧力を

受けて、東証１部の１日当たりの売買代金は２兆8,791億円と前年度(２兆6,631億円)より膨らみました。

一方、債券流通市場は堅調に推移いたしました。日米景気の減速や信用リスクの高まりに伴う国債への

資金逃避に加え、ＦＲＢ(米連邦準備理事会)が８月以降、段階的に利下げを実施し、日銀も追加利上げを

見送ったことが堅調な推移の主因となりました。長期金利の指標である10年物国債利回りは、当初、追加

利上げを警戒して６月に1.8％台まで上昇したものの、その後は下げに転じ、年度末の３月には1.2％台前

半に急低下いたしました。ただ、新興国の買い付けや投機マネーの流入で国際商品市況が大幅に上昇した

ため、日本を含めて世界的にインフレ懸念が強まり、利回りは1.2％台で下げ止まりました。

このような環境のなかで、当連結会計年度の当社グループの営業収益は631億52百万円(前年度比

 99.0％、以下同じ)、純営業収益は610億４百万円(同97.8％)、販売費・一般管理費は469億31百万円(同

105.7％)となり、営業利益140億73百万円(同78.2％)、経常利益149億19百万円(同79.7％)、当期純利益90

億25百万円(同84.6％)を計上することができました。
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(受入手数料)

　

連結会計年度 区分
株券
(百万円)

債券
(百万円)

受益証券
(百万円)

その他
(百万円)

合計
(百万円)

前連結会計年度
自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日

委託手数料 24,865 44 45 0 24,956

引受け・売出し手数料 845 232 ― ― 1,078

募集・売出しの取扱手数料 105 68 12,789 ― 12,964

その他の受入手数料 175 115 5,597 2,536 8,423

合計 25,992 461 18,4312,53647,422

当連結会計年度
自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日

委託手数料 19,404 8 71 0 19,484

引受け・売出し手数料 436 60 ― ― 496

募集・売出しの取扱手数料 4 39 13,058 13 13,116

その他の受入手数料 148 170 6,900 3,21610,434

合計 19,993 278 20,0293,23043,532

　

当連結会計年度の受入手数料の合計は435億32百万円(前年度比91.8％)で内訳は次のとおりであり

ます。

　

①　委託手数料

当連結会計年度における当社の株式委託売買高は32億19百万株(同81.8％)、株式委託売買金額は

３兆3,095億円(同81.3％)と減少いたしました。この結果、株式委託手数料は194億４百万円(同

78.0％)となり、委託手数料全体では194億84百万円(同78.1％)を計上いたしました。

　

②　引受け・売出し手数料

当連結会計年度の株式引受け・売出し手数料は４億36百万円(同51.6％)であり、債券を含めた引

受け・売出し手数料は４億96百万円(同46.0％)でありました。

　

③　募集・売出しの取扱手数料、その他の受入手数料

募集・売出しの取扱手数料は131億16百万円(同101.2％)、また、その他の受入手数料は104億34百

万円(同123.9％)となりました。これらの主なものは、投資信託の募集・売出しの取扱手数料と代行

手数料であり、受益証券の募集・売出しの取扱手数料は130億58百万円(同102.1％)、代行手数料は69

億円(同123.3％)となりました。
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(トレーディング損益)
　

連結会計年度
前連結会計年度

自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日

当連結会計年度
自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日

区分
実現損益
(百万円)

評価損益
(百万円)

合計
(百万円)

実現損益
(百万円)

評価損益
(百万円)

合計
(百万円)

株券等トレーディング損益 5,985 628 6,613 7,070 589 7,659

債券等トレーディング損益 6,490 △300 6,189 7,468 △653 6,814

その他のトレーディング損益 785 △7 778 1,609 △69 1,539

合計 13,260 320 13,581 16,148 △134 16,013

　

当連結会計年度の債券等トレーディング損益は外貨建債券や仕組債の販売が好調であったことから

68億14百万円(同110.1％)の利益となりました。また、株券等トレーディング損益は、外国株式のトレー

ディングが第３四半期まで好調であったことから76億59百万円(同115.8％)の利益となりました。以上

の結果、その他を含めた合計のトレーディング損益は160億13百万円(同117.9％)の利益を計上いたし

ました。

　

(金融収支)

当連結会計年度の金融収益は、有価証券貸借取引収益及び受取債券利子が増加したことにより36億

６百万円(同130.6％)となりました。一方、金融費用は、借入金の増加及び金利の上昇による支払利息の

増加から21億47百万円(同157.3％)となり、差引の金融収支は14億59百万円(同104.5％)と増加いたし

ました。

　

(販売費・一般管理費)

当連結会計年度の販売費・一般管理費は469億31百万円(同105.7％)となりました。主な内訳は取引

関係費73億91百万円(同109.2％)、人件費249億42百万円(同98.1％)、不動産関係費57億58百万円(同

105.4％)、事務費44億89百万円(同127.4％)であります。なお、減価償却費は、平成20年１月のシステム

更改に伴い、一部ソフトウェアの使用期間の見直しを行ったことから25億66百万円(同160.8％)となり

ました。
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(2) キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度の営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益が155億８百万円の

黒字となり、また信用取引資産が558億23百万円の収入となりましたが、一方で信用取引負債及び有価証

券担保借入金が支出となったため、208億35百万円の収入(前連結会計年度は179億64百万円の支出)とな

りました。

一方、投資活動によるキャッシュ・フローは、ＩＴ関連の投資を行ったことから60億95百万円の支出

(前連結会計年度は53億３百万円の支出)となりました。また、財務活動によるキャッシュ・フローは借入

金の増加により110億55百万円の収入(前連結会計年度は253億90百万円の収入)となりました。以上の結

果、現金及び現金同等物は257億４百万円増加し、当連結会計年度末の残高は634億85百万円となりまし

た。

なお、当社は金融機関との間に、総額330億円(平成20年３月末現在)のコミットメントライン契約を締

結しております。
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(3) トレーディング業務の概要

①　トレーディング商品

当連結会計年度末日のトレーディング商品の残高は次のとおりです。
　

区分
前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

資産の部の
トレーディ
ング商品

商品有価証券等 (百万円) 165,464 172,804

　株券 (百万円) 28,091 13,792

　債券 (百万円) 131,974 151,089

　受益証券 (百万円) 5,016 7,178

　匿名組合契約等 (百万円) 381 744

デリバティブ取引 (百万円) 518 694

　株価指数オプション取引　 (百万円) 440 285

　株券オプション取引 (百万円) 22 21

　債券先物オプション取引 (百万円) ― 1

　金利先物オプション取引 (百万円) ― 6

　株価指数先物取引 (百万円) 39 33

　債券先物取引 (百万円) 16 ―

　特約付株券消費貸借取引 (百万円) ― 0

　為替証拠金取引 (百万円) ― 47

　通貨スワップ取引 (百万円) ― 298

合計 (百万円) 165,982 173,499

負債の部の
トレーディ
ング商品

商品有価証券等 (百万円) 118,637 122,615

　株券 (百万円) 23,184 12,880

　債券 (百万円) 95,452 109,735

デリバティブ取引 (百万円) 340 556

　株価指数オプション取引 (百万円) 256 131

　キャップ・フロア取引 (百万円) ― 2

　株価指数先物取引 (百万円) 74 ―

　債券先物取引 (百万円) 2 3

　為替予約取引 (百万円) 7 9

　金利スワップ取引 (百万円) ― 408

合計 (百万円) 118,977 123,171

　

②　トレーディングのリスク管理

トレーディングのリスク管理の状況については「第５経理の状況」の「１連結財務諸表等」の注記

事項(有価証券及びデリバティブ取引の状況)に記載しております。
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２ 【対処すべき課題】

近年、金融サービスや取扱商品の多様化のスピードは一段と高まってまいりました。また、米国のサブプ

ライムローン問題に端を発した信用リスクの高まり等から世界的な株安とドル安が進展し、まさに前年度

とは様変わりした環境となりました。

このような環境のなか当社は、目指すべき姿として、一段上の証券会社『プレミアハウス』を掲げ、その

確立に向けた具体的なターゲットとして、お客様のニーズに常にベストな解決策を提示できる「ソリュー

ションハウス」、当社の基盤となる地域のお客様に貢献する「コミュニティハウス」、お客様へ最高品質の

商品を提供する「プロダクツハウス」の３つの目標を立て、さまざまな施策に取組んでおります。

この『プレミアハウス』の早期実現を目指し 、平成18年４月から「経営３ヵ年計画～

Innovation Jump up ５～」に取組み、具体的な戦略として以下の５つの改革を実施することにより、徹底

した構造改革を推進しております。

　 ① コーポレートガバナンス／コーポレートカルチャーの改革 

　 ② ビジネスポートフォリオ／ビジネスモデルの改革 

　 ③ ネットワークの改革 

　 ④ 商品・サービスの改革 

　 ⑤ 社員の役割及び生産性の改革 

さらにこの５つの改革を支える戦略として平成20年１月の基幹システム更改をはじめとする「ＩＴ戦

略」を積極的に推進しました。また、「アライアンス戦略」として、住友信託銀行株式会社との共同出資に

よる東海東京ＳＷＰコンサルティング株式会社、および株式会社山口フィナンシャルグループとの共同出

資によるワイエム証券株式会社の２社が昨年より営業を開始したほか、先般、株式会社横浜銀行と共同出資

証券会社の設立について覚書を締結しました。経営３ヵ年計画最終年度を迎えるにあたり、引続き「ＩＴ戦

略」および「アライアンス戦略」を積極的に進めてまいります。

以上、「５つの改革」と「５つの改革を支える戦略」に基づく具体的な施策を実行していくことで、より

一層皆様のご期待・ご声援にお応えできるよう、役社員一同、誠意と熱意をもって、更なる業績向上に努め

てまいる所存でございます。

今後も、お客様の期待に応えるために必要とされる組織力・財務力を持った「強くたくましい会社」、お

客様に喜んでいただける提案や情報を提供し、社員もやりがいを持って働ける「わくわくする会社」、お客

様に最良のサービスを提供するために、金融のプロフェッショナルとしての高い知識を常に持ち続ける

「学び続ける会社」となれるよう、引き続き一層の企業努力をしてまいります。

　

なお、平成20年４月28日開催の取締役会において、株主総会の承認等を条件として会社分割の方式によ

り、平成21年４月を目処に、持株会社へ移行すべく、その準備に入ることを決定いたしました。

　

当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

(1) 基本方針の内容

当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社の企業価値の源泉を理解し、当社の企

業価値ひいては株主共同の利益を継続的かつ持続的に確保、向上していくことを可能とする者である必

要があると考えております。

当社の支配権の移転を伴う買付提案がなされた場合、それが当社の企業価値ひいては株主共同の利益

の確保・向上に資するものであれば、当社はこれを否定するものではありません。しかしながら、株式の

大量買付行為の中には、その目的、態様等から見て企業価値ひいては株主共同の利益に資さないものも少

なくありません。
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当社の企業価値の源泉は、①証券市場のプロフェッショナルとして蓄積してきた金融商品取引業の専

門知識、②東海地区を中心とした地域の株主の皆様、お客様、お取引先等、様々な関係者と長年にわたり

培ってきた信頼関係、③経営戦略を実現するための明確な行動目標および企業風土の基盤となるコーポ

レートカルチャー、にあります。当社株式の買付けを行う者がこうした当社の企業価値の源泉を理解し、

これらを中長期的に確保し向上させられるのでなければ、当社の企業価値ひいては株主共同の利益は毀

損されることになります。そして当社は、このような濫用的な買収に対して、必要かつ相当な対抗手段を

講ずることにより、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保する必要があると考えております。

当社は、基本方針の実現に資するための取組みとして、「経営３ヵ年計画～Innovation Jump up ５

～」を具体的な施策として実施しております。

また、当社では、コーポレート・ガバナンスの強化充実に向けて、執行役員制度を導入して「経営と執

行の分離」を図るとともに、取締役の諮問機関である「検査委員会」を設置し、同委員として社外取締役

を招聘するなど、社外取締役によるチェックが機能しやすい体制としております。加えて、平成17年９月

より、リテール分野および投資銀行分野の専門化を図るためカンパニー制を導入し、「リテールカンパ

ニー」、「投資銀行カンパニー」を設置し、新組織のもとで、意思決定の迅速化と全社的な収益力の向上

を図っております。

　

(2) 基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止す

るための取組み

当社は、平成19年５月21日開催の取締役会において「当社株式の大量買付行為に関する対応策」(以下

「本プラン」といいます。)の導入について第95期定時株主総会へ上程することを決議し、株主総会にお

いて株主の皆様のご承認をいただきましたので、本プランの導入を決定いたしました。

本プランは、当社が発行者である株券等について、①保有者の株券等保有割合が20％以上となる大量買

付行為、②公開買付けに係る株券等の株券等所有割合およびその特別関係者の株券等所有割合の合計が

20％以上となる公開買付け、③保有者が当社の他の株主との間で当該他の株主が共同保有者に該当する

こととなる行為、を行うことにより、当該保有者の株券等保有割合が20％以上となるような行為(以下

「大量買付行為」と総称します。)を対象とします。

これらの大量買付行為が行われた際、それに応じるべきか否かを株主の皆様が判断するために必要な

情報や時間を確保し、株主の皆様のために取締役会が交渉を行うこと等を可能とするものです。また、上

記(1)記載の基本方針に反し、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を毀損する大量買付行為を、新株

予約権の無償割当てにより阻止し、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保・向上させることを

目的としております。

当社の株式について大量買付行為が行われる場合、当該大量買付行為に係る買付者等には、買付内容等

の検討に必要な情報および本プランを遵守する旨の誓約文言等を記載した書面の提出を求めます。その

後、買付者等から提出された情報や当社取締役会からの意見や根拠資料、これに対する代替案が、独立社

外者(現時点においては社外監査役および有識者)から構成される独立委員会に提供され、その評価、検討

を経るものとします。独立委員会は、外部専門家等の助言を任意に得た上、買付内容の評価・検討、当社取

締役会の提示した代替案の検討、取締役会を通じた情報開示等を行います。
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独立委員会は、買付者等が本プランに規定する手続を遵守しなかった場合、または当該大量買付行為の

内容の検討等の結果、当該大量買付行為が当社の企業価値ひいては株主共同の利益に対する明白な侵害

をもたらすおそれのある大量買付行為である場合など、本プランに定める要件に該当する大量買付行為

であると認めた場合には、独立委員会規則に従い、当社取締役会に対して、新株予約権無償割当てを実施

することを勧告します。

この新株予約権には、買付者等による権利行使は２年間認められないという行使条件、および当社が買

付者等以外の者からは当社株式と引換えに、買付者等からはその他の財産と引換えに新株予約権を取得

することができる旨の取得条項が付されており、原則として、１円以上で当社取締役会が別途定める価額

を払い込むことにより行使し、普通株式１株を取得することができます。当社取締役会は、独立委員会の

上記勧告を最大限尊重して新株予約権無償割当ての実施または不実施その他必要な決議を行うものとし

ます。当社取締役会は、上記決議を行った場合速やかに、当該決議の概要その他当社取締役会が適切と判

断する事項について、情報開示を行います。

本プランの有効期間は、平成19年６月28日開催の第95期定時株主総会終結の時から３年内に終了する

事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会終結の時までです。但し、有効期間の満了前であって

も、株主総会または取締役会により本プランを廃止する旨の決議が行われた場合には、本プランはその時

点で廃止されることになります。

本プラン導入後であっても、新株予約権無償割当てが実施されていない場合、株主の皆様に直接具体的

な影響が生じることはありません。他方、本プランが発動され、新株予約権無償割当てが実施された場合、

株主の皆様が新株予約権行使の手続を行わないとその保有する株式が希釈化される場合があります(但

し、当社が当社株式を対価として新株予約権の取得を行った場合、株式の希釈化は生じません。)。

　

(3) 具体的取組みに対する当社取締役の判断およびその理由

当社の「経営３ヵ年計画～Innovation Jump up ５～」は、当社グループの企業価値ひいては株主共同

の利益を向上させ、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益を著しく損なう買付者が現れる危

険性を低減するものと考えます。また、コーポレート・ガバナンスの強化充実に向けた取組みは、経営

３ヵ年計画を推進し、企業価値ひいては株主共同の利益の向上を図る基盤となるものと考えます。従っ

て、かかる取組みは、基本方針に沿うものです。

また、本プランは、前記(2)のとおり、企業価値ひいては株主共同の利益を確保・向上させる目的をもっ

て導入されたものであります。特に、①本プランの発効は株主総会の承認を条件としているものであるこ

と、②その内容として対抗措置の発動に関する合理的な客観的要件が設定されていること、③独立性の高

い社外者により構成される独立委員会が設置され、本プランの発動に際しては必ず独立委員会の判断を

経ることが必要とされていること、④当社取締役会は独立委員会の勧告を最大限尊重するものであるこ

と、⑤有効期間が最長約３年と定められた上で、株主総会または取締役会の決議によりいつでも廃止でき

るとされていること、などにより、その公正性・客観性が担保される工夫がなされており、企業価値ひい

ては株主共同の利益に資するものであって、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではありま

せん。
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３ 【事業等のリスク】

当社グループの経営成績及び財政状態等に影響を与える可能性がある事業等のリスクは、以下のとお

りであります。なお、将来に関する事項は有価証券報告書提出日(平成20年６月27日)現在において当社グ

ループが判断したものであり、現時点では確認できていないリスクや現在は重要でないと考えられるリ

スクも当社グループの経営成績及び財政状態等に影響を与える可能性があります。

(1) 市場の縮小及び相場の変動に伴うリスクについて

当社グループは金融商品取引業を主たる事業としているため、国内外の経済状況の影響を受けやすく、

景気後退などによる証券投資への需要の減少及び有価証券等の価格変動は当社グループの財政状態及び

業績に悪影響を及ぼす可能性があります。

(2) 法的規制に伴うリスクについて

当社グループの主たる事業である金融商品取引業は、近年の法的規制の緩和により、他業種からの参入

が容易になり競争が激化する一方で、取扱商品の多様化が進んできております。当社グループはこのよう

な状況のなかで、従来と変わらぬ競争力を維持できるものと考えておりますが、法的規制の改正・解釈の

変更に伴い、より強力な競合先の出現や販売商品の制限が生じた場合、当社グループの財政状態及び業績

に悪影響を及ぼす可能性があります。

(3) 取引先または発行体の信用力悪化に伴うリスクについて

当社グループの取引先が決済を含む債務不履行に陥った場合、また、当社グループが保有する有価証券

の発行体の信用状況が著しく悪化した場合には、元本の毀損や利払いの遅延等により損失をこうむる可

能性があります。

(4) 営業基盤に関するリスクについて

当社の営業店舗網及び営業基盤は東海地区及び関東地区を主力としており、これら地区のインフラに

重大な影響を及ぼす災害等が発生した場合、当社グループの財政状態及び業績に悪影響を及ぼす可能性

があります。

(5) 資金調達環境の悪化に伴うリスクについて

当社は外部の格付機関から格付を取得しております。当社の業績悪化等により格付が引き下げられた

場合、必要資金の確保に際し、通常よりも著しく高い金利での資金調達を余儀なくされることにより財政

状態及び業績に悪影響を及ぼす可能性があります。

(6) システムリスク及びその他のオペレーショナルリスクについて

当社グループが業務上使用するコンピュータシステムや回線において、プログラム障害、外部からの不

正アクセス、災害や停電等が原因となる障害が発生した場合、その規模によっては当社グループの業務に

支障が生じるだけでなく、社会的信用の低下など、当社グループの財政状態及び業績に悪影響を及ぼす可

能性があります。

　また、当社グループの役職員が事故・不正等を起こすこと、あるいは正確な事務処理を怠ることによっ

て損失が発生した場合にも業務遂行に支障が生じるだけでなく、法令違反があった場合は、監督官庁から

行政処分を課される可能性もあり、社会的信用の低下など、当社グループの財政状態及び業績に悪影響を

及ぼす可能性があります。

(7) 情報セキュリティーに係るリスクについて

不正な手段や過失等により顧客情報が流出した場合、当社グループの業務に支障が生じるだけでなく、

損害賠償の請求や社会的信用が低下するなど、当社グループの財政状態及び業績に悪影響を及ぼす可能

性があります。
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４ 【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。

　

５ 【研究開発活動】

該当事項はありません。

　

６ 【財政状態及び経営成績の分析】

文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日(平成20年６月27日)現在において当社グルー

プが判断したものであります。

(1) 重要な会計方針及び見積り

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき

作成しております。連結財務諸表の作成にあたり、経営者は決算日における資産・負債の報告数値及び偶

発債権・債務の開示、並びに報告期間における収益・費用の報告数値に影響を与える見積りを行わなけ

ればなりません。また、経営者は退職金、投資、法人税等に関して、過去の実績や状況に応じ合理的と考え

られる方法により見積り及び判断をしておりますが、実際の結果は見積り特有の不確実性があるため、こ

れらの見積りと異なる場合があります。

当社は特に以下の重要な会計方針が、当社グループの連結財務諸表の作成において用いられる重要な

判断と見積りに大きな影響を及ぼすと考えております。

①　退職給付費用

従業員(執行役員を除く)にかかる退職給付費用及び債務は、数理計算上で設定される前提条件に基

づいて算出されております。これらの前提条件には割引率、退職率、昇給率、直近の統計数値に基づいて

算出される死亡率及び年金資産の期待収益率などが含まれております。当社の適格退職年金制度にお

いては、割引率は日本の国債の発行利回りにより、退職率は直近３年間の実績率に基づき、それぞれ算

出されております。実際の結果が前提条件と異なる場合、または前提条件が変更された場合は、その影

響は累積され、一般的には将来期間において認識される費用及び債務に影響を及ぼします。

②　投資の減損

当社グループは、長期的な取引関係維持のため、特定の取引先の株式を所有しております。これらの

株式には価格変動性の高い公開会社の株式と、価格の決定が困難である非公開会社の株式が含まれて

おります。当社グループは投資価値の下落が一時的ではないと判断した場合、「金融商品に関する会計

基準」に基づき減損処理を行っております。公開会社の株式への投資の場合、連結会計年度末の株式の

時価が、一定期間継続して取得原価を30％以上下回り続けたとき下落が一時的でないと判断します。非

公開会社については１株当たり純資産額が取得原価の50％以上下落した場合に減損処理を行います。

将来の市況悪化または投資先の業績不振により、現在の簿価に反映されていない損失または簿価の

回収不能が生じた場合、減損処理が必要となる可能性があります。
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③　繰延税金資産

当社グループは、繰延税金資産について実現可能性が高いと考えられる金額へ減額するために評価

性引当金を計上しております。評価性引当金の必要性を評価するに当たっては、将来の課税所得の発生

及び税務計画を検討いたします。当社グループの主たる事業である金融商品取引業は、業績変動の幅が

大きく、長期に渡る課税所得の発生を予測することが困難でありますが、経営計画の策定にあわせ当該

経営計画の期間又は３年を、将来の課税所得の見積り期間としておりますので、翌事業年度の課税所得

の発生見積りによって、評価性引当金が増減し、繰延税金資産の調整額が発生いたします。

　

(2) 当連結会計年度の経営成績の分析

①　概要

当連結会計年度の国内株式市場は、急落の展開となりました。日米の景気が減速したことに加え、サ

ブプライムローン問題で欧米の金融機関が巨額の損失を被り信用リスクが高まったことで、リスクマ

ネーの圧縮に迫られた外国人投資家が８月以降、世界の株式を大量に売り越したことが下げの主因と

なり、年度末にかけては米景気の後退懸念が株安に追い討ちをかけました。日経平均株価は７月９日に

18,261円の高値をつけた後、年度末の３月17日には11,787円の安値をつけました。信用リスクの高まり

に対し米国では相次いで利下げや資金供給など緊急対策を打ち出されましたが、日米の株価が大きく

反発するまでには至りませんでした。

一方、国内債券市場は、堅調に推移いたしました。日米景気の減速や信用リスクの高まりに伴う国債

への資金逃避に加え、ＦＲＢ(米連邦準備理事会)が８月以降、段階的に利下げを実施し、日銀も追加利

上げを見送ったことが堅調な推移の主因となりました。長期金利の指標である10年物国債利回りは、当

初、追加利上げを警戒して６月に1.8％台まで上昇したものの、その後は下げに転じ、年度末の３月には

1.2％台前半に急低下いたしました。ただ、新興国の買い付けや投機マネーの流入で国際商品市況が大

幅に上昇したため、日本を含めて世界的にインフレ懸念が強まり、利回りは1.2％台で下げ止まりまし

た。

このような環境のなか、当連結会計年度の営業収益は前年度比1.0％減少し631億52百万円、金融費用

を控除した純営業収益は前年度比2.2％減少し610億４百万円となりました。一方、販売費・一般管理費

は人件費が減少したものの、事務費及び減価償却費が増加したことから前年度比5.7％増加し469億31

百万円となりました。この結果、営業利益は前年度比21.8％減少し140億73百万円、経常利益は前年度比

20.3％減少し149億19百万円、当期純利益は前年度比15.4％減少し90億25百万円の計上となりました。

②　受入手数料

当連結会計年度の株式部門の受入手数料は、上期は好調に推移いたしましたものの、サブプライム

ローン問題に端を発した世界的な株式市況の低迷の影響を受け下期は低調となり、当連結会計年度の

株式委託手数料は前年度比22.0%減少し194億４百万円となりました。また、株券の引受は、市況環境の

悪化が新規公開や増資へのニーズを低下させたことから、引受け・売出し手数料は前年度比48.4％減

少し４億36百万円となりました。この結果、株式部門の受入手数料は前年度比23.1％減少し199億93百

万円となりました。
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投資信託部門は、上期は前年度に引続き毎月分配型のファンドを中心に販売は好調に推移いたしま

したが、下期に入りサブプライムローン問題の影響などから販売額は減少し、また預り残高も基準価額

の低下から減少いたしました。この結果、募集・売出しの取扱手数料は前年度比2.1％増加し130億58百

万円、代行手数料は前年度比23.3％増加し69億円となり、投資信託部門の受入手数料は前年度比8.7％

増加し200億29百万円となりました。

このほか債券部門の受入手数料は前年度比39.7％減少し２億78百万円、保険販売等その他の商品の

受入手数料は前年度比27.3％増加し32億30百万円となりました。

以上の結果、当連結会計年度の受入手数料は前年度比8.2％減少し435億32百万円となりました。

③　トレーディング損益

当連結会計年度の株券等のトレーディング損益は、外国株式のトレーディングが第３四半期まで堅

調であったことから、外国株式の販売に係るトレーディング損益は前年度比37.4％増加し65億17百万

円となりました。一方、国内株式及び株式デリバティブ取引のトレーディング損益は前年度比39.0％減

少し11億41百万円となり、株券等トレーディング損益全体では前年度比15.8％増加し76億59百万円の

利益となりました。

債券等トレーディング損益は、外貨建債券の販売が年度を通じて好調に推移したことから、外国債券

の販売に係るトレーディング損益は前年度比21.9％増加し65億17百万円となりましたが、国内債券及

び債券デリバティブ取引に係るトレーディング損益は前年度比64.8％減少し２億96百万円となりまし

た。この結果、債券等トレーディング損益全体では前年度比10.1％増加し68億14百万円の利益となりま

した。また、その他のトレーディング損益は前年度比97.8％増加し15億39百万円の利益となりました。

以上の結果、当連結会計年度のトレーディング損益は前年度比17.9％増加し160億13百万円の利益と

なりました。

④　販売費・一般管理費

当連結会計年度は、業績連動による賞与支給額や歩合外務員報酬が減少したことから人件費は前年

度比1.9％減少し249億42百万円となりました。一方、基幹システムの更改を平成20年１月に行ったこと

から、旧基幹システムにかかるソフトウェアの早期償却の実施や新基幹システムのソフトウェアの資

産計上に伴い、減価償却費は前年度比60.8％増加し25億66百万円となり、またシステム移行関連費用の

増加から事務費も前年度比27.4％増加し44億89百万円となりました。

以上の結果、当連結会計年度の販売費・一般管理費は前年度比5.7％増加し469億31百万円となりま

した。
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(3) 流動性及び資金の源泉

①　キャッシュ・フロー

当連結会計年度の営業活動によるキャッシュ・フローは、前連結会計年度が179億64百万円のキャッ

シュを支出したのに対して、208億35百万円のキャッシュの収入がありました。これは税金等調整前当

期純利益が155億８百万円の黒字となったことに加え、信用取引資産の大幅なキャッシュ収入によるも

のであります。

投資活動によるキャッシュ・フローは、前連結会計年度が53億３百万円のキャッシュを支出したの

に対して７億92百万円多い60億95百万円のキャッシュを支出することとなりました。これは主にシス

テム投資に伴うハードウェア及びソフトウェア資産の増加によるものであります。

財務活動によるキャッシュ・フローは、前連結会計年度が253億90百万円のキャッシュを調達したの

に対して143億34百万円少ない110億55百万円のキャッシュを調達いたしました。これは当連結会計年

度末において手元流動資金を確保することを目的に銀行借入や短期社債の残高を維持したことによる

ものであります。

以上の結果、現金及び現金同等物の当連結会計年度末の残高は257億４百万円増加し、634億85百万円

となりました。

②　資金需要

当社グループの運転資金の主なものは、株式及び債券を自己の計算により売買を行うために要する

資金、顧客が行う信用取引に対し資金を貸し付ける業務及び人件費・不動産関係費など販売費・一般

管理費にかかるものであります。
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

(提出会社)

当期は、システム関連の主な投資として、基幹システムの更改により新たにソフトウェア3,093百万円

を取得しております。

また、当期中の営業所の異動につきましては、以下のとおりであります。

　

営業所の新設、移転及び廃止

店舗名 所在地
建物及び構築物
取得価額
（百万円）

異動年月 摘要

仙台支店
宮城県仙台市青葉区
(旧所在地　宮城県仙台市青葉
区)

6 平成19年７月 移転(賃借)

下関支店 山口県下関市 1 平成19年７月 新設(賃借)
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２ 【主要な設備の状況】

当社グループにおける主要な設備は以下のとおりであります。

(提出会社)

平成20年３月31日現在

店舗名 所在地

建物及び
構築物
帳簿価額
(百万円)

土地 合計
帳簿価額
(百万円)

従業員数
摘要

(保有又
は賃借)帳簿価額

(百万円)
面積
(㎡)

本店 東京都中央区 255 ― ― 255 610賃借

三田支店 東京都港区 3 ― ― 3 12賃借

大井町支店 東京都品川区 3 ― ― 3 15賃借

渋谷支店 東京都渋谷区 3 ― ― 3 31賃借

下北沢支店 東京都世田谷区 2 ― ― 2 10賃借

新宿支店 東京都新宿区 2 ― ― 2 15賃借

田園調布支店 東京都大田区 14 ― ― 14 20賃借

池袋支店 東京都豊島区 4 ― ― 4 21賃借

吉祥寺支店 東京都武蔵野市 3 ― ― 3 13賃借

札幌支店 札幌市中央区 3 ― ― 3 18賃借

仙台支店 仙台市青葉区 5 ― ― 5 15賃借

大宮支店 さいたま市大宮区 2 ― ― 2 15賃借

春日部支店 埼玉県春日部市 16 ― ― 16 17賃借

所沢支店 埼玉県所沢市 15 ― ― 15 11賃借

船橋支店 千葉県船橋市 2 ― ― 2 20賃借

横浜支店 横浜市中区 2 ― ― 2 23賃借

二俣川支店 横浜市旭区 32 ― ― 32 13賃借

港南台支店 横浜市港南区 5 ― ― 5 19賃借

横須賀支店 神奈川県横須賀市 11 ― ― 11 14賃借

大船支店 神奈川県鎌倉市 0 ― ― 0 17賃借

相模原支店 神奈川県相模原市 5 ― ― 5 13賃借

茅ヶ崎支店 神奈川県茅ヶ崎市 2 ― ― 2 15賃借

甲府支店 山梨県甲府市 8 ― ― 8 12賃借

新潟支店 新潟市中央区 0 ― ― 0 11賃借

富山支店 富山県富山市 5 ― ― 5 19賃借

金沢支店 石川県金沢市 3 ― ― 3 11賃借

静岡支店 静岡市葵区 3 ― ― 3 12賃借

浜松支店 浜松市中区 12 ― ― 12 23賃借

岐阜支店 岐阜県岐阜市 14 ― ― 14 20賃借

大垣支店 岐阜県大垣市 10 ― ― 10 10賃借

多治見支店 岐阜県多治見市 2 ― ― 2 14賃借

中津川支店 岐阜県中津川市 10 65 153.61 76 13保有

名古屋本社 名古屋市中村区 177 ― ― 177 113賃借

名古屋中央支店 名古屋市中区 58 ― ― 58 97賃借
ファイナンシャルプラ
ザ・ナゴヤドーム前

名古屋市東区 6 ― ― 6 7 賃借

栄支店 名古屋市中区 60 ― ― 60 41賃借

今池支店 名古屋市千種区 19 ― ― 19 17賃借

新瑞橋支店 名古屋市瑞穂区 7 ― ― 7 18賃借

鳴海支店 名古屋市緑区 16 ― ― 16 22賃借

藤が丘支店 名古屋市名東区 2 ― ― 2 16賃借

天白支店 名古屋市天白区 10 ― ― 10 14賃借

八事支店 名古屋市天白区 0 ― ― 0 7 賃借

一宮支店 愛知県一宮市 20 133 316.81 153 24保有

木曽川支店 愛知県一宮市 8 ― ― 8 12賃借

小牧支店 愛知県小牧市 3 ― ― 3 20賃借
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店舗名 所在地

建物及び
構築物
帳簿価額
(百万円)

土地 合計
帳簿価額
(百万円)

従業員数
摘要

(保有又
は賃借)帳簿価額

(百万円)
面積
(㎡)

春日井支店 愛知県春日井市 6 ― ― 6 16賃借

瀬戸支店 愛知県瀬戸市 12 ― ― 12 7 賃借

半田支店 愛知県半田市 28 11 97.37 39 26
一部保有

・賃借

岡崎支店 愛知県岡崎市 2 51 187.40 54 17
一部保有

・賃借

豊田支店 愛知県豊田市 11 ― ― 11 27賃借

刈谷支店 愛知県刈谷市 27 10 295.70 38 17保有

安城支店 愛知県安城市 2 ― ― 2 14賃借

碧南支店 愛知県碧南市 56 30 197.49 86 10保有

豊橋支店 愛知県豊橋市 0 ― ― 0 14賃借

豊川支店 愛知県豊川市 14 30 277.69 45 18保有

蒲郡支店 愛知県蒲郡市 8 ― ― 8 11賃借

津支店 三重県津市 9 ― ― 9 22賃借

桑名支店 三重県桑名市 1 ― ― 1 13賃借

四日市支店 三重県四日市市 6 ― ― 6 18賃借

鈴鹿支店 三重県鈴鹿市 1 ― ― 1 13賃借

京都支店 京都市下京区 8 ― ― 8 43賃借

大阪支店 大阪市中央区 26 ― ― 26 84賃借

神戸支店 神戸市中央区 12 ― ― 12 22賃借

和歌山支店 和歌山県和歌山市 5 ― ― 5 11賃借

岡山支店 岡山県岡山市 6 ― ― 6 19賃借

岡山支店
高松出張所

香川県高松市 0 ― ― 0 6 賃借

広島支店 広島市中区 1 ― ― 1 12賃借

下関支店 山口県下関市 0 ― ― 0 4 賃借

松山支店 愛媛県松山市 4 ― ― 4 11賃借

高知支店 高知県高知市 2 ― ― 2 23賃借

福岡支店 福岡市中央区 5 ― ― 5 48賃借

熊本支店 熊本県熊本市 8 ― ― 8 18賃借

宮崎支店 宮崎県宮崎市 8 ― ― 8 14賃借

鹿児島支店 鹿児島県鹿児島市 3 ― ― 3 11賃借
カスタマー
サポートセンター

岐阜県岐阜市 89 ― ― 89 28賃借

センタービル 名古屋市千種区 398 1,2483,283.031,647 ― 保有

研修センター他 愛知県春日井市他 730 3,33317,915.194,063 ―
保有・
賃借

(注) １　従業員数には投資アドバイザー及びアセットアドバイザー209名を含み、臨時社員524名は含んでおりません。

２　上記の土地、建物のほか、器具備品1,430百万円、長期差入保証金2,874百万円があります。

３　センタービル建物は、賃貸しております。

４　賃借物件の場合、建設工事のみを資産計上しております。

５　リース契約による主な賃借設備は、下記のとおりであります。

名称 数量 リース期間
年間リース料
(百万円)

オンライン端末機器 一式 １～５年 65

株価等表示装置 一式 １～７ 35

乗用車 460台 ４～５ 132

その他の事務機器 一式 ３～５ 97
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(国内子会社)

平成20年３月31日現在

会社名 所在地

建物及び
構築物
帳簿価額
(百万円)

土地 合計
帳簿価額
(百万円)

従業員数
摘要

(保有又は
賃借)帳簿価額

(百万円)
面積
(㎡)

宇都宮証券株式会社
栃木県
宇都宮市他

178 2192,166.74398 87
保有・
賃借

株式会社東海東京投資
顧問

東京都
中央区

3 ― ― 3 15賃借

東海東京ファイナン
ス＆リアルエステート
株式会社

東京都
中央区

5 ― ― 5 10賃借

東海東京インベストメ
ント株式会社

東京都
中央区

― ― ― ― 3 賃借

株式会社東海東京調査
センター

東京都
中央区他

― ― ― ― 27賃借

東海東京サービス
株式会社

名古屋市
千種区他

227 3671,710.81594 9
保有・
賃借

東海東京ＳＷＰコンサ
ルティング株式会社

名古屋市
中村区

0 ― ― 0 5 賃借

(注)　賃借物件の場合、建設工事のみを資産計上しております。

　

(在外子会社)

平成20年３月31日現在

会社名 所在地

建物及び
構築物
帳簿価額
(百万円)

土地 合計
帳簿価額
(百万円)

従業員数
摘要

(保有又は
賃借)帳簿価額

(百万円)
面積
(㎡)

東海東京セキュリティーズ
(アジア)リミテッド

中国
香港

0 ― ― 0 14賃借

東海東京証券ヨーロッパ
英国
ロンドン市

3 ― ― 3 4 賃借

東海東京証券アメリカ
米国
ニューヨー
ク市

― ― ― ― ― 賃借

(注)　賃借物件の場合、建設工事のみを資産計上しております。

　

３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等

当社は、平成20年４月28日開催の取締役会において、事業継続態勢の強化を図るとともに、持株会社

制への移行、アライアンス戦略の促進等、業容の拡大へ対応するため、平成20年８月下旬から９月初旬

を予定し、本店を移転することを決定いたしました。

これに伴う資本的支出を含めた概算額は、総額2,098百万円を見込んでおります。

　

(2) 重要な設備の除却等

　該当事項はありません。

　

なお、「設備の状況」に記載の金額については、消費税等を含んでおりません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 972,730,000

計 972,730,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成20年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年６月27日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 285,582,115285,582,115

東京証券取引所
市場第一部
大阪証券取引所
市場第一部
名古屋証券取引所
市場第一部

―

計 285,582,115285,582,115― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額

(百万円)

資本金残高

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成16年２月24日(注) △10,000 285,582 ― 36,000 ― 9,000

(注)　その他資本剰余金による自己株式消却
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(5) 【所有者別状況】

平成20年３月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株)

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
(人)

1 78 52 463 128 4 19,80220,528 ―

所有株式数
(単元)

1 120,3285,29626,64827,846 11 103,418283,5482,034,115

所有株式数
の割合(％)

0.00 42.44 1.87 9.40 9.82 0.00 36.47100.00 ―

(注) １　自己株式20,143,739株は「個人その他」に20,143単元、「単元未満株式の状況」に739株を含めて記載してお

ります。

　　なお、自己株式20,143,739株は、株主名簿記載上の株式数であり、平成20年３月31日現在の実保有残高は　

20,142,739株であります。

２　「その他の法人」の中には、証券保管振替機構名義の株式が１単元含まれております。

　

(6) 【大株主の状況】

平成20年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

三井住友海上火災保険株式会社 東京都中央区新川２―27―２ 28,507 9.98

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社(信託口)

東京都中央区晴海１―８―11 16,572 5.80

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２―７―１ 12,016 4.21

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社(信託口)

東京都港区浜松町２―11―３ 10,046 3.52

明治安田生命保険相互会社
(常任代理人　資産管理サービス
信託銀行株式会社)

東京都千代田区丸の内２―１―１
(東京都中央区晴海１―８―12)

5,000 1.75

クレディ　スイス　セキュリティ
ズ(ユーエスエー)　エルエルシー
　スペシャル・フォー　エクセル
・ベネ
(常任代理人　シティバンク銀行
株式会社)

ELEVEN MADISON AVE NEW YORK NY 10010USA
(東京都品川区東品川２―３―14)

4,880 1.71

中央三井信託銀行株式会社
(常任代理人　日本トラスティ・
サービス信託銀行株式会社)

東京都港区芝３―33―１
(東京都中央区晴海１―８―11)

4,800 1.68

野村信託銀行株式会社(投信口) 東京都千代田区大手町２―２―２ 3,508 1.23

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社(住友信託銀行再信
託分・トヨタ自動車株式会社退
職給付信託口)

東京都中央区晴海１―８―11 3,461 1.21

株式会社中京銀行 愛知県名古屋市中区栄３―33―13 3,258 1.14

計 ― 92,050 32.23

(注)　上記のほか、当社所有の自己株式20,142千株(発行済株式総数に対する所有株式数の割合7.05％)があります。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】
平成20年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式
20,142,000

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式
263,406,000

263,406 ―

単元未満株式
普通株式

2,034,115
―

１単元(1,000株)未満の
株式

発行済株式総数 285,582,115 ― ―

総株主の議決権 ― 263,406 ―

(注) １　「完全議決権株式（その他）」の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株(議決権１個)含まれ

ております。

２　「単元未満株式」の普通株式には、当社所有の自己株式が739株含まれております。

　

② 【自己株式等】
平成20年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
東海東京証券株式会社

東京都中央区京橋
１―７―１

20,142,000 ― 20,142,0007.05

計 ― 20,142,000 ― 20,142,0007.05

(注)　上記のほか、株主名簿上は当社名義となっていますが、実質的に所有していない株式が1,000 株(議決権１個)あり
ます。

なお、当該株式は上記「発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」の普通株式に含まれております。

　

(8) 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。
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２ 【自己株式の取得等の状況】

　
【株式の種類等】

会社法第155条第３号及び会社法第155条第７号に基づく普通株式の取得

　

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

会社法第155条第３号に基づく普通株式の取得

①　平成19年３月26日開催の取締役会決議による取得の状況

　

区分 株式数(株) 価額の総額(円)

取締役会(平成19年３月26日)での決議状況
(取得期間 平成19年３月27日～平成19年４月定時
取締役会開催日(平成19年４月23日開催))

3,000,000 3,000,000,000

当事業年度前における取得自己株式 ― ―

当事業年度における取得自己株式 ― ―

残存決議株式の総数及び価額の総額 3,000,000 3,000,000,000

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) 100.00 100.00

当期間における取得自己株式 ― ―

提出日現在の未行使割合(％) 100.00 100.00

　

②　平成19年４月23日開催の取締役会決議による取得の状況

　

区分 株式数(株) 価額の総額(円)

取締役会(平成19年４月23日)での決議状況
(取得期間 平成19年４月24日～平成19年５月定時
取締役会開催日(平成19年５月28日開催))

3,000,000 3,000,000,000

当事業年度前における取得自己株式 ― ―

当事業年度における取得自己株式 ― ―

残存決議株式の総数及び価額の総額 3,000,000 3,000,000,000

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) 100.00 100.00

当期間における取得自己株式 ― ―

提出日現在の未行使割合(％) 100.00 100.00
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③　平成19年５月28日開催の取締役会決議による取得の状況

　

区分 株式数(株) 価額の総額(円)

取締役会(平成19年５月28日)での決議状況
(取得期間 平成19年５月29日～平成19年６月定時
取締役会開催日(平成19年６月25日開催))

3,000,000 3,000,000,000

当事業年度前における取得自己株式 ― ―

当事業年度における取得自己株式 ― ―

残存決議株式の総数及び価額の総額 3,000,000 3,000,000,000

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) 100.00 100.00

当期間における取得自己株式 ― ―

提出日現在の未行使割合(％) 100.00 100.00

　

④　平成19年６月28日開催の取締役会決議による取得の状況

　

区分 株式数(株) 価額の総額(円)

取締役会(平成19年６月28日)での決議状況
(取得期間 平成19年６月29日～平成19年７月定時
取締役会開催日(平成19年７月27日開催))

3,000,000 3,000,000,000

当事業年度前における取得自己株式 ― ―

当事業年度における取得自己株式 ― ―

残存決議株式の総数及び価額の総額 3,000,000 3,000,000,000

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) 100.00 100.00

当期間における取得自己株式 ― ―

提出日現在の未行使割合(％) 100.00 100.00

　

⑤　平成19年７月27日開催の取締役会決議による取得の状況

　

区分 株式数(株) 価額の総額(円)

取締役会(平成19年７月27日)での決議状況
(取得期間 平成19年７月30日～平成19年８月定時
取締役会開催日(平成19年８月27日開催))

3,000,000 3,000,000,000

当事業年度前における取得自己株式 ― ―

当事業年度における取得自己株式 ― ―

残存決議株式の総数及び価額の総額 3,000,000 3,000,000,000

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) 100.00 100.00

当期間における取得自己株式 ― ―

提出日現在の未行使割合(％) 100.00 100.00
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⑥　平成19年８月27日開催の取締役会決議による取得の状況

　

区分 株式数(株) 価額の総額(円)

取締役会(平成19年８月27日)での決議状況
(取得期間 平成19年８月28日～平成19年９月定時
取締役会開催日(平成19年９月25日開催))

3,000,000 3,000,000,000

当事業年度前における取得自己株式 ― ―

当事業年度における取得自己株式 ― ―

残存決議株式の総数及び価額の総額 3,000,000 3,000,000,000

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) 100.00 100.00

当期間における取得自己株式 ― ―

提出日現在の未行使割合(％) 100.00 100.00

　

⑦　平成19年９月25日開催の取締役会決議による取得の状況

　

区分 株式数(株) 価額の総額(円)

取締役会(平成19年９月25日)での決議状況
(取得期間 平成19年９月26日～平成19年10月定時
取締役会開催日(平成19年10月22日開催))

3,000,000　 3,000,000,000

当事業年度前における取得自己株式 ― ―

当事業年度における取得自己株式 ― ―

残存決議株式の総数及び価額の総額 3,000,000 3,000,000,000

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) 100.00 100.00

当期間における取得自己株式 ― ―

提出日現在の未行使割合(％) 100.00 100.00

　

⑧　平成19年10月22日開催の取締役会決議による取得の状況

　

区分 株式数(株) 価額の総額(円)

取締役会(平成19年10月22日)での決議状況
(取得期間 平成19年10月23日～平成19年11月定時
取締役会開催日(平成19年11月26日開催))

3,000,000 3,000,000,000

当事業年度前における取得自己株式 ― ―

当事業年度における取得自己株式 ― ―

残存決議株式の総数及び価額の総額 3,000,000 3,000,000,000

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) 100.00 100.00

当期間における取得自己株式 ― ―

提出日現在の未行使割合(％) 100.00 100.00
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⑨　平成19年11月26日開催の取締役会決議による取得の状況

　

区分 株式数(株) 価額の総額(円)

取締役会(平成19年11月26日)での決議状況
(取得期間 平成19年11月27日～平成19年12月定時
取締役会開催日(平成19年12月25日開催))

3,000,000 3,000,000,000

当事業年度前における取得自己株式 ― ―

当事業年度における取得自己株式 ― ―

残存決議株式の総数及び価額の総額 3,000,000 3,000,000,000

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) 100.00 100.00

当期間における取得自己株式 ― ―

提出日現在の未行使割合(％) 100.00 100.00

　

⑩　平成19年12月25日開催の取締役会決議による取得の状況

　

区分 株式数(株) 価額の総額(円)

取締役会(平成19年12月25日)での決議状況
(取得期間 平成19年12月26日～平成20年１月定時
取締役会開催日(平成20年１月29日開催))

3,000,000 3,000,000,000

当事業年度前における取得自己株式 ― ―

当事業年度における取得自己株式 ― ―

残存決議株式の総数及び価額の総額 3,000,000 3,000,000,000

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) 100.00 100.00

当期間における取得自己株式 ― ―

提出日現在の未行使割合(％) 100.00 100.00

　

⑪　平成20年１月29日開催の取締役会決議による取得の状況

　

区分 株式数(株) 価額の総額(円)

取締役会(平成20年１月29日)での決議状況
(取得期間 平成20年１月30日～平成20年２月定時
取締役会開催日(平成20年２月25日開催))

3,000,000 3,000,000,000

当事業年度前における取得自己株式 ― ―

当事業年度における取得自己株式 ― ―

残存決議株式の総数及び価額の総額 3,000,000 3,000,000,000

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) 100.00 100.00

当期間における取得自己株式 ― ―

提出日現在の未行使割合(％) 100.00 100.00
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⑫　平成20年２月25日開催の取締役会決議による取得の状況

　

区分 株式数(株) 価額の総額(円)

取締役会(平成20年２月25日)での決議状況
(取得期間 平成20年２月26日～平成20年３月定時
取締役会開催日(平成20年３月24日開催))

3,000,000 3,000,000,000

当事業年度前における取得自己株式 ― ―

当事業年度における取得自己株式 ― ―

残存決議株式の総数及び価額の総額 3,000,000 3,000,000,000

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) 100.00 100.00

当期間における取得自己株式 ― ―

提出日現在の未行使割合(％) 100.00 100.00

　

⑬　平成20年３月24日開催の取締役会決議による取得の状況

　

区分 株式数(株) 価額の総額(円)

取締役会(平成20年３月24日)での決議状況
(取得期間 平成20年３月25日～平成20年４月定時
取締役会開催日(平成20年４月28日開催))

3,000,000 3,000,000,000

当事業年度前における取得自己株式 ― ―

当事業年度における取得自己株式 ― ―

残存決議株式の総数及び価額の総額 3,000,000 3,000,000,000

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) 100.00 100.00

当期間における取得自己株式 ― ―

提出日現在の未行使割合(％) 100.00 100.00

　

⑭　平成20年４月28日開催の取締役会決議による取得の状況

　

区分 株式数(株) 価額の総額(円)

取締役会(平成20年４月28日)での決議状況
(取得期間 平成20年４月28日～平成20年５月定時
取締役会開催日(平成20年５月26日開催))

3,000,000 3,000,000,000

当事業年度前における取得自己株式 ― ―

当事業年度における取得自己株式 ― ―

残存決議株式の総数及び価額の総額 3,000,000 3,000,000,000

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) 100.00 100.00

当期間における取得自己株式 ― ―

提出日現在の未行使割合(％) 100.00 100.00
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⑮　平成20年５月26日開催の取締役会決議による取得の状況

　

区分 株式数(株) 価額の総額(円)

取締役会(平成20年５月26日)での決議状況
(取得期間 平成20年５月26日～平成20年６月定時
取締役会開催日(平成20年６月23日開催))

3,000,000 3,000,000,000

当事業年度前における取得自己株式 ― ―

当事業年度における取得自己株式 ― ―

残存決議株式の総数及び価額の総額 3,000,000 3,000,000,000

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) 100.00 100.00

当期間における取得自己株式 ― ―

提出日現在の未行使割合(％) 100.00 100.00

　

⑯　平成20年６月27日開催の取締役会決議による取得の状況

　

区分 株式数(株) 価額の総額(円)

取締役会(平成20年６月27日)での決議状況
(取得期間 平成20年６月30日～平成20年７月定時
取締役会開催日)

3,000,000 3,000,000,000

当事業年度前における取得自己株式 ― ―

当事業年度における取得自己株式 ― ―

残存決議株式の総数及び価額の総額 3,000,000 3,000,000,000

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) 100.00 100.00

当期間における取得自己株式 ― ―

提出日現在の未行使割合(％) 100.00 100.00

　

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

会社法第155条第７号による取得

区分 株式数(株) 価額の総額(円)

当事業年度における取得自己株式 60,968 37,267,748

当期間における取得自己株式 6,711 2,709,394

(注)　当期間における取得自己株式には、平成20年６月１日から本有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

による株式数は含まれておりません。
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(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

　

区分
当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(円)
株式数(株)

処分価額の総額
(円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他 35,158 6,588,549 1,898 753,078

(新株予約権(ストックオプショ
ン)の行使に基づき移転した取得
自己株式)

(30,000)(3,780,000) (―) (―)

(単元未満株式の買増し請求によ
り譲渡した取得自己株式)

(5,158)(2,808,549)(1,898) (753,078)

保有自己株式数 20,142,739― 20,147,552―

(注) １　当期間における取得自己株式の処理状況のその他には、平成20年６月１日から本有価証券報告書提出日までの

単元未満株式の買増し請求により譲渡した取得自己株式の株式数は含まれておりません。

２　当期間における保有自己株式数には、平成20年６月１日から本有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買

取り及び買増しによる株式数は含まれておりません。
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３ 【配当政策】

金融商品取引業界の収益は、市況動向による影響を大きく受けやすいことから、利益配分にあたっては、

内部留保の充実に努めるとともに、当社の配当政策といたしましては、株主の皆様に対し、安定的かつ適切

な利益還元を実施することを基本方針としております。

当社の毎事業年度における配当の回数についての基本的な方針は、中間配当および期末配当の年２回と

しております。配当の決定機関は、中間配当は取締役会、期末配当は株主総会であります。

また、当社は会社法第454条第５項に規定する中間配当をすることができる旨を定款に定めております。

上記基本方針に基づき、当期の剰余金の配当につきましては、１株につき７円50銭とし、中間配当金(７円

50銭)と合わせて15円としております。この結果、当期の配当性向は42.7％、株主資本配当率は3.8％となり

ました。

なお、今後の配当政策といたしましても、安定的かつ適切な利益還元を意識しながら、毎期の業績変化を

より反映したものといたす所存であります。

　

(注)　基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。

決議年月日
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

平成19年10月26日取締役会決議 1,990 7.50

平成20年６月27日定時株主総会決議 1,990 7.50

　

　

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

　

回次 第92期 第93期 第94期 第95期 第96期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

最高(円) 395 403 957 887 736

最低(円) 116 270 304 496 324

(注)　最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部における株価を記載しております。

　

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

　

月別
平成19年
10月

11月 12月
平成20年
１月

２月 ３月

最高(円) 639 618 552 491 498 431

最低(円) 520 480 491 381 428 324

(注)　最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部における株価を記載しております。
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５ 【役員の状況】

　

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
(千株)

代表取締役
 

取締役社長
最高経営
責任者
(ＣＥＯ)

― 石　田　建　昭 昭和21年１月２日生

昭和43年４月

平成４年４月

平成６年６月

平成８年６月

平成10年６月

平成13年４月

平成14年４月

平成15年４月

平成16年５月

平成16年６月

平成17年３月

平成18年６月

株式会社東海銀行入行

欧州東海銀行頭取

株式会社東海銀行取締役

同行常務取締役

東海投信投資顧問株式会社取締役社長

欧州東海銀行会長

ＵＦＪインターナショナル会長

同社社長

当社顧問

当社取締役副社長

当社取締役社長

当社取締役社長最高経営責任者(ＣＥ

Ｏ)(現)

(注)３ 63

代表取締役

取締役
専務執行
役員

企画・管理本
部長兼財務戦
略部門担当兼
内部管理統括
責任者

金　子　　　正 昭和22年２月６日生

昭和44年４月

平成10年９月

平成12年３月

平成17年３月

平成18年３月

　

平成18年３月

平成18年４月

平成18年６月

平成18年６月

平成20年４月　

日興證券投資信託販売株式会社入社

当社総務部長

当社執行役員戦略商品部長

当社常務執行役員商品・市場本部長

当社専務執行役員企画・管理本部長兼

内部管理統括責任者

株式会社東海東京調査センター取締役

社長兼務(現)

東海東京セキュリティーズ(アジア)リ

ミテッド取締役会長兼務(現)

当社取締役専務執行役員(現)

当社企画・管理本部長兼内部管理統括

責任者

当社企画・管理本部長兼財務戦略部門

担当兼内部管理統括責任者（現）

(注)３ 55

代表取締役

取締役
専務執行
役員

社長付・
特命担当

片　山　　　悟 昭和24年10月10日生

昭和47年４月

平成５年９月

平成７年12月

平成10年９月

　

平成12月３月

平成16年６月

平成17年９月

平成19年６月平

成19年９月平成

20年４月平成20

年６月

平成20年６月

株式会社日本長期信用銀行入行

同行債券部長

同行横浜支店長

同行個人業務グループ個人業務部長兼

お客様サービス室長

株式会社新生銀行執行役員

同行常務執行役

同行専務執行役

当社顧問

当社専務執行役員社長付　

当社専務執行役員社長付・特命担当

当社取締役専務執行役員(現）

当社社長付・特命担当(現)

(注)３ ー

取締役
専務執行
役員

投資銀行カン
パニー長

前　村　善　美 昭和28年１月22日生

昭和50年４月

平成６年２月

平成８年１月

平成12年１月

　

平成13年４月

　

平成14年１月

平成16年５月

平成16年６月

平成17年５月

平成17年10月

平成18年３月

平成18年６月

平成19年４月

平成20年４月

株式会社東海銀行入行

同行蓮田支店長

欧州東海銀行副頭取

株式会社東海銀行投資銀行企画部参事

役

株式会社ＵＦＪホールディングス法人

企画部長

株式会社ＵＦＪ銀行執行役員

同行常務執行役員

株式会社ＵＦＪつばさ研究所顧問

株式会社東海東京調査センター顧問

当社顧問

当社常務執行役員リテールカンパニー

長

当社取締役常務執行役員

当社投資銀行カンパニー長(現)

当社取締役専務執行役員(現）

(注)３ 13
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有
株式数
(千株)

取締役
常務執行
役員

コンプラ
イアンス
・業務統
括本部長

高　松　保　生 昭和28年10月27日生

昭和52年４月

平成２年９月

平成14年２月

平成16年３月

平成16年６月

平成18年３月

平成18年６月

平成19年４月

平成19年６月

平成19年６月

平成20年４月

日興證券投資信託販売株式会社入社

当社銀座支店長

当社執行役員投資アドバイザー統括

部、ＦＣ支援部、アセットアドバイザー

支援部、プライベートバンキング部担

当

当社執行役員首都圏地区、東日本地区

担当

当社取締役

当社取締役常務執行役員

当社常務執行役員リテールカンパニー

副カンパニー長兼中部リテール部門担

当

当社常務執行役員リテールカンパニー

長

当社取締役常務執行役員(現)

当社リテールカンパニー長

当社コンプライアンス・業務統括本部

長（現）

(注)３ 45

取締役 ― 市　原　新　吾 昭和15年10月22日生

昭和38年４月

平成３年７月

平成５年７月

平成７年６月

平成11年６月

平成13年６月

平成17年６月

平成18年６月

中部電力株式会社入社

同社経理部副部長

同社支配人経理部長

同社取締役経理部長

同社常務取締役

同社取締役副社長

同社顧問

当社取締役(現)

(注)３ ―

取締役
取締役会
議長

鈴　木　郁　雄 昭和19年１月２日生

昭和41年４月

平成５年６月

平成７年６月

平成10年６月

平成11年６月

平成13年４月

平成14年１月

平成14年５月

平成18年６月

平成19年２月

平成19年５月

平成19年６月

株式会社東海銀行入行

同行取締役

同行常務取締役

同行専務取締役

同行専務執行役員

同行副頭取執行役員

ユニー株式会社取締役

同社取締役会長

当社取締役(現)

ユニー株式会社取締役相談役

同社相談役(現)

当社取締役会議長(現)

(注)３ 10

監査役
(常勤)

― 小　林　数　江 昭和25年６月４日生

昭和48年４月

平成７年３月

平成12年３月

平成17年３月

平成19年４月

平成19年６月

平成19年６月

平成19年６月

平成19年６月

平成19年６月

 

東京証券株式会社入社

当社人事部長兼秘書室長

当社執行役員経営企画部長

当社常務執行役員コンプライアンス統

括本部長

当社顧問

当社監査役(現)

宇都宮証券株式会社監査役兼務(現)

株式会社東海東京調査センター監査役

兼務(現)

株式会社東海東京投資顧問監査役兼務

(現)

東海東京インベストメント株式会社監

査役兼務(現)

(注)５ 46
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
(千株)

監査役
(常勤)

― 脇　田　廣　一 昭和27年４月５日生

昭和51年４月

平成10年６月

平成12年10月

平成13年７月

平成18年３月

平成19年４月

平成19年10月

平成20年４月

平成20年６月

平成20年６月

平成20年６月

平成20年６月　

丸万証券株式会社入社

東海丸万証券株式会社エクイティ部長

当社リテール営業統括部部長

当社栄支店長

当社執行役員東日本リテール部門担当

当社参与企画・管理本部長付

ワイエム証券株式会社取締役副社長

当社参与企画・管理本部長付

東海東京ファイナンス＆リアルエス

テート株式会社監査役兼務(現)

当社監査役(現)

東海東京サービス株式会社監査役兼務

(現)

東海東京ＳＷＰコンサルティング株式

会社監査役兼務(現)

(注)４ 75

監査役 ― 西　垣　　　昭 昭和４年10月30日生

昭和28年４月

昭和58年６月

昭和61年６月

昭和63年６月

平成元年７月

平成２年５月

平成14年６月

平成14年９月

大蔵省入省

同省理財局長

同省主計局長

同省事務次官

社団法人研究情報基金理事長

海外経済協力基金総裁

当社監査役(現)

東京電力株式会社顧問(現)

(注)４ 11

監査役 ― 岩　本　行　正 昭和７年12月７日生

昭和30年４月

昭和57年６月

昭和61年６月

平成元年６月

平成３年６月

平成４年６月

平成15年６月

平成15年６月

平成19年６月

株式会社東海銀行入行

同行取締役

同行常務取締役

同行専務取締役

中京テレビ放送株式会社取締役副社長

同社取締役社長

同社取締役会長

当社監査役(現)

中京テレビ放送株式会社相談役(現)

(注)４ 2

監査役 ― 森　末　暢　博 昭和18年８月28日生

昭和40年９月

昭和41年４月

平成８年４月

平成８年４月

平成18年６月

司法試験合格

大蔵省入省

弁護士登録

森末法律事務所所長(現)

当社監査役(現)

(注)６ ―

計 320

(注) １　取締役市原新吾及び取締役鈴木郁雄は、「会社法」第２条第15号に定める「社外取締役」であります。

２　監査役西垣昭、監査役岩本行正及び監査役森末暢博は、「会社法」第２条第16号に定める「社外監査役」であ

ります。

３　取締役の任期は、平成20年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成21年３月期に係る定時株主総会終結の

時までであります。

４　監査役脇田廣一、監査役西垣昭及び監査役岩本行正の任期は、平成20年３月期に係る定時株主総会終結の時か

ら平成24年３月期に係る定時株主総会終結の時までであります。

５　監査役小林数江の任期は、平成19年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成23年３月期に係る定時株主総

会終結の時までであります。

６　監査役森末暢博の任期は、平成18年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成22年３月期に係る定時株主総

会終結の時までであります。
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】

(1) 基本方針

当社は、コーポレート・ガバナンスの充実を、経営上の重要課題の一つとして位置づけております。そ

のために、迅速な意思決定と業務執行が行える態勢を整えるとともに、経営の公正性と透明性を高め、あ

らゆるステークスホルダーの皆様から信頼を獲得し、継続的に企業価値の向上を図ることを目的として、

コーポレート・ガバナンス態勢の強化・充実に努めてまいります。

(2) 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況

当社は、取締役の議論の活性化と意思決定の迅速化を図るとともに、業務執行機能を強化するため「執

行役員制度」を導入しております。経営機関としては経営方針・経営戦略等の重要事項に関する意思決

定機関及び監督機関として取締役会(平成20年３月末現在　取締役７名)、監査機関として監査役会(平成

20年３月末現在　監査役５名)があります。さらに会社業務の全般的な執行方針を協議するため、社長及び

その指名する取締役・執行役員からなる「経営会議」を設置し、月２回以上開催しております。

また、取締役会を構成する取締役を、日常業務を遂行する「執行取締役」と執行取締役以外の「非執行

取締役」に分離し、業務執行の責任を担う取締役と業務執行の監督機能を担う取締役に役割を分離した

ことにより、それぞれの機能の強化を図っております。

さらに経営の透明性と健全性を高める観点から、豊富な経験と高い見識をお持ちの社外取締役２名と

社外監査役３名を招聘しております。この結果、当社の取締役会は社内取締役５名、社外取締役２名、監査

役会は社内監査役２名、社外監査役３名の構成となり、それぞれにおける牽制機能を強化しております。

(3) コンプライアンス及びリスク管理体制の整備の状況

コンプライアンス体制といたしましては、コンプライアンス基本方針・行動規範等の基本的な規範、お

よびコンプライアンス規程等の諸規則を制定するとともに、事業年度ごとにコンプライアンス・プログ

ラムを策定し、それらの実施に努めております。また法令諸規則の遵守に関する実効性を確保するための

体制として、施策等の答申を行う組織としてコンプライアンス委員会を、コンプライアンスに関する統

括、指導、モニタリング等を行う専門部門としてコンプライアンス・業務統括本部を設置いたしておりま

す。

リスク管理体制といたしましては、リスク管理規程に基づき、リスクカテゴリーごとに責任部署を定

め、当社ならびに当社グループ全体のリスクを統合的に管理するとともに、リスクの管理方針、管理方法

及びリスク管理のために必要と認める事項を協議・立案する組織として「リスク管理委員会」を設置

し、その結果を取締役会へ報告または提案を行っております。

(4) 情報セキュリティー体制の整備の状況

顧客情報をはじめ、当社が保有する各種情報を適切に保護・管理するため、「情報セキュリティーポリ

シー」を制定し、情報管理統括責任者(内部管理統括責任者が兼任)及び情報管理責任者を中心として

「情報セキュリティースタンダード」及び「情報管理規程」に基づいた管理体制を構築しております。

　また、個人情報保護法の遵守のため「個人情報保護方針」等各種規程の制定など社内体制の整備に努め

ております。

(5) 内部監査及び監査役監査の状況

内部監査につきましては検査部(平成20年３月末現在28名)を執行組織から分離し、検査委員会の下に

位置付け、その独立性と実効性を確保しております。

検査委員会の委員長には、「非執行取締役」が就任し、社外取締役に委員となっていただくことによ

り、検査部からの検査報告に基づき、業務執行から離れた客観的な協議が行われる態勢を整備しておりま

す。監査役は検査部による内部監査及び監査法人による会計監査において、監査対象部店の臨店を実施す

るとともに、検査部が各組織より把握したコンプライアンス実施状況の報告を受けております。
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(6) 社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本関係又は取引関係その他の利害関係

当社や当社子会社及びそれらの役員との人的関係、資本的関係及び取引関係その他の利害関係はあり

ません。

当社は、社外取締役及び社外監査役として有用な人材を迎えることができるよう、現行定款において、

社外取締役及び社外監査役との間で、当社への損害賠償責任を一定の範囲に限定する契約を締結できる

旨を定めております。これにより、社外取締役及び社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、

当社との間で同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しており、その契約内容の概要は

以下のとおりであります。

・社外取締役及び社外監査役がその任務を怠ったことにより当社に損害賠償責任を負う場合は、会社法

第425条第１項第１号ハおよび第２号に規定される金額の合計額を限度として責任を負う。

・上記の責任限定が認められるのは、社外取締役及び社外監査役がその責任の原因となった職務の遂行

について善意でありかつ重大な過失がないときに限るものとする。

　

＜図表＞

　

　

(7) 役員報酬の内容
　

区分
支給人員
(名)

支給額
(百万円)

取締役(うち社外取締役) 7(2) 332(29)

監査役(うち社外監査役) 5(3) 75(27)

合計 12(5) 408(56)

(注)　上記の支給額には役員退職慰労引当金に繰入れた額44百万円、第96期定時株主総会決議により支給する役員賞与

136百万円(取締役133百万円、監査役３百万円)及び退職慰労金39百万円(取締役24百万円、監査役15百万円)が含

まれております。
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(8) 会計監査の状況

① 業務を執行した公認会計士の氏名及び所属する監査法人名

　　指定社員　松井夏樹(監査法人トーマツ)

　　指定社員　小川　薫(監査法人トーマツ)

　なお、継続監査年数が７年以内のため監査年数の記載は省略しております。

② 監査業務に係る補助者の構成

　　公認会計士　７名

　　その他　　　16名

 　(注)　その他には、会計士補、公認会計士試験合格者、公認情報システム監査人(CISA)を含んでおります。

(9) 監査報酬の内容

公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬　29百万円

上記以外の業務に基づく報酬(注)　　　　　　　　　　　18百万円

 　(注)　当社が「上記以外の業務に基づく報酬」を支払っている業務の内容は以下のとおりであります。

・分別保管の法令遵守に関する検証業務

・米国源泉徴収税に係る適格仲介人制度に関する検証業務

・英文連結財務諸表に係る監査業務

・財務報告に係る内部統制に関する助言・指導業務

・財務調査業務

(10)取締役の定数

当社の取締役会は12名以内とする旨定款に定めております。

(11)取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有

する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。また、取締役の選任決議

は、累積投票によらない旨定款に定めております。

(12)自己の株式の取得の決定機関

当社は、自己の株式の取得について、経済情勢の変化に対応して財務政策等の経済諸施策を機動的に遂

行することを可能とするため、会社法第165条第２項の規定に基づき、取締役会の決議によって自己の株

式を取得することができる旨定款に定めております。

(13)取締役及び監査役の責任免除

当社は、取締役及び監査役が職務遂行にあたり期待される役割を十分に発揮できるようにするため、会

社法第426条第１項の規定により、取締役会の決議によって、同法第423条第１項に規定する取締役(取締

役であったものを含む。)及び監査役(監査役であったものを含む。)の損害賠償責任を法令の限度におい

て免除することができる旨定款に定めております。

(14)中間配当

当社は、株主へ安定かつ適切な利益還元を行うため、取締役会の決議によって、毎年９月30日の最終の

株主名簿に記載または記録された株主または登録株式質権者に対し、中間配当を行うことができる旨定

款に定めております。

(15)株主総会の特別決議要件

当社は、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うた

め、会社法第309条第２項に定める決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上

を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上によってこれを決める旨定款に定めております。
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７ 【業務の状況】

１　受入手数料の内訳

　

期別 区分
株券
(百万円)

債券
(百万円)

受益証券
(百万円)

その他
(百万円)

計
(百万円)

第95期
(平成18.４

～
平成19.３)

委託手数料 23,695 44 44 ― 23,784

引受け・売出し手数料 845 232 ― ― 1,078

募集・売出しの取扱手数料 105 64 12,583 ― 12,753

その他の受入手数料 152 115 5,499 1,941 7,708

計 24,799 456 18,127 1,941 45,324

第96期
(平成19.４

～
平成20.３)

委託手数料 18,389 8 68 ― 18,467

引受け・売出し手数料 436 60 ― ― 496

募集・売出しの取扱手数料 0 35 12,833 13 12,883

その他の受入手数料 140 169 6,752 2,806 9,868

計 18,966 273 19,655 2,819 41,715

　

２　トレーディング損益の内訳

　

期別
第95期

(平成18.４～平成19.３)
第96期

(平成19.４～平成20.３)

区分
実現損益
(百万円)

評価損益
(百万円)

計
(百万円)

実現損益
(百万円)

評価損益
(百万円)

計
(百万円)

株券等トレーディング損益 5,982 628 6,610 7,053 589 7,642

債券等トレーディング損益 6,467 △300 6,167 7,224 △653 6,570

その他のトレーディング損益 766 △7 758 1,600 △69 1,530

計 13,216 320 13,537 15,878 △134 15,743
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３　自己資本規制比率

　

区分
第95期

(平成19.３末)
第96期

(平成20.３末)

基本的項目 (百万円) (A) 97,738 103,047

補完的項目

その他有価証券
評価差額金(評価益)等

(百万円) 2,122 210

証券取引責任準備金等 (百万円) 992 993

一般貸倒引当金 (百万円) 111 55

計 (百万円) (B) 3,226 1,259

控除資産 (百万円) (C) 24,856 31,855

固定化されていない自己資本
　　　　　　　　　　　　 (A)+(B)-(C)

(百万円) (D) 76,108 72,451

リスク相当額

市場リスク相当額 (百万円) 4,576 3,995

取引先リスク相当額 (百万円) 3,071 1,942

基礎的リスク相当額 (百万円) 11,203 11,666

計 (百万円) (E) 18,851 17,604

自己資本規制比率(D)/(E)×100 403.7％ 411.5％

(注)　上記は、第95期は証券取引法第52条第１項の規定に基づき、「証券会社の自己資本規制に関する内閣府令」(平成

13年内閣府令第23号)の定めにより、第96期は金融商品取引法第46条の６第１項の規定に基づき、「金融商品取引

業等に関する内閣府令」(平成19年内閣府令第52号)の定めにより、決算数値をもとに算出したものであります。

なお、第95期の市場リスク相当額の月末平均額は5,318百万円、月末最大額は5,884百万円、取引先リスク相当額の

月末平均額は3,095百万円、月末最大額は3,881百万円であり、第96期の市場リスク相当額の月末平均額は　5,574

百万円、月末最大額は6,907百万円、取引先リスク相当額の月末平均額は2,742百万円、月末最大額は3,206百万円

であります。
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４　有価証券の売買等業務の状況

(1)　有価証券の売買の状況(デリバティブ取引を除く)

最近２事業年度における有価証券の売買の状況(デリバティブ取引を除く)は次のとおりでありま

す。

①　株券

　

期別

市場内売買高 市場外売買高

合計

受託 自己 受託 自己

株数
(千株)

金額
(百万円)

株数
(千株)

金額
(百万円)

株数
(千株)

金額
(百万円)

株数
(千株)

金額
(百万円)

株数
(千株)

金額
(百万円)

第95期
(平成18.４

～
平成19.３)

(220)
3,862,326

(651)
4,060,708

(7)
4,437,261

(24)
5,404,249

(70,437)
72,523

(6,211)
8,612

(1,554,320)
1,554,870

(303,215)
303,999

(1,624,985)
9,926,981

(310,102)
9,777,569

第96期
(平成19.４

～
平成20.３)

(374)
3,065,968

(1,160)
3,291,597

(5)
4,879,212

(5)
6,439,096

(146,793)
153,905

(15,261)
17,968

(2,173,974)
2,174,200

(410,786)
411,006

(2,321,147)
10,273,286

(427,213)
10,159,669

(注)　上段(　)内書は外国株券の売買高であります。

　

信用取引の状況

上記株券売買状況のうち、信用取引の状況は次のとおりであります。

　

期別
受託 自己 合計

株数
(千株)

金額
(百万円)

株数
(千株)

金額
(百万円)

株数
(千株)

金額
(百万円)

第95期
(平成18.４～平成19.３)

1,577,2081,528,320571,689752,3452,148,8982,280,666

第96期
(平成19.４～平成20.３)

1,180,6021,289,984753,366968,6461,933,9682,258,630

　

②　債券

　

期別
国債
(百万円)

地方債
(百万円)

特殊債
(百万円)

社債
(百万円)

外国債
(百万円)

合計
(百万円)

第95期
(平成18.４～平成19.３)

15,233,057178,354158,363352,436596,12616,518,338

第96期
(平成19.４～平成20.３)

19,205,260162,718170,205407,556729,43920,675,180

(注)　売買金額で記載しております。

　

受託取引の状況

上記のうち、受託取引の状況は次のとおりであります。

　

期別
国債
(百万円)

地方債
(百万円)

特殊債
(百万円)

社債
(百万円)

外国債
(百万円)

合計
(百万円)

第95期
(平成18.４～平成19.３)

― ― ― 7,046 ― 7,046

第96期
(平成19.４～平成20.３)

― ― ― 2,070 ― 2,070
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③　受益証券

　

期別

受託 自己

合計
(百万円)

株式投信
外国投信
(百万円)

株式投信 公社債投信
外国投信
(百万円)追加型

(百万円)
単位型
(百万円)

追加型
(百万円)

単位型
(百万円)

追加型
(百万円)

第95期
(平成18.４～平成19.３)

20,438215,126 ― 141,235 ― ― ― 376,800

第96期
(平成19.４～平成20.３)

31,263160,788 ― 298,150 ― ― ― 490,202

(注)　売買金額で記載しております。

　

④　その他

　

期別
優先出資証券
(百万円)

投資証券
(百万円)

コマーシャル・
ペーパー
(百万円)

その他
(百万円)

合計
(百万円)

第95期
(平成18.４～平成19.３)

952 11,971 9,993 ― 22,918

第96期
(平成19.４～平成20.３)

372 19,484 ― 50 19,907

(注)　売買金額で記載しております。

　

受託取引の状況

上記のうち、受託取引の状況は次のとおりであります。

　

期別
優先出資証券
(百万円)

投資証券
(百万円)

コマーシャル・
ペーパー
(百万円)

その他
(百万円)

合計
(百万円)

第95期
(平成18.４～平成19.３)

780 10,744 ― ― 11,524

第96期
(平成19.４～平成20.３)

323 17,004 ― ― 17,328

　

(2)　証券先物取引等の状況及びデリバティブ取引の状況

前事業年度における証券先物取引等の状況は次のとおりであります。

①　株式に係る取引

　

期別
先物取引 オプション取引

合計(百万円)受託
(百万円)

自己
(百万円)

受託
(百万円)

自己
(百万円)

第95期
(平成18.４～平成19.３)

179,8083,876,563408,7915,798,270 10,263,434

(注)　取引契約金額で記載しております。

　

②　債券に係る取引

　

期別
先物取引 オプション取引

合計(百万円)受託
(百万円)

自己
(百万円)

受託
(百万円)

自己
(百万円)

第95期
(平成18.４～平成19.３)

141,27152,610,675194,1183,057,921 56,003,986

(注)　取引契約金額で記載しております。
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当事業年度におけるデリバティブ取引の状況は次のとおりであります。

①　有価証券に関連する市場デリバティブ取引の状況

　

期別 区分 取引の種類 受託(百万円) 自己(百万円) 合計(百万円)

第96期
(平成19.４～
平成20.３)

株式に係る取引
先物取引 145,310 6,704,188 6,849,499

オプション取引 222,058 8,049,364 8,271,422

債券に係る取引
先物取引 49,100 48,345,40048,394,500

オプション取引 33,000 4,193,000 4,226,000

(注)　株式に係る取引は取引契約金額により、債券に係る取引は想定元本金額により記載しております。

　

②　有価証券に関連する外国市場デリバティブ取引の状況

　

期別 区分 取引の種類 受託(百万円) 自己(百万円) 合計(百万円)

第96期
(平成19.４～
平成20.３)

株式に係る取引
先物取引 ― 50,907 50,907

オプション取引 ― ― ―

債券に係る取引
先物取引 ― 270,132 270,132

オプション取引 ― 4,007 4,007

(注)　株式に係る取引は取引契約金額により、債券に係る取引は想定元本金額により記載しております。

③　有価証券に関連しない市場デリバティブ取引の状況

　

期別 区分 取引の種類 受託(百万円) 自己(百万円) 合計(百万円)

第96期
(平成19.４～
平成20.３)

金利に係る取引
先物取引 ― 9,189,651 9,189,651

オプション取引 ― 220,000 220,000

(注)　想定元本金額により記載しております。

④　有価証券に関連しない外国市場デリバティブ取引の状況

　

期別 区分 取引の種類 受託(百万円) 自己(百万円) 合計(百万円)

第96期
(平成19.４～
平成20.３)

金利に係る取引
先物取引 ― 84,421 84,421

オプション取引 ― ― ―
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(3)　有価証券の引受け、売出し業務及び募集、売出し又は私募の取扱業務の状況

最近２事業年度における有価証券の引受け、売出し業務及び募集、売出し又は私募の取扱業務の状況

は次のとおりであります。

①　株券

　

期別

引受高 売出高 募集の取扱高 売出しの取扱高 私募の取扱高

株数

(千株)

金額

(百万円)

株数

(千株)

金額

(百万円)

株数

(千株)

金額

(百万円)

株数

(千株)

金額

(百万円)

株数

(千株)

金額

(百万円)

第95期

(平成18.４～平成19.３)

(―)

19,056

(―)

25,977

(―)

21,130

(―)

24,899

(―)

―

(―)

―

(―)

28

(―)

5,253

(―)

―

(―)

―

第96期

(平成19.４～平成20.３)

(―)

3,552

(―)

10,570

(―)

3,189

(―)

9,954

(―)

―

(―)

―

(―)

1

(―)

10

(―)

―

(―)

―

(注) １　上段(　)内書は外国株券の取扱状況であります。

２　上記には投資証券の取扱高を含めて記載しております。

　

②　債券

　

期別
引受高
(百万円)

売出高
(百万円)

募集の取扱高
(百万円)

売出しの
取扱高
(百万円)

私募の取扱高
(百万円)

第95期
(平成18.４～平成19.３)

国債 ― ― 14,001 ― ―

地方債 81,245 ― 81,307 ― ―

特殊債 15,800 ― 45,000 ― ―

社債 160,830 ― 23,282 ― 135,000

外国債券 ― ― ― 14,949 ―

合計 257,875 ― 163,59014,949135,000

第96期
(平成19.４～平成20.３)

国債 ― ― 7,715 ― ―

地方債 88,842 ― 88,905 ― ―

特殊債 15,800 ― 54,700 ― ―

社債 222,560 ― 10,799 ― 211,740

外国債券 ― ― ― 14,031 ―

合計 327,202 ― 162,11914,031211,740
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③　受益証券

　

期別
引受高
(百万円)

売出高
(百万円)

募集の取扱高
(百万円)

売出しの
取扱高
(百万円)

私募の取扱高
(百万円)

第95期
(平成18.４

～
平成19.３)

株式投信

単位型 ― ― ― ― ―

追加型 ― ― 374,159 ― 2,966

公社債投信

単位型 ― ― ― ― ―

追加型 ― ― 1,073,429 ― ―

外国投信 ― ― ― ― ―

合計 ― ― 1,447,588 ― 2,966

第96期
(平成19.４

～
平成20.３)

株式投信

単位型 ― ― ― ― 10

追加型 ― ― 408,474 ― 21,693

公社債投信

単位型 ― ― ― ― ―

追加型 ― ― 955,833 ― ―

外国投信 ― ― 7,441 ― ―

合計 ― ― 1,371,749 ― 21,703

　

④　その他

　

期別
引受高
(百万円)

売出高
(百万円)

募集の取扱高
(百万円)

売出しの
取扱高
(百万円)

私募の取扱高
(百万円)

第95期
(平成18.４～平成19.３)

コマーシャ
ル ・ ペ ー
パー

10,000 ― ― ― 10,000

外国証書 ― ― ― ― ―

その他 ― ― ― ― 50

第96期
(平成19.４～平成20.３)

コマーシャ
ル ・ ペ ー
パー

― ― ― ― ―

外国証書 ― ― ― ― ―

その他 ― ― ― ― 8,140
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(4)　その他の事業状況

最近２事業年度のその他の業務状況は次のとおりであります。

①　公社債の元利金支払の代理業務

　

期別 取扱高(百万円)

第95期
(平成18.４～平成19.３)

238,242

第96期
(平成19.４～平成20.３)

347,761

　

②　証券投資信託受益証券の収益金、償還金及び一部解約金支払の代理業務

　

期別 取扱高(百万円)

第95期
(平成18.４～平成19.３)

212,852

第96期
(平成19.４～平成20.３)

367,831

　

③　有価証券の貸借の媒介及びそれに伴う業務状況

　

期別
顧客の委託に基づいて行っている融資と
これにより顧客が買付けている数量

顧客の委託に基づいて行っている貸証券
とこれにより顧客が売付けている代金

第95期
(平成18.４～平成19.３)

115,653千株
5千口

107,455百万円
4,364千株
1千口

3,253百万円

第96期
(平成19.４～平成20.３)

59,166千株
15千口

52,475百万円
2,277千株
0千口

2,146百万円

　

④　その他の商品の売買の状況

該当事項はありません。

　

⑤　金融先物取引の状況

　

期別
金利先物取引 通貨先物取引

受託
(百万円)

自己
(百万円)

受託
(百万円)

自己
(百万円)

第95期
(平成18.４～平成19.３)

― 11,037,232 ― ―

(注)　１　取引契約金額で記載しております。

　　　２　第96期の取引の状況は、(2) 証券先物取引等の状況及びデリバティブ取引の状況に記載しております。
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５　分別保管の状況

(1)　顧客分別金信託の状況

　

区分
第95期

(平成19.３末)
第96期

(平成20.３末)

(直近差替計算基準日) (平成19年３月26日) (平成20年３月24日)

直近差替計算基準日の顧客分別金必要額 (百万円) 21,862 16,308

顧客分別金信託額 (百万円) 21,900 16,400

期末日現在の顧客分別金必要額 (百万円) 18,486 14,435

　

(2)　有価証券の分別保管の状況

(保護預り有価証券)

　

区分

第95期
(平成19.３末)

第96期
(平成20.３末)

国内有価証券 外国有価証券 国内有価証券 外国有価証券

株券 (千株) 2,489,871 272,679 2,600,381 306,567

債券 (百万円) 519,547 404,757 528,027 393,366

受益証券 (百万口) 817,479 11,781 954,225 16,488

新株予約権証券
(新株引受権証書を含む)

(千枚) ― 0 ― 20

コマーシャル・ペーパー (百万円) ― ― ― ―

　

(受入代用有価証券)

　

区分
第95期

(平成19.３末)
第96期

(平成20.３末)

株券 (千株) 96,603 77,321

債券 (百万円) 109 40

受益証券 (百万口) 9,624 11,530

その他 (百万円) ― ―
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第５ 【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令

第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)並びに同規則第46条及び第68条の規定に基づき、前連結会計

年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は「証券会社に関する内閣府令」(平成10年総理府

令・大蔵省令第32号)及び「証券業経理の統一について」(昭和49年11月14日付日本証券業協会理事会決

議)に準拠し、当連結会計年度(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)は「金融商品取引業等に関

する内閣府令」(平成19年内閣府令第52号)及び「有価証券関連業経理の統一に関する規則」(昭和49年

11月14日付日本証券業協会理事会決議)に準拠して作成しております。

　なお、前連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正前の連結財務諸表規則に

基づき、当連結会計年度(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)は、改正後の連結財務諸表規則に

基づいて作成しております。

　　　

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。

以下「財務諸表等規則」という。)並びに同規則第２条の規定に基づき、第95期事業年度(平成18年４月１

日から平成19年３月31日まで)は「証券会社に関する内閣府令」(平成10年総理府令・大蔵省令第32号)

及び「証券業経理の統一について」(昭和49年11月14日付日本証券業協会理事会決議)に準拠し、第96期

事業年度(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)は「金融商品取引業等に関する内閣府令」(平

成19年内閣府令第52号)及び「有価証券関連業経理の統一に関する規則」(昭和49年11月14日付日本証券

業協会理事会決議)に準拠して作成しております。 

　なお、第95期事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基

づき、第96期事業年度(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づ

いて作成しております。

 

　

２　監査証明について

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31

日まで)の連結財務諸表、及び第95期事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)の財務諸表に

ついて、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当連結会計年度(平成19年４月１日か

ら平成20年３月31日まで)の連結財務諸表、及び第96期事業年度(平成19年４月１日から平成20年３月31日

まで)の財務諸表について、監査法人トーマツによる監査を受けております。
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１ 【連結財務諸表等】

(1) 【連結財務諸表】

① 【連結貸借対照表】

　
前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

流動資産

　現金・預金 ※２ 38,676 64,708

　預託金 25,396 18,996

　　顧客分別金信託 24,803 18,403

　　その他 592 592

　トレーディング商品 ※２ 165,982 173,499

　　商品有価証券等 165,464 172,804

　　デリバティブ取引 518 694

　信用取引資産 118,846 63,023

　　信用取引貸付金 107,469 56,070

　　信用取引借証券担保金 11,376 6,952

　有価証券担保貸付金 131,251 134,867

　　借入有価証券担保金 131,251 134,867

　立替金 258 201

　募集等払込金 4,751 89

　短期差入保証金 2,593 2,473

　短期貸付金 521 446

　未収収益 2,978 2,388

　繰延税金資産 2,294 1,050

　その他の流動資産 757 677

　貸倒引当金 △109 △64

　流動資産計 494,19894.0 462,35793.0

固定資産

　有形固定資産
※１
※２

10,657 10,414

　　建物 2,837 2,792

　　器具備品 2,254 2,110

　　土地 5,520 5,501

　　建設仮勘定 45 9

　無形固定資産 2,411 5,353

　　ソフトウェア 2,237 5,184

　　電話加入権等 173 169

　投資その他の資産 18,555 19,125

　　投資有価証券
※
２※
６

13,586 9,355

　　長期差入保証金 3,461 3,488

　　繰延税金資産 ― 220

　　その他の投資等 ※６ 2,208 6,745

　　貸倒引当金 △700 △685

　固定資産計 31,6246.0 34,8937.0

　資産合計 525,822100.0 497,250100.0
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　 前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

流動負債

　トレーディング商品 118,977 123,171

　　商品有価証券等 118,637 122,615

　　デリバティブ取引 340 556

　約定見返勘定 19,091 5,349

　信用取引負債 34,263 28,776

　　信用取引借入金 ※２ 31,013 26,554

　　信用取引貸証券受入金 3,250 2,221

　有価証券担保借入金 78,410 59,757

　　有価証券貸借取引受入金 ※２ 50,105 58,159

　　現先取引借入金 ※２ 28,304 1,598

　預り金 20,101 14,841

　受入保証金 9,118 6,417

　短期借入金 ※２ 107,728 123,522

　短期社債 18,100 17,400

　未払法人税等 5,583 1,547

　賞与引当金 4,127 1,900

　役員賞与引当金 154 136

　その他の流動負債 2,476 2,692

　流動負債計 418,13379.5 385,51577.5

固定負債

　長期借入金 150 2,500

　繰延税金負債 592 ―

　退職給付引当金 680 682

　役員退職慰労引当金 405 305

　負ののれん 105 21

　その他の固定負債 844 729

　固定負債計 2,7770.5 4,2400.9

特別法上の準備金 ※５

　証券取引責任準備金 1,012 1,012

　特別法上の準備金計 1,0120.2 1,0120.2

　負債合計 421,92380.2 390,76878.6

(純資産の部)

株主資本

　資本金 36,0006.8 36,0007.2

　資本剰余金 37,5847.1 37,5737.5

　利益剰余金 37,6847.2 42,0528.5

　自己株式 △9,634△1.8 △9,654△1.9

　株主資本合計 101,63419.3 105,97121.3

評価・換算差額等

　その他有価証券評価差額金 2,1580.4 206 0.0

　為替換算調整勘定 △121△0.0 △202△0.0

　評価・換算差額等合計 2,0370.4 4 0.0

少数株主持分 226 0.1 506 0.1

　純資産合計 103,89819.8 106,48121.4

　負債純資産合計 525,822100.0 497,250100.0
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② 【連結損益計算書】
　

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

営業収益

　受入手数料 47,422 43,532

　　委託手数料 24,956 19,484

　　引受け・売出し手数料 1,078 496

　　募集・売出しの取扱手数料 12,964 13,116

　　その他の受入手数料 8,423 10,434

　トレーディング損益 13,581 16,013

　金融収益 2,761 3,606

　営業収益計 63,765100.0 63,152100.0

金融費用 1,3642.1 2,1473.4

純営業収益 62,40097.9 61,00496.6

販売費・一般管理費 44,40369.7 46,93174.3

　取引関係費 6,769 7,391

　人件費 ※１ 25,437 24,942

　不動産関係費 5,461 5,758

　事務費 3,524 4,489

　減価償却費 1,596 2,566

　租税公課 500 603

　貸倒引当金繰入れ 11 ―

　その他の販売費・一般管理費 1,103 1,179

営業利益 17,99728.2 14,07322.3

営業外収益 780 1.2 1,0461.6

　受取配当金 242 238

　受取家賃 228 325

　負ののれん償却額 111 83

　企業誘致促進奨励金 ― 159

　その他 196 240

営業外費用 54 0.0 200 0.3

　持分法投資損失 ― 101

　その他 54 99

経常利益 18,72329.4 14,91923.6

特別利益

　固定資産売却益 ※２ ― 23

　投資有価証券売却益 38 1,467

　証券取引責任準備金戻入 0 ―

　貸倒引当金戻入 ― 60

　特別利益計 38 0.1 1,5512.5

特別損失

　投資有価証券評価減 33 805

　固定資産売却損 ※３ 0 8

　固定資産除却損 ※４ 114 75

　店舗統合費用 77 ―

　システム移行費用 ※５ ― 73

　証券取引責任準備金繰入れ ― 0

　特別損失計 225 0.4 963 1.5

税金等調整前当期純利益 18,53629.1 15,50824.6

法人税、住民税及び事業税 7,311 5,154

法人税等調整額 531 7,84312.3 1,347 6,50210.3

少数株主利益又は
少数株主損失(△)

23 0.1 △19 △0.0

当期純利益 10,66816.7 9,02514.3
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③ 【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

　

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高
(百万円)

36,000 37,586 36,187 △4,209 105,564

連結会計年度中の変動額

　剰余金の配当(注) ― ― △8,881 ― △8,881

　役員賞与(注) ― ― △290 ― △290

　当期純利益 ― ― 10,668 ― 10,668

　自己株式の取得 ― ― ― △5,429 △5,429

　自己株式の処分 ― △2 ― 4 2

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動
　額(純額)

― ― ― ― ―

連結会計年度中の変動額合計
(百万円)

― △2 1,497 △5,424 △3,929

平成19年３月31日残高
(百万円)

36,000 37,584 37,684 △9,634 101,634

　

評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計その他有価証券
評価差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高
(百万円)

2,835 △126 2,709 250 108,524

連結会計年度中の変動額

　剰余金の配当(注) ― ― ― ― △8,881

　役員賞与(注) ― ― ― ― △290

　当期純利益 ― ― ― ― 10,668

　自己株式の取得 ― ― ― ― △5,429

　自己株式の処分 ― ― ― ― 2

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動
　額(純額)

△677 5 △672 △23 △696

連結会計年度中の変動額合計
(百万円)

△677 5 △672 △23 △4,625

平成19年３月31日残高
(百万円)

2,158 △121 2,037 226 103,898

(注) 「剰余金の配当」のうち△6,851百万円及び「役員賞与」△290百万円は、平成18年６月開催の定時株主総会にお

ける利益処分の金額であります。
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当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年３月31日残高
(百万円)

36,000 37,584 37,684 △9,634 101,634

連結会計年度中の変動額

　新規連結会社期首剰余金 ― ― △12 ― △12

　剰余金の配当 ― ― △4,645 ― △4,645

　当期純利益 ― ― 9,025 ― 9,025

　自己株式の取得 ― ― ― △37 △37

　自己株式の処分 ― △10 ― 16 6

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動
　額(純額)

― ― ― ― ―

連結会計年度中の変動額合計
(百万円)

― △10 4,367 △20 4,336

平成20年３月31日残高
(百万円)

36,000 37,573 42,052 △9,654 105,971

　

評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計その他有価証券
評価差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日残高
(百万円)

2,158 △121 2,037 226 103,898

連結会計年度中の変動額

　新規連結会社期首剰余金 ― ― ― ― △12

　剰余金の配当 ― ― ― ― △4,645

　当期純利益 ― ― ― ― 9,025

　自己株式の取得 ― ― ― ― △37

　自己株式の処分 ― ― ― ― 6

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動
　額(純額)

△1,952 △81 △2,033 279 △1,753

連結会計年度中の変動額合計
(百万円)

△1,952 △81 △2,033 279 2,583

平成20年３月31日残高
(百万円)

206 △202 4 506 106,481
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④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】
　

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

営業活動によるキャッシュ・フロー

　税金等調整前当期純利益 18,536 15,508

　減価償却費 1,596 2,566

　負ののれん償却額 △111 △83

　持分法投資損失 ― 101

　退職給付引当金増加額 30 2

　役員退職慰労引当金増減額(減少：△) 3 △99

　貸倒引当金増減額(減少：△) 11 △60

　受取利息及び受取配当金 △3,023 △3,862

　支払利息 1,364 2,147

　特別損益項目にかかる調整

　　投資有価証券評価減 33 805

　　投資有価証券売却益 △38 △1,467

　　固定資産売却益 ― △23

　　固定資産売却損 0 8

　　固定資産除却損 114 75

　　店舗統合費用 77 ―

　　システム移行費用 ― 73

　資産項目の増減(増加：△)

　　顧客分別金信託 5,098 6,400

　　募集等払込金 △1,809 4,661

　　トレーディング商品(資産) 17,189 △7,516

　　信用取引資産 26,802 55,823

　　有価証券担保貸付金 68,806 △3,616

　　その他 259 1,144

　負債項目の増減(減少：△)

　　預り金 △4,684 △5,254

　　トレーディング商品(負債) △26,331 4,193

　　信用取引負債 △35,097 △5,487

　　有価証券担保借入金 △80,227 △18,652

　　受入保証金 △6,000 △2,700

　　その他 7,310 △16,408

　　役員賞与 △294 ―

　　　小計 △10,384 28,278

　利息及び配当金の受取額 3,068 3,828

　利息の支払額 △1,422 △2,115

　法人税等の支払額 △9,225 △9,155

　営業活動によるキャッシュ・フロー △17,964 20,835
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　 前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

投資活動によるキャッシュ・フロー

　有形固定資産の取得による支出 △2,022 △1,112

　有形固定資産の売却による収入 0 46

　無形固定資産の取得による支出 △1,657 △4,316

　無形固定資産の売却による収入 0 ―

　投資有価証券の取得による支出 △1,372 △2,249

　投資有価証券の売却による収入 133 3,590

　連結子会社の株式取得による支出 △24 ―

　長期差入保証金の差入による支出 △435 △136

　長期差入保証金の回収による収入 333 108

　その他 △258 △2,026

　投資活動によるキャッシュ・フロー △5,303 △6,095

財務活動によるキャッシュ・フロー

　短期借入金の増減額(純額) 31,953 14,010

　長期借入金の借入による収入 150 2,500

　長期借入金の返済による支出 ― △150

　短期社債の発行による収入 112,700 174,400

　短期社債の償還による支出 △105,100 △175,100

　自己株式の売却による収入 0 3

　自己株式の取得による支出 △5,377 ―

　単元未満自己株式の買取及び売却による収
　支(純額)

△49 △34

　少数株主による株式払込収入 ― 74

　配当金の支払額 △8,881 △4,645

　少数株主に対する配当金の支払額 △4 △3

　財務活動によるキャッシュ・フロー 25,390 11,055

現金及び現金同等物に係る換算差額 8 △91

現金及び現金同等物の増減額 2,131 25,704

現金及び現金同等物の期首残高 35,521 37,653

連結範囲の変更に伴う現金及び
現金同等物の増加額

― 127

現金及び現金同等物の期末残高 37,653 63,485
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　連結の範囲に関する事項

　(1) 連結子会社の名称等

　　以下の子会社を連結しております。

　　　　宇都宮証券株式会社

　　　　株式会社東海東京調査センター

　　　　東海東京サービス株式会社

　　　　株式会社東海東京投資顧問

　　　　東海東京ファイナンス＆リアルエステート株式会社

　　　　東海東京インベストメント株式会社

　　　　東海東京セキュリティーズ(アジア)リミテッド

　　　　東海東京証券ヨーロッパ

　　　　ＴＴＩ中部ベンチャー１号投資事業有限責任組

合

　　　　ＴＴＩ成長企業１号投資事業有限責任組合

　　なお、東海東京インベストメント株式会社を平成18年

４月３日に、東海東京証券ヨーロッパを平成19年１月

24日にそれぞれ当社の全額出資により設立したことに

伴い、当連結会計年度より連結の範囲に含めておりま

す。また、東海東京インベストメント株式会社が無限責

任組合員となり、当連結会計年度中に新たに設立され

たＴＴＩ中部ベンチャー１号投資事業有限責任組合及

びＴＴＩ成長企業１号投資事業有限責任組合も当連結

会計年度より連結の範囲に含めております。

１　連結の範囲に関する事項

　(1) 連結子会社14社

　　　連結子会社の名称
　　　　 宇都宮証券株式会社　
　　　　株式会社東海東京投資顧問

　　　　東海東京ファイナンス＆リアルエステート株式会社

　　　　東海東京インベストメント株式会社

　　　　株式会社東海東京調査センター

　　　　東海東京サービス株式会社

　　　　東海東京ＳＷＰコンサルティング株式会社

　　　　東海東京セキュリティーズ(アジア)リミテッド
         東海東京証券ヨーロッパ
         東海東京証券アメリカ　
　　　　ＴＴＩ中部ベンチャー１号投資事業有限責任組

合

　　　　ＴＴＩ成長企業１号投資事業有限責任組合
         ＹＳＴ－１特定目的会社　
         Ｎ－residence１号合同会社
　　　　なお、東海東京ＳＷＰコンサルティング株式会社を

平成19年６月15日に、東海東京証券アメリカを平

成20年２月19日に設立したこと及びＮ－

residence１号合同会社が新たに設立されたこと

に伴い、当連結会計年度よりそれぞれ連結の範囲

に含めております。また、ＹＳＴ－１特定目的会社

については重要性が増加したことにより、当連結

会計年度より連結の範囲に含めております。

　(2) 主要な非連結子会社の名称等
       非連結子会社の名称等
         ＹＳＴ－１特定目的会社　他１社
       連結の範囲から除いた理由
        非連結子会社は、いずれも小規模であり、合計の

総資産、売上高、当期純損益(持分に見合う額)及び

利益剰余金(持分に見合う額)等は、いずれも連結

財務諸表に重要な影響を及ぼしていないためであ

ります。

  (2) 主要な非連結子会社の名称等
       非連結子会社の名称等
         有限責任中間法人ＹＳＴ
       連結の範囲から除いた理由
        非連結子会社１社は、小規模であり、合計の総資

産、売上高、当期純損益(持分に見合う額)及び利益

剰余金(持分に見合う額)等は、いずれも連結財務

諸表に重要な影響を及ぼしていないためでありま

す。

２　持分法の適用に関する事項

　持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社のうち

主要な会社等の名称

　　 Ｎ－o名駅南有限会社　他５社

　

　 持分法を適用していない理由

　　 持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社

は、当期純損益(持分に見合う額)及び利益剰余金(持分

に見合う額)等からみて、持分法の対象から除いても連

結財務諸表に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体とし

ても重要性がないためであります。

２　持分法の適用に関する事項

　(1) 持分法を適用した関連会社数　１社

　　　持分法を適用した関連会社の名称
         ワイエム証券株式会社
　　　　なお、ワイエム証券株式会社を当連結会計年度にお

いて設立したことに伴い、当連結会計年度より持

分法適用の範囲に含めております。

  (2) 持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社

　　　のうち主要な会社等の名称

　　 　　有限責任中間法人ＹＳＴ

　　　 持分法を適用していない理由

  　　　持分法を適用していない非連結子会社１社は、当期

純損益(持分に見合う額)及び利益剰余金(持分に

見合う額)等からみて、持分法の対象から除いても

連結財務諸表に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全

体としても重要性がないためであります。
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前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

３　連結子会社の事業年度等に関する事項

　　連結子会社の決算日は、東海東京セキュリティーズ(ア

ジア)リミテッド、東海東京証券ヨーロッパ、ＴＴＩ中

部ベンチャー１号投資事業有限責任組合及びＴＴＩ成

長企業１号投資事業有限責任組合の４社は12月31日で

あり、他の６社は、３月31日であります。なお、連結子会

社の決算日が連結決算日と異なる会社については、当

該決算日現在の財務諸表を使用し、連結決算日との間

に生じた重要な取引については連結上必要な調整を

行って連結しております。

３　連結子会社の事業年度等に関する事項

　　連結子会社の決算日は、東海東京セキュリティーズ(ア

ジア)リミテッド、東海東京証券ヨーロッパ、東海東京

証券アメリカ、ＴＴＩ中部ベンチャー１号投資事業有

限責任組合及びＴＴＩ成長企業１号投資事業有限責任

組合の５社は12月31日、ＹＳＴ－１特定目的会社は７

月31日、また、Ｎ－residence１号合同会社は３月15日

であり、他の７社は、３月31日であります。なお、連結子

会社の決算日が連結決算日と異なる会社については、

ＹＳＴ－１特定目的会社については、連結決算日に実

施した仮決算に基づく財務諸表を使用し、他の６社に

ついては、当該決算日現在の財務諸表を使用して、連結

決算日との間に生じた重要な取引については連結上必

要な調整を行って連結しております。

４　会計処理基準に関する事項

　(1) 当社におけるトレーディングの目的及び範囲

　　　当社は取引所等有価証券市場における相場、金利、通

貨の価格その他の指標に係る短期的な変動、市場間

の格差を利用して利益を得ること及びこれら取引に

より生じる損失を減少させることをトレーディング

の目的としており、その範囲は有価証券の売買、有価

証券指数等先物取引、有価証券オプション取引、外国

市場証券先物取引等の取引であります。

４　会計処理基準に関する事項

　(1) トレーディングの目的及び範囲

　　　取引所等有価証券市場における相場、金利、通貨の価

格その他の指標に係る短期的な変動、市場間の格差

を利用して利益を得ること及びこれら取引により生

じる損失を減少させることをトレーディングの目的

としており、その範囲は有価証券の売買、有価証券指

数等先物取引、有価証券オプション取引、外国市場証

券先物取引等の取引であります。

　(2) 当社におけるトレーディング商品に属する有価証

券等の評価基準及び評価方法

　　　トレーディング商品に属する有価証券及びデリバ

ティブ取引等については時価法を採用しておりま

す。

　(2) トレーディング商品に属する有価証券等の評価基

準及び評価方法

同左

　(3) トレーディング商品に属さない有価証券等の評価

基準及び評価方法

　　　トレーディング商品に属さない有価証券等について

は、以下の評価基準及び評価方法を採用しておりま

す。

　　　その他有価証券

　　　①　時価のあるもの

　　　　　連結決算日の市場価格等に基づく時価等をもって

連結貸借対照表価額とし、移動平均法による取

得原価との評価差額を全部純資産直入する方法

によっております。

　(3) トレーディング商品に属さない有価証券等の評価

基準及び評価方法

　　　トレーディング商品に属さない有価証券等について

は、以下の評価基準及び評価方法を採用しておりま

す。

　　　その他有価証券

　　　①　時価のあるもの

同左

　　　②　時価のないもの

　　　　　移動平均法に基づく原価法によっております。

　　　②　時価のないもの

同左
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　 前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

　(4) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

　　①　有形固定資産

　　　　主として、定率法を採用しております。ただし、当社

及び国内連結子会社は平成10年４月１日以降に取

得した建物(建物附属設備を除く)については、定

額法を採用しております。

　　　　なお、主な耐用年数は以下のとおりです。
　　　　 建物　　　　２～50年
　　　　 器具備品　　２～20年

　(4) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

　　①　有形固定資産

　　　　主として、定率法を採用しております。ただし、当社

及び国内連結子会社は平成10年４月１日以降に取

得した建物(建物附属設備を除く)については、定

額法を採用しております。

　　　　なお、主な耐用年数は以下のとおりです。
　　　　 建物　　　　２～50年
　　　　 器具備品　　２～20年

　　（会計方針の変更）　

        当連結会計年度より当社及び国内連結子会社

は、法人税法の改正((所得税法等の一部を改正す

る法律　平成19年３月30日　法律第６号)及び(法人

税法施行令の一部を改正する政令　平成19年３月

30日　政令83号))に伴い、平成19年４月１日以降に

取得した有形固定資産については、改正後の法人

税法に基づく減価償却の方法に変更しておりま

す。なお、この変更に伴い前連結会計年度と同一の

方法によった場合と比べ、営業利益、経常利益及び

税金等調整前当期純利益はそれぞれ59百万円減少

しております。

　　（追加情報）　

        当連結会計年度より当社及び国内連結子会社

は、法人税法の改正に伴い、平成19年３月31日以前

に取得した資産については、償却可能限度額まで

償却が終了した翌連結会計年度から５年間で均等

償却する方法によっております。なお、この変更に

よる影響額は軽微であります。

　　②　無形固定資産

　　　　主として、定額法を採用しております。ただし、自社

利用のソフトウェアについては、社内における利

用可能期間に基づく定額法を採用しております。

　　②　無形固定資産

同左

　(5) 重要な引当金の計上基準

　　①　貸倒引当金

　　　　貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を検討のうえ、回

収不能見込額を計上しております。

　(5) 重要な引当金の計上基準

　　①　貸倒引当金

同左

　　②　賞与引当金

　　　　従業員に対する賞与の支払いに備えるため、所定の

計算方法により算出した支給見込額を計上してお

ります。

　　②　賞与引当金

同左

　　③　役員賞与引当金

　　　　役員に対する賞与の支払いに備えるため、支給見込

額を計上しております。

　　　(会計処理の変更)

　当連結会計年度より「役員賞与に関する会計基

準」(企業会計基準委員会　平成17年11月29日　企

業会計基準第４号)を適用しております。この結

果、従来の方法に比べて営業利益、経常利益及び税

金等調整前当期純利益が219百万円減少しており

ます。

　　③　役員賞与引当金

　　　　役員に対する賞与の支払いに備えるため、支給見込

額を計上しております。
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　 前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

　　④　退職給付引当金

　　　　当社及び国内連結子会社は従業員の退職給付に備え

るため、当連結会計年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき、当連結会計年度

末において発生していると認められる額を計上し

ております。

　　　　なお、数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一定年数(10年)による定額

法により翌連結会計年度から費用処理することと

しております。

　　④　退職給付引当金

　　　　　　　　　　　 同左

　　⑤　役員退職慰労引当金

　　　　当社及び国内連結子会社は役員に対する役員退職慰

労金の支払いに備えるため、内規に基づき算出し

た期末退職慰労金要支給見積額を計上しておりま

す。　

　　⑤　役員退職慰労引当金

　　　　　　　　　　　 同左

　(6) 特別法上の準備金の計上基準

　証券取引責任準備金

　　　証券事故による損失に備えるため、証券取引法第51条

の規定に基づく「証券会社に関する内閣府令」第35

条に定めるところにより算出した額を計上しており

ます。

　(6) 特別法上の準備金の計上基準

　証券取引責任準備金

　　　有価証券の売買その他の取引又はデリバティブ取引

等に関して生じた事故による損失に備えるため、金

融商品取引法の規定に基づき計上しております。

　ただし、当連結会計年度においては、金融商品取引

法附則(平成18年法律第65号)第40条の規定により、

旧証券取引法第51条の規定に基づく旧「証券会社に

関する内閣府令」第35条に定めるところにより算出

した額を計上しております。

　(7) 重要な外貨建資産又は負債の本邦通貨への換算基

準

　　　　外貨建金銭債権債務は、主に連結決算日の直物為替

相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処

理しております。なお、在外子会社の資産及び負債並

びに収益及び費用は、決算日の直物為替相場により

円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替

換算調整勘定に含めて計上しております。

　(7) 重要な外貨建資産又は負債の本邦通貨への換算基

準

同左

　(8) 重要なリース取引の処理方法

　　　リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引については、

主として、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。

　(8) 重要なリース取引の処理方法

同左

　(9) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

　　　消費税等の会計処理方法

　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜き方式に

よっております。

　(9) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

　　　消費税等の会計処理方法

同左

５　連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

　　連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時

価評価法を採用しております。

５　連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

同左

６　のれん及び負ののれんの償却に関する事項

　　負ののれんについては、５年間の定額法により償却し

ております。

６　のれん及び負ののれんの償却に関する事項

同左

７　連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　　連結キャッシュ・フロー計算書における資金(現金及

び現金同等物)は、手許現金及び当座預金、普通預金等

の随時引き出し可能な預金からなっております。

７　連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

同左
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会計処理の変更

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

(貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準)

当連結会計年度より「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準」(企業会計基準委員会　平成17年

12月９日　企業会計基準第５号)及び「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業

会計基準委員会　平成17年12月９日　企業会計基準適用

指針第８号)を適用しております。

また、従来の「資本の部」の合計に相当する金額は

103,671百万円であります。

　なお、当連結会計年度における連結貸借対照表の「純

資産の部」については、連結財務諸表規則の改正に伴

い、改正後の連結財務諸表規則により作成しておりま

す。

　　　　　　　　 ――――――――

　

表示方法の変更

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

(連結貸借対照表関係)

前連結会計年度において「連結調整勘定」として掲

記されていたものは、当連結会計年度より「負ののれ

ん」と表示しております。

　　　　　　　　 ――――――――

(連結損益計算書関係)

前連結会計年度において「連結調整勘定償却額」と

して掲記されていたものは、当連結会計年度より「負の

のれん償却額」と表示しております。

　　　　　　　　 ――――――――

(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前連結会計年度において「連結調整勘定償却額」と

して掲記されていたものは、当連結会計年度より「負の

のれん償却額」と表示しております。

　また、営業活動によるキャッシュ・フローの「店舗統

合費用」は前連結会計年度において資産増減項目の

「その他」に含めて表示しておりましたが、金額的重要

性が増したため当連結会計年度より区分表示しており

ます。なお、前連結会計年度の「店舗統合費用」は13百

万円であります。

　　　　　　　　 ――――――――
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注記事項

(連結貸借対照表関係)

　
前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

※１　有形固定資産より控除した減価償却累計額
5,089百万円

※１　有形固定資産より控除した減価償却累計額
5,966百万円

※２　担保に供している資産 ※２　担保に供している資産

担保資産の対象
となる債務

担保に供している資産

科目
期末残高
(百万円)

トレーディング
商品
(百万円)

計
(百万円)

短期借入金 57,830 62,948 62,948

金融機関
借入金

56,200 62,948 62,948

証券金融
会社借入金

1,630 ― ―

信用取引
借入金

31,013 ― ―

有価証券貸借
取引受入金

50,105 35,403 35,403

現先取引
借入金

28,304 28,256 28,256

計 167,253 126,608 126,608

(注) １　担保に供している資産は、期末帳簿価額によ
るものであります。

　　　 ２　上記のほか、信用取引の自己融資見返り株券
9,652百万円、短期借入有価証券14,588百万
円を担保として差入れております。なお、こ
のほかに先物取引証拠金代用等として、預金
300百万円、トレーディング商品10百万円、有
形固定資産300百万円、投資有価証券2,801百
万円、信用取引の自己融資見返り株券4,437
百万円を差入れております。

担保資産の対象
となる債務

担保に供している資産

科目
期末残高
(百万円)

トレーディング
商品
(百万円)

計
(百万円)

短期借入金 74,630 95,431 95,431

金融機関
借入金

73,000 95,223 95,223

証券金融
会社借入金

1,630 207 207

信用取引
借入金

23,243 390 390

有価証券貸借
取引受入金

58,159 51,328 51,328

現先取引
借入金

1,598 1,598 1,598

計 157,631 148,749 148,749

(注) １　担保に供している資産は、期末帳簿価額によ
るものであります。

　　　 ２　上記のほか、信用取引の自己融資見返り株券
5,262百万円、短期借入有価証券6,772百万円
を担保として差入れております。なお、この
ほかに先物取引証拠金代用等として、預金
300百万円、トレーディング商品739百万円、
有形固定資産299百万円、投資有価証券1,735
百万円、信用取引の自己融資見返り株券
3,574百万円を差入れております。

　３　差入れをした有価証券及び差入れを受けた有価証券
の時価額

　　(1) 差入れをした有価証券の時価額
信用取引貸証券 3,467百万円

信用取引借入金の本担保証券 30,918

短期貸付有価証券 49,991

現先取引により売却した
有価証券

28,256

差入証拠金代用有価証券 1,309

差入保証金代用有価証券 23,520

長期差入保証金代用有価証券 13

　３　差入れをした有価証券及び差入れを受けた有価証券
の時価額

　　(1) 差入れをした有価証券の時価額
信用取引貸証券 2,305百万円

信用取引借入金の本担保証券 25,507

短期貸付有価証券 58,100

現先取引により売却した
有価証券

1,598

差入証拠金代用有価証券 1,595

差入保証金代用有価証券 16,425

長期差入保証金代用有価証券 11

　　(2) 差入れを受けた有価証券の時価額

信用取引貸付金の本担保証券 102,026百万円

信用取引借証券 11,364

短期借入有価証券 143,173

受入証拠金代用有価証券 3,260

受入保証金代用有価証券 67,513

その他 1,086

　　(2) 差入れを受けた有価証券の時価額

信用取引貸付金の本担保証券 44,435百万円

信用取引借証券 6,920

短期借入有価証券 146,887

受入証拠金代用有価証券 2,983

受入保証金代用有価証券 46,059

その他 978

　４　保証債務等

　　　従業員(15名)の金融機関借入金に対する債務保証

52百万円

　４　保証債務等

　　　従業員(14名)の金融機関借入金に対する債務保証

39百万円

※５　特別法上の準備金の計上を規定した法令の条項は、

次のとおりであります。

　　　証券取引責任準備金

　　　　証券取引法第51条

※５　特別法上の準備金の計上を規定した法令の条項は、

次のとおりであります。

　　　証券取引責任準備金

金融商品取引法の規定に基づき計上しておりま

す。ただし、当連結会計年度においては、金融商

品取引法附則(平成18年法律第65号)第40条の規

定により、旧証券取引法第51条の規定に基づき

計上しております。
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　 前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

※６　非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のと

おりであります。

投資有価証券(匿名組合契約) 821百万円

投資有価証券(社債) 300　

その他の投資等（出資金） 3

※６　非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のと

おりであります。

投資有価証券(株式) 698百万円

その他の投資等（出資金） 2

　

(連結損益計算書関係)
　

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

※１　人件費には、賞与引当金繰入れ4,127百万円、役員賞

与引当金繰入れ154百万円、退職給付費用609百万円、

役員退職慰労引当金繰入れ 104百万円が含まれてお

ります。

※１　人件費には、賞与引当金繰入れ1,900百万円、役員賞

与引当金繰入れ136百万円、退職給付費用724百万円、

役員退職慰労引当金繰入れ88百万円が含まれており

ます。

※２　　　　　　 ―――――――― ※２　固定資産売却益の内訳　　　　　 
　ゴルフ会員権 23百万円

※３　固定資産売却損の内訳
　建物 0百万円

※３　固定資産売却損の内訳
　建物 5百万円

　土地
　その他

2　
0

　計 8

※４　固定資産除却損の内訳
　建物 42百万円

　器具備品 44

　その他 27

　計 114

※４　固定資産除却損の内訳
　建物 9百万円

　器具備品 11

　ソフトウェア 41

　その他 13

　計 75

※５　　　　　　 ―――――――― ※５　システム移行費用は、旧システムに係るサーバーの

リース解約料及び同サーバーの撤去費用等でありま

す。
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(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

１　発行済株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 285,582,115 ―　　　　　 ― 285,582,115

　

　
２　自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 11,516,232 8,610,697 10,000 20,116,929

（注）１　自己株式(普通株式)の増加は、取締役会決議による自己株式の取得8,530,000株及び単元未満株式の買取りに
よる80,697株であります。

 ２　自己株式(普通株式)の減少は、新株予約権の権利行使により新株の発行に代えて譲渡した7,000株及び単元未

満株式の買増請求による3,000株であります。

　
３　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月29日
定時株主総会

普通株式 6,851
25.00

(うち特別配当
10.00)

平成18年３月31日 平成18年６月30日

平成18年10月27日
取締役会

普通株式 2,030 7.50平成18年９月30日 平成18年12月１日

　
　(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年６月28日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 2,654
10.00

(うち特別
配当2.50)

平成19年３月31日 平成19年６月29日
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当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

１　発行済株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 285,582,115 ―　　　　　 ― 285,582,115

　

　
２　自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 20,116,929 60,968 35,158 20,142,739

（注）１　自己株式(普通株式)の増加は、単元未満株式の買取りによる60,968株であります。

 ２　自己株式(普通株式)の減少は、新株予約権の権利行使により新株の発行に代えて譲渡した30,000株及び単元

未満株式の買増請求による5,158株であります。

　
３　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成19年６月28日
定時株主総会

普通株式 2,654
10.00

(うち特別配当
2.50)

平成19年３月31日 平成19年６月29日

平成19年10月26日
取締役会

普通株式 1,990 7.50平成19年９月30日 平成19年11月30日

　
　(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年６月27日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 1,990 7.50平成20年３月31日 平成20年６月30日
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

現金・預金 38,676百万円

預入期間が３ヶ月を越える
定期預金

△1,022

現金及び現金同等物 37,653

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

現金・預金 64,708百万円

預入期間が３ヶ月を越える
定期預金

△1,222

現金及び現金同等物 63,485
　　

(リース取引関係)

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引(借主側)

１　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引(借主側)

１　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

有形固定資産(器具備品)

取得価額相当額 416百万円

減価償却累計額相当額 225

期末残高相当額 190
　

有形固定資産(器具備品)

取得価額相当額 398百万円

減価償却累計額相当額 284

期末残高相当額 114
　

２　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 82百万円

１年超 119

合計 201

２　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 75百万円

１年超 47

合計 123

３　支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支払リース料 119百万円

減価償却費相当額 106

支払利息相当額 12

３　支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支払リース料 92百万円

減価償却費相当額 80

支払利息相当額 10

４　減価償却費相当額の算定方法

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

４　減価償却費相当額の算定方法

同左

５　利息相当額の算定方法

　　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額

を利息相当額とし、各期への配分方法については、利息

法によっております。

５　利息相当額の算定方法

同左

(減損損失について)

　　リース資産に配分された減損損失はありませんので、

項目等の記載は省略しております。

(減損損失について)
同左
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(有価証券及びデリバティブ取引の状況)

前連結会計年度(自平成18年４月１日　至平成19年３月31日)

１　トレーディングに係るもの

(1) トレーディングの状況に関する事項

①　トレーディングの内容

当社が行うトレーディング業務において取り扱う商品は、(イ)株式や債券に代表される有価証券、

(ロ)株価指数の先物取引やオプション取引、債券の先物取引やオプション取引といった取引所取引の

金融派生商品、(ハ)先物外国為替取引や選択権付債券売買取引及び有価証券店頭オプション取引と

いった取引所取引以外の金融派生商品の３種類に大別されます。

②　トレーディングに対する取組方針及び利用目的

当社は、トレーディング業務を行うにあたり、取引所取引または取引所取引以外の取引を通じて多様

な顧客ニーズへの的確な情報サービスや商品を提供することを基本方針とし、取引所取引については

健全な市場機能の発揮と委託取引の円滑な執行を、取引所取引以外の取引では公正な価格形成と流通

の円滑化を目的としております。また、取引所等有価証券市場における相場、金利、通貨の価格その他の

指標に係る短期的な変動、市場間の格差を利用して利益を得ること及びこれら取引により生じる損失

を減少させることを目的として取り組んでおります。

③　トレーディングに係るリスクの内容

トレーディング業務に伴い発生し、当社の財務状況に大きな影響を与えるリスクとしては、主にマー

ケットリスクと取引先リスクがあります。

マーケットリスクは、株式・金利・為替等の市場価格が変動することにより発生するリスクであり、

取引先リスクは、取引相手先が契約を履行できなくなる場合に発生するリスクであります。

④　トレーディングに係るリスク管理体制

証券業務は、本来市場リスクをとる業務ではありますが、金融派生商品など取扱商品の多様化により

直面するリスクも複雑、多様となり、リスク管理は極めて重要と認識しております。

リスク管理に関する基本は、当社の財務状況にあわせてリスクを適切にコントロールすることにあ

り、毎期初に策定する、経営方針・予算に基づきリスク枠・ポジション枠・ロスカットルールなどを定

め、運営管理しております。

リスク管理体制は、売買を執行する部署から独立したリスク管理部署が、日々リスク、ポジション、損

益を算出しリスクコントロールするとともに、これらの状況は経営者及び関連部署に毎日報告されて

おります。また、毎月一回「リスク管理委員会」を開いてリスク管理に関する詳細な討議、報告がなさ

れております。

　

(2) 商品有価証券等(売買目的有価証券)の時価

　

種類

前連結会計年度(平成19年３月31日)

資産に属するもの 負債に属するもの

連結貸借対照表
計上額(百万円)

損益に含まれた
評価差額(百万円)

連結貸借対照表
計上額(百万円)

損益に含まれた
評価差額(百万円)

株式・ワラント 28,091 △118 23,184 237

債券 131,974 35 95,452 △349

受益証券等 5,398 356 ― ―
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(3) デリバティブ取引の契約額及び時価

　

種類

前連結会計年度(平成19年３月31日)

資産 負債

契約額等
(百万円)

時価
(百万円)

評価損益
(百万円)

契約額等
(百万円)

時価
(百万円)

評価損益
(百万円)

オプション取引 50,633 463 △22 75,665 256 210

為替予約取引 ― ― ― 3,717 7 △7

先物取引 13,390 55 55 12,292 76 △76

為替証拠金取引 ― ― ― 141 0 △0

(注) １　為替予約取引、先物取引及び為替証拠金取引についてはみなし決済損益を時価欄に記載しております。

２　時価の算定方法は、内規による時価算定基準によっており、主な算定方法は以下のとおりです。

株券オプション取引、 主たる証券取引所が定める証拠金算定基準値段

株価指数オプション取引、

債券オプション取引

為替予約取引 受取金額、支払金額をそれぞれ当該通貨の金利で現在価値に割引き、その

日の為替レートで邦貨換算して算出した受取現在価値から支払現在価値

を控除した額

株価指数先物取引、 主たる証券取引所が定める清算指数

債券先物取引

金融先物取引 金融先物取引所が定める清算価格又はこれに準ずる価格

選択権付債券売買取引 原則として原証券の時価、ボラティリティー、金利を基準として業者間気

配を参考に算出した価格

有価証券店頭オプション取引 金利、配当利回り、ボラティリティー、原証券価格、取引期間等を基に価格

算定モデルにより算出した現在価値

為替証拠金取引 業者等の為替レートで邦貨換算した額

　

EDINET提出書類

東海東京証券株式会社(E03764)

有価証券報告書

 70/119



２　トレーディングに係るもの以外

(1) 満期保有目的債券の時価等

該当事項はありません。

　

(2) その他有価証券の時価等

　

区分 種類
前連結会計年度(平成19年３月31日)

取得原価
(百万円)

連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対照表計上
額が取得原価を超え
るもの

株式 4,059 7,718 3,658

債券 ― ― ―

　①国債・地方債等 ― ― ―

　②社債 ― ― ―

　③その他 ― ― ―

その他 82 85 3

小計 4,142 7,803 3,661

連結貸借対照表計上
額が取得原価を超え
ないもの

株式 2,061 1,588 △472

債券 9 9 △0

　①国債・地方債等 9 9 △0

　②社債 ― ― ―

　③その他 ― ― ―

その他 50 45 △4

小計 2,121 1,644 △477

合計 6,263 9,448 3,184

　

(3) 前連結会計年度中に売却したその他有価証券(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

　

売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円) 売却損の合計額(百万円)

133 43 4

　

(4) 時価評価されていない主な有価証券(上記(1)、(2)を除く)の内容及び連結貸借対照表計上額

　

区分 種類
前連結会計年度(平成19年３月31日)

連結貸借対照表計上額(百万円)

満期保有目的債券

国債・地方債等 ―

社債 ―

その他 ―

合計 ―

その他有価証券

株式(非上場株式) 2,745

債券(非上場債券) 300

その他 1,093

合計 4,138

　

(5) 金銭の信託関係(運用目的及び満期保有目的以外)

　

区分
前連結会計年度(平成19年３月31日)

取得原価
(百万円)

連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額
(百万円)

その他の金銭の信託(顧客分別金信託) 3,998 3,998 △0

　

EDINET提出書類

東海東京証券株式会社(E03764)

有価証券報告書

 71/119



当連結会計年度(自平成19年４月１日　至平成20年３月31日)

１　トレーディングに係るもの

(1) トレーディングの状況に関する事項

①　トレーディングの内容

トレーディング業務において取り扱う商品は、(イ)株式や債券に代表される有価証券、(ロ)株価指数

の先物取引やオプション取引、債券の先物取引やオプション取引といった取引所取引の金融派生商品、

(ハ)先物外国為替取引や選択権付債券売買取引及び有価証券店頭オプション取引といった取引所取引

以外の金融派生商品の３種類に大別されます。

②　トレーディングに対する取組方針及び利用目的

トレーディング業務を行うにあたり、取引所取引または取引所取引以外の取引を通じて多様な顧客

ニーズへの的確な情報サービスや商品を提供することを基本方針とし、取引所取引については健全な

市場機能の発揮と委託取引の円滑な執行を、取引所取引以外の取引では公正な価格形成と流通の円滑

化を目的としております。また、取引所等有価証券市場における相場、金利、通貨の価格その他の指標に

係る短期的な変動、市場間の格差を利用して利益を得ること及びこれら取引により生じる損失を減少

させることを目的として取り組んでおります。

③　トレーディングに係るリスクの内容

トレーディング業務に伴い発生し、財務状況に大きな影響を与えるリスクとしては、主にマーケット

リスクと取引先リスクがあります。

マーケットリスクは、株式・金利・為替等の市場価格が変動することにより発生するリスクであり、

取引先リスクは、取引相手先が契約を履行できなくなる場合に発生するリスクであります。

④　トレーディングに係るリスク管理体制

金融商品取引業務は、本来市場リスクをとる業務ではありますが、金融派生商品など取扱商品の多様

化により直面するリスクも複雑、多様となり、リスク管理は極めて重要と認識しております。

リスク管理に関する基本は、当社の財務状況にあわせてリスクを適切にコントロールすることにあ

り、毎期初に策定する、経営方針・予算に基づきリスク枠・ポジション枠・ロスカットルールなどを定

め、運営管理しております。

リスク管理体制は、売買を執行する部署から独立したリスク管理部署が、日々リスク、ポジション、損

益を算出しリスクコントロールするとともに、これらの状況は経営者及び関連部署に毎日報告されて

おります。また、毎月一回「リスク管理委員会」を開いてリスク管理に関する詳細な討議、報告がなさ

れております。

　

(2) 商品有価証券等(売買目的有価証券)の時価

　

種類

当連結会計年度(平成20年３月31日)

資産に属するもの 負債に属するもの

連結貸借対照表
計上額(百万円)

損益に含まれた
評価差額(百万円)

連結貸借対照表
計上額(百万円)

損益に含まれた
評価差額(百万円)

株式・ワラント 13,792 △164 12,880 505

債券 151,089 230 109,735 △880

受益証券等 7,923 △7 ― ―
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(3) デリバティブ取引の契約額及び時価

　

種類

当連結会計年度(平成20年３月31日)

資産 負債

契約額等
(百万円)

時価
(百万円)

評価損益
(百万円)

契約額等
(百万円)

時価
(百万円)

評価損益
(百万円)

オプション取引 200,632 315 △82 140,574 133 307

為替予約取引 ― ― ― 9,220 9 △9

先物取引 3,964 33 33 6,311 3 △3

スワップ取引 4,912 298 298 61,028 408 △408

為替証拠金取引 792 47 47 ― ― ―

(注) １　為替予約取引、先物取引、スワップ取引及び為替証拠金取引についてはみなし決済損益を時価欄に記載してお

ります。

２　時価の算定方法は、内規による時価算定基準によっており、主な算定方法は以下のとおりです。

株券オプション取引、 主たる金融商品取引所が定める証拠金算定基準値段

株価指数オプション取引、

債券オプション取引

為替予約取引 受取金額、支払金額をそれぞれ当該通貨の金利で現在価値に割引き、その

日の為替レートで邦貨換算して算出した受取現在価値から支払現在価値

を控除した額

株価指数先物取引 主たる金融商品取引所が定める清算指数

債券先物取引 主たる金融商品取引所が定める清算値段

金利先物取引 金融商品取引所が定める清算価格又はこれに準ずる価格

選択権付債券売買取引 原則として原証券の時価、ボラティリティー、金利を基準として業者間気

配を参考に算出した価格

株券等に係る

店頭オプション取引、

特約付株券消費貸借取引

金利、配当利回り、ボラティリティー、原証券価格、取引期間等を基に価格

算定モデルにより算出した現在価値

 

金利スワップ取引、

通貨スワップ取引、

キャップ・フロア取引

スワップレート、ボラティリティー等を参考に受取又は支払金額の将来価

値を算出し、各通貨の金利で現在価値に割引、その日の為替レートで邦貨

換算して算出した受取現在価値から支払現在価値を控除した額、但し、一

定の条件の下に金銭の相互支払が発生あるいは消滅するような取引は、受

払いネットの金額の確率分布を勘案した将来価値を現在価値に割引く方

法で算出した額

為替証拠金取引 業者等の為替レートで邦貨換算した額
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２　トレーディングに係るもの以外

(1) 満期保有目的債券の時価等

該当事項はありません。

　

(2) その他有価証券の時価等

　

区分 種類
当連結会計年度(平成20年３月31日)

取得原価
(百万円)

連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対照表計上
額が取得原価を超え
るもの

株式 1,992 2,913 920

債券 ― ― ―

　①国債・地方債等 ― ― ―

　②社債 ― ― ―

　③その他 ― ― ―

その他 ― ― ―

小計 1,992 2,913 920

連結貸借対照表計上
額が取得原価を超え
ないもの

株式 3,274 2,715 △558

債券 9 9 △0

　①国債・地方債等 9 9 △0

　②社債 ― ― ―

　③その他 ― ― ―

その他 ― ― ―

小計 3,284 2,725 △558

合計 5,277 5,639 361

　

(3) 当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　

売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円) 売却損の合計額(百万円)

3,590 1,469 1

　

(4) 時価評価されていない主な有価証券(上記(1)、(2)を除く)の内容及び連結貸借対照表計上額

　

区分 種類
当連結会計年度(平成20年３月31日)

連結貸借対照表計上額(百万円)

満期保有目的債券

国債・地方債等 ―

社債 ―

その他 ―

合計 ―

その他有価証券

株式(非上場株式) 2,733

債券(非上場債券) ―

その他 284

合計 3,018
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(5) デリバティブ取引の契約額及び時価

　

種類

当連結会計年度(平成20年３月31日)

資産 負債

契約額等
(百万円)

時価
(百万円)

評価損益
(百万円)

契約額等
(百万円)

時価
(百万円)

評価損益
(百万円)

スワップ取引 ― ― ― 1,500 11 △11

(注) １　みなし決済損益を時価欄に記載しております。

２　時価の算定方法は、内規による時価算定基準によっており、主な算定方法は以下のとおりです。

金利スワップ取引 スワップレート、ボラティリティー等を参考に受取又は支払金額の将来価

値を算出し、各通貨の金利で現在価値に割引、その日の為替レートで邦貨

換算して算出した受取現在価値から支払現在価値を控除した額、但し一定

の条件の下に金銭の相互支払が発生あるいは消滅するような取引は、受払

いネットの金額の確率分布を勘案した将来価値を現在価値に割引く方法

で算出した額

　

次へ

EDINET提出書類

東海東京証券株式会社(E03764)

有価証券報告書

 75/119



(退職給付関係)

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

１　採用している退職給付制度の概要

当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度として適格退職年金制度を設けております。また、従業

員の退職等に際して割増退職金を支払う場合があります。なお、当社は退職給付信託を設定しておりま

す。

　上記制度に加え、当社及び国内連結子会社は確定拠出年金制度を設けております。

　

２　退職給付債務に関する事項(平成19年３月31日)

　

①　退職給付債務 △9,749百万円

②　年金資産(退職給付信託を含む) 9,717

③　未積立退職給付債務(①＋②) △32

④　未認識数理計算上の差異 △494

⑤　連結貸借対照表計上額純額(③＋④) △526

⑥　前払年金費用 153

⑦　退職給付引当金(⑤－⑥) △680

(注)　一部の連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。

　

３　退職給付費用に関する事項(自平成18年４月１日　至平成19年３月31日)

　

①　勤務費用　(注) 630百万円

②　利息費用 176

③　期待運用収益 △121

④　数理計算上の差異の費用処理額 △75

⑤　退職給付費用(①＋②＋③＋④) 609

⑥　確定拠出年金に係る要拠出額 157

⑦　合計(⑤＋⑥) 767

(注)　簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は「①勤務費用」に計上しております。

　

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

①　退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

②　割引率 2.0％

③　期待運用収益率 2.0％

④　過去勤務債務の額の処理年数 ―

⑤　数理計算上の差異の処理年数 10年(発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数による定額法により、翌連結会計年度から

費用処理することとしております。)
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当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

１　採用している退職給付制度の概要

当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度として適格退職年金制度を設けております。また、従業

員の退職等に際して割増退職金を支払う場合があります。なお、当社は退職給付信託を設定しておりま

す。

　上記制度に加え、当社及び国内連結子会社は確定拠出年金制度を設けております。

　

２　退職給付債務に関する事項(平成20年３月31日)

　

①　退職給付債務 △10,139百万円

②　年金資産(退職給付信託を含む) 7,367

③　未積立退職給付債務(①＋②) △2,771

④　未認識数理計算上の差異 2,268

⑤　連結貸借対照表計上額純額(③＋④) △503

⑥　前払年金費用 179

⑦　退職給付引当金(⑤－⑥) △682

(注)　一部の連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。

　

３　退職給付費用に関する事項(自平成19年４月１日　至平成20年３月31日)

　

①　勤務費用　(注) 638百万円

②　利息費用 181

③　期待運用収益 △129

④　数理計算上の差異の費用処理額 33

⑤　退職給付費用(①＋②＋③＋④) 724

⑥　確定拠出年金に係る要拠出額 165

⑦　合計(⑤＋⑥) 889

(注)　簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は「①勤務費用」に計上しております。

　

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

①　退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

②　割引率 2.0％

③　期待運用収益率 2.0％

④　過去勤務債務の額の処理年数 ―

⑤　数理計算上の差異の処理年数 10年(発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数による定額法により、翌連結会計年度から

費用処理することとしております。)
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(税効果会計関係)

　
前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

前連結会計年度

(平成19年３月31日)

繰延税金資産

　退職給付引当金 1,758百万円

　貸倒引当金 293

　有価証券評価減 566

　減損損失 1,490

　証券取引責任準備金 400

　役員退職慰労引当金 161

　賞与引当金 1,633

　未払事業税 424

　その他 892

　小計 7,621

　繰越欠損金 177

　繰延税金資産計 7,798

　評価性引当額 △3,705

　繰延税金資産合計 4,093

繰延税金負債

　その他有価証券評価差額金 1,053

　退職給付信託設定益 1,253

　その他 84

繰延税金負債計 2,391

評価性引当額 △0

繰延税金負債合計 2,390

繰延税金資産の純額 1,702

(注)　繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の

項目に含まれております。

前連結会計年度

(平成19年３月31日)

　流動資産－繰延税金資産 2,294百万円

　固定負債－繰延税金負債 592

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

当連結会計年度

(平成20年３月31日)

繰延税金資産

　退職給付引当金 1,755百万円

　貸倒引当金 288

　有価証券評価減 273

　減損損失 1,434

　証券取引責任準備金 400

　役員退職慰労引当金 122

　賞与引当金 752

　未払事業税 149

　その他 881

　小計 6,060

　繰越欠損金 309

　繰延税金資産計 6,369

　評価性引当額 △3,657

　繰延税金資産合計 2,712

繰延税金負債

　その他有価証券評価差額金 137

　退職給付信託設定益 1,253

　その他 52

繰延税金負債計 1,443

評価性引当額 △0

繰延税金負債合計 1,442

繰延税金資産の純額 1,270

(注)　繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の

項目に含まれております。

当連結会計年度

(平成20年３月31日)

　流動資産－繰延税金資産 1,050百万円

　固定資産－繰延税金資産 220

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

前連結会計年度

(平成19年３月31日)

法定実効税率 39.55％

(調整)

　一時差異に該当しない金額 0.98

　住民税均等割額等 0.43

　評価性引当額の増減額 0.69

　その他 0.66

税効果会計適用後の法人税等の
負担率

42.31

　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

当連結会計年度

(平成20年３月31日)

法定実効税率 39.55％

(調整)

　一時差異に該当しない金額 1.72

　住民税均等割額等 0.50

　評価性引当額の増減額 △0.31

　その他 0.47

税効果会計適用後の法人税等の
負担率

41.93
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(ストック・オプション等関係)

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

１　ストック・オプションの内容

会社名 提出会社

決議年月日 平成14年６月27日

付与対象者の区分及び人数
当社取締役５名、当社執行役員11名、当社従業員135名、
当社連結子会社の取締役及び顧問14名

株式種類及び付与数 (注) 普通株式　1,770,000株

付与日 平成15年５月８日

権利確定条件 当該新株予約権には権利確定条件は付されておりません。

対象勤務期間 当該新株予約権には対象勤務期間の定めはありません。

新株予約権の行使期間 平成16年７月１日～平成19年６月30日

(注)　株式数に換算して記載しております。

　

２　ストック・オプションの規模及びその変動状況

(1) ストック・オプションの数

会社名 提出会社

決議年月日 平成14年６月27日

権利確定前(株)

　期首 ―

　付与 ―

　失効 ―

　権利確定 ―

　未確定残 ―

権利確定後(株)

　期首 47,000

　権利確定 ―

　権利行使 7,000

　失効 ―

　未行使残 40,000

　

(2) 単価情報

会社名 提出会社

決議年月日 平成14年６月27日

権利行使価格(円) 126

権利行使平均単価(円) 636

付与日における公正な評価
単価(円)

―
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当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

１　ストック・オプションの内容

会社名 提出会社

決議年月日 平成14年６月27日

付与対象者の区分及び人数
当社取締役５名、当社執行役員11名、当社従業員135名、
当社連結子会社の取締役及び顧問14名

株式種類及び付与数 (注)１ 普通株式　1,770,000株

付与日 平成15年５月８日

権利確定条件 当該新株予約権には権利確定条件は付されておりません。

対象勤務期間 当該新株予約権には対象勤務期間の定めはありません。

新株予約権の行使期間（注)２ 平成16年７月１日～平成19年６月30日

(注) １　株式数に換算して記載しております。

２　当連結会計年度において、当該ストックオプションは権利行使期間を満了しております。

　

２　ストック・オプションの規模及びその変動状況

(1) ストック・オプションの数

会社名 提出会社

決議年月日 平成14年６月27日

権利確定前(株)

　期首 ―

　付与 ―

　失効 ―

　権利確定 ―

　未確定残 ―

権利確定後(株)

　期首 40,000

　権利確定 ―

　権利行使 30,000

　失効 10,000

　未行使残 ―

　

(2) 単価情報

会社名 提出会社

決議年月日 平成14年６月27日

権利行使価格(円) 126

権利行使平均単価(円) 696

付与日における公正な評価
単価(円)

―
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

　当企業集団は、①有価証券の売買等、②有価証券の売買

等の委託の媒介、③有価証券の引受けおよび売出し、④有

価証券の募集および売出しの取扱い、⑤有価証券の私募

の取扱いなどの証券業務を中心とする営業活動をグロー

バルに展開しております。

　これらの営業活動は、金融その他の役務提供を伴ってお

り、この役務提供と一体となった営業活動を基に収益を

得ております。従って、当企業集団の事業区分は「投資・

金融サービス業」という単一の事業セグメントに属して

おります。

　当企業集団は、①有価証券の売買等、②有価証券の売買

等の委託の媒介、③有価証券の引受けおよび売出し、④有

価証券の募集および売出しの取扱い、⑤有価証券の私募

の取扱いなどの金融商品業務を中心とする営業活動をグ

ローバルに展開しております。

　これらの営業活動は、金融その他の役務提供を伴ってお

り、この役務提供と一体となった営業活動を基に収益を

得ております。従って、当企業集団の事業区分は「投資・

金融サービス業」という単一の事業セグメントに属して

おります。

　

【所在地別セグメント情報】

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

　連結売上高及び資産合計に占める「本邦」の割合がい

ずれも90％を超えているため、その記載を省略しており

ます。

同左

　

【海外売上高(営業収益)】

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

　当連結会計年度における海外売上高は、連結売上高の

10％未満のため、その記載を省略しております。

同左

　

【関連当事者との取引】

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

該当事項はありません。

　

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１株当たり純資産額 390円53銭

１株当たり当期純利益 39円65銭

潜在株式調整後１株当たり
当期純利益

39円65銭

１株当たり純資産額 399円24銭

１株当たり当期純利益 34円00銭

潜在株式調整後１株当たり
当期純利益

34円00銭

(注) １　１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 103,898 106,481

純資産の部の合計額から控除する金額(百万円) 226 506

　(うち少数株主持分) (226) (506)

普通株式に係る期末の純資産額(百万円) 103,671 105,975

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の

普通株式の数(千株)
265,465 265,439

２　１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりでありま

す。

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１株当たり当期純利益

当期純利益(百万円) 10,668 9,025

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る当期純利益(百万円) 10,668 9,025

普通株式の期中平均株式数(千株) 269,064 265,458

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

当期純利益調整額(百万円) ― ―

普通株式増加数(千株) 36 5

(うち新株予約権) (36) (5)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益の算定に含めなかった潜在

株式の概要

―――――― ――――――
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(重要な後発事象)

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

該当事項はありません。

　

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

当社は、平成20年３月６日開催の取締役会において、会社分割の方法により当社の広島支店及び下関支

店における金融商品取引業をワイエム証券株式会社(持分法適用関連会社)に承継することを決定し、同

日付で吸収分割契約書の締結を行い、平成20年４月28日をもって会社分割しております。

　(1) 分割方式

当社を分割会社とし、ワイエム証券株式会社を承継会社とする分社型の吸収分割であり、株主総会

の承認を必要としない簡易分割方式としております。

　(2) 分割にかかわる割当ての内容

本分割の対価は現金とし、承継会社であるワイエム証券株式会社は、本分割に際して当社に対して

440百万円を交付しております。

　(3) 分割した資産、負債の項目及び金額

資産 負債

項目 金額(百万円) 項目 金額(百万円)

預託金 信用取引負債

　顧客分別金信託 723　信用取引借入金 98

信用取引資産 　信用取引貸証券受入金 1

　信用取引貸付金 98預り金

　信用取引借証券担保金 1 　顧客からの預り金 717

受入保証金 5

合計 822 合計 822
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⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

　

会社名 銘柄 発行年月日
前期末残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

利率
(％)

担保 償還期限

東海東京証券株式会社 短期社債

平成20年
１月30日
　　～
平成20年
３月27日

18,100
17,400
(17,400)

0.70
～
0.90

無担保社債

平成20年
４月21日
～

平成20年
６月27日

合計 ― ― 18,100
17,400
(17,400)

― ― ―

(注) １　「発行年月日」は当期末残高に対するものであります。また、「当期末残高」のうち(　)内は、１年内償還予定

の金額であります。

２　当社が当連結会計年度中に発行した短期社債の総額は174,400百万円であり、当連結会計年度中に償還した金

額は175,100百万円であります。

３　連結決算日後５年内における１年ごとの償還予定額の総額は以下のとおりであります。

１年以内
(百万円)

１年超２年以内
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内
(百万円)

17,400 ― ― ― ―

　

【借入金等明細表】

　

区分
前期末残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 107,728 123,522 0.84 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 ― ― ― ―

１年以内に返済予定のリース債務 ― ― ― ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く)

150 2,500 2.00平成22年12月31日

リース債務(１年以内に返済予定
のものを除く)

― ― ― ―

その他の有利子負債(１年以内)
　信用取引借入金 31,013 26,554 1.11 ―

　有価証券貸借取引受入金 50,105 58,159 ― ―

　現先取引借入金 28,304 1,598 ― ―

合計 217,301 212,335 ― ―

(注) １　「平均利率」については、借入金の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

２　長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く)の連結決算日後５年内における返済予定額は以下のとおりで

あります。

１年超２年以内
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内
(百万円)

― 2,500 ― ―

　

(2) 【その他】

該当事項はありません。

　

EDINET提出書類

東海東京証券株式会社(E03764)

有価証券報告書

 84/119



２ 【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

① 【貸借対照表】
　

第95期
(平成19年３月31日)

第96期
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

流動資産

　現金・預金 ※３ 34,666 58,525

　預託金 22,493 16,992

　　顧客分別金信託 21,900 16,400

　　その他の預託金 592 592

　トレーディング商品 ※３ 165,089 172,233

　　商品有価証券等 ※１ 164,570 171,538

　　デリバティブ取引 518 694

　信用取引資産 118,831 59,352

　　信用取引貸付金 ※５ 107,455 52,475

　　信用取引借証券担保金 11,376 6,877

　有価証券担保貸付金 131,251 134,867

　　借入有価証券担保金 131,251 134,867

　立替金 245 180

　　顧客への立替金 5 9

　　その他の立替金 240 171

　募集等払込金 4,555 ―

　短期差入保証金 2,582 2,402

　支払差金勘定 5 0

　短期貸付金 1,525 1,351

　前払金 3 5

　前払費用 424 325

　未収入金 176 188

　未収収益 2,852 2,239

　繰延税金資産 2,203 981

　貸倒引当金 △115 △64

　流動資産計 486,79193.6 449,58292.5

固定資産

　有形固定資産 ※２ 9,115 8,962

　　建物 2,404 2,373

　　器具備品 1,732 1,665

　　土地 4,933 4,914

　　建設仮勘定 45 9

　無形固定資産 2,384 5,328

　　ソフトウェア 2,219 5,167

　　電話加入権 158 155

　　その他の無形固定資産 6 4
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　 第95期
(平成19年３月31日)

第96期
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

　投資その他の資産 21,509 22,093

　　投資有価証券 ※３ 12,052 7,973

　　関係会社株式 3,401 4,935

　　その他の関係会社有価証券 174 572

　　出資金 19 19

　　従業員長期貸付金 11 7

　　関係会社長期貸付金 510 2,960

　　長期差入保証金 3,891 3,896

　　長期前払費用 215 252

　　繰延税金資産 ― 268

　　その他の投資等 1,935 1,896

　　貸倒引当金 △701 △ 688

　固定資産計 33,0096.4 36,3847.5

　資産合計 519,800100.0 485,966100.0

(負債の部)

流動負債

　トレーディング商品 118,977 123,171

　　商品有価証券等 ※１ 118,637 122,615

　　デリバティブ取引 340 556

　約定見返勘定 19,092 5,349

　信用取引負債 34,266 25,389

　　信用取引借入金 ※３ 31,013 23,243

　　信用取引貸証券受入金 3,253 2,146

　有価証券担保借入金 78,410 59,757

　　有価証券貸借取引受入金 ※３ 50,105 58,159

　　現先取引借入金 ※３ 28,304 1,598

　預り金 17,264 12,226

　　顧客からの預り金 12,747 10,896

　　募集等受入金 85 ―

　　その他の預り金 4,431 1,330

　受入保証金 8,803 6,127

　有価証券等受入未了勘定 4 1

　短期借入金 ※３ 107,366 123,155

　短期社債 18,100 17,400

　前受収益 ― 4

　未払金 781 957

　未払費用 1,555 1,507

　未払法人税等 5,444 1,372

　賞与引当金 4,008 1,830

　役員賞与引当金 154 136

　その他の流動負債 ― 11

　流動負債計 414,23079.7 378,40077.8
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　 第95期
(平成19年３月31日)

第96期
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

固定負債

　繰延税金負債 504 ―

　退職給付引当金 348 348

　役員退職慰労引当金 304 180

　その他の固定負債 904 796

　固定負債計 2,0610.4 1,3240.3

特別法上の準備金 ※６

　証券取引責任準備金 992 993

　特別法上の準備金計 992 0.2 993 0.2

負債合計 417,28580.3 380,71778.3

(純資産の部)

株主資本

　資本金 36,0006.9 36,0007.4

　資本剰余金

　　資本準備金 9,000 9,000

　　その他資本剰余金 28,584 28,573

　　資本剰余金合計 37,5847.2 37,5737.7

　利益剰余金

　　その他利益剰余金

　　　別途積立金 16,789 22,789

　　　繰越利益剰余金 19,653 18,329

　　利益剰余金合計 36,4437.0 41,1198.5

　自己株式 △9,634△1.8 △9,654△2.0

　株主資本合計 100,39219.3 105,03821.6

評価・換算差額等

　その他有価証券評価差額金 2,1220.4 210 0.1

　評価・換算差額等合計 2,1220.4 210 0.1

　純資産合計 102,51419.7 105,24821.7

　負債純資産合計 519,800100.0 485,966100.0
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② 【損益計算書】

　
第95期

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

第96期
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

営業収益

　受入手数料 45,324 41,715

　　委託手数料 23,784 18,467

　　引受け・売出し手数料 1,078 496

　　募集・売出しの取扱手数料 12,753 12,883

　　その他の受入手数料 7,708 9,868

　トレーディング損益 ※１ 13,537 15,743

　金融収益 ※２ 2,675 3,490

　営業収益計 61,537100.0 60,949100.0

金融費用 ※３ 1,3422.2 2,0783.4

純営業収益 60,19597.8 58,87196.6

販売費・一般管理費 43,01469.9 45,00373.8

　取引関係費 ※４ 6,670 7,207

　人件費 ※５ 23,819 22,922

　不動産関係費 ※６ 5,459 5,659

　事務費 ※７ 4,076 5,148

　減価償却費 1,462 2,402

　租税公課 ※８ 475 569

　貸倒引当金繰入れ 13 ―

　その他の販売費・一般管理費 ※９ 1,037 1,093

　営業利益 17,18027.9 13,86722.8

営業外収益 797 1.3 1,1001.8

　受取配当金 381 451

　受取家賃 332 355

　企業誘致促進奨励金 ― 159

　その他 83 133

営業外費用 44 0.1 87 0.2

　その他 44 87

経常利益 17,93329.1 14,88024.4
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第95期

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

第96期
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

特別利益

　固定資産売却益 ※10 ― 23

　投資有価証券売却益 38 1,451

　証券取引責任準備金戻入 0 ―

　貸倒引当金戻入 ― 63

　特別利益計 38 0.1 1,5382.5

特別損失

　投資有価証券評価減 33 805

　固定資産売却損 ※11 0 8

　固定資産除却損 ※12 113 73

　システム移行費用 ※13 ― 73

　店舗統合費用 77 ―

　証券取引責任準備金繰入れ ― 0

　特別損失計 223 0.4 960 1.5

税引前当期純利益 17,74728.8 15,45825.4

法人税、住民税及び事業税 6,996 4,776

法人税等調整額 455 7,45112.1 1,359 6,13610.1

当期純利益 10,29616.7 9,32115.3
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③ 【株主資本等変動計算書】

第95期(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

　
株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本

合計資本準備金
その他

資本剰余金

資本剰余金

合計

その他利益剰余金
利益剰余金

合計別途積立金
繰越利益

剰余金

平成18年３月31日残高

(百万円)
36,0009,00028,58637,5866,78928,47635,265△4,209104,642

事業年度中の変動額

　剰余金の配当(注) ― ― ― ― ― △8,881△8,881 ― △8,881

　役員賞与(注) ― ― ― ― ― △237 △237 ― △237

　当期純利益 ― ― ― ― ― 10,296　10,296 ― 10,296

　自己株式の取得 ― ― ― ― ― ― ― △5,429△5,429

　自己株式の処分 ― ― △2 △2 ― ― ― 4 2

　別途積立金の積立 ― ― ― ― 10,000△10,000 ― ― ―

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

― ― ― ― ― ― ― ― ―

事業年度中の変動額合計

(百万円)
― ― △2 △2 10,000△8,822 1,177△5,424△4,249

平成19年３月31日残高

(百万円)
36,0009,00028,58437,58416,78919,65336,443△9,634100,392

　

評価・換算差額等

純資産合計その他

有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計

平成18年３月31日残高

(百万円)
2,767 2,767107,409

事業年度中の変動額

　剰余金の配当(注) ― ― △8,881

　役員賞与(注) ― ― △237

　当期純利益 ― ― 10,296

　自己株式の取得 ― ― △5,429

　自己株式の処分 ― ― 2

　別途積立金の積立 ― ― ―

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

△644 △644 △644

事業年度中の変動額合計

(百万円)
△644 △644 △4,894

平成19年３月31日残高

(百万円)
2,122 2,122102,514

(注) 「剰余金の配当」のうち△6,851百万円及び「役員賞与」△237百万円は、平成18年６月29日開催の定時株主総会

における利益処分の金額であります。
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第96期(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　
株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本

合計資本準備金
その他

資本剰余金

資本剰余金

合計

その他利益剰余金
利益剰余金

合計別途積立金
繰越利益

剰余金

平成19年３月31日残高

(百万円)
36,0009,00028,58437,58416,78919,65336,443△9,634100,392

事業年度中の変動額

　剰余金の配当 ― ― ― ― ― △4,645△4,645 ― △4,645

　当期純利益 ― ― ― ― ― 9,321 9,321 ― 9,321

　自己株式の取得 ― ― ― ― ― ― ― △37 △37

　自己株式の処分 ― ― △10 △10 ― ― ― 16 6

　別途積立金の積立 ― ― ― ― 6,000△6,000 ― ― ―

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

― ― ― ― ― ― ― ― ―

事業年度中の変動額合計

(百万円)
― ― △10 △10 6,000△1,323 4,676 △20 4,645

平成20年３月31日残高

(百万円)
36,0009,00028,57337,57322,78918,32941,119△9,654105,038

　

評価・換算差額等

純資産合計その他

有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計

平成19年３月31日残高

(百万円)
2,122 2,122102,514

事業年度中の変動額

　剰余金の配当 ― ― △4,645

　当期純利益 ― ― 9,321

　自己株式の取得 ― ― △37

　自己株式の処分 ― ― 6

　別途積立金の積立 ― ― ―

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

△1,911△1,911△1,911

事業年度中の変動額合計

(百万円)
△1,911△1,911 2,734

平成20年３月31日残高

(百万円)
210 210 105,248
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重要な会計方針

　
第95期

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

第96期
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　トレーディングの目的及

び範囲

当社は取引所等有価証券市場における

相場、金利、通貨の価格その他の指標に

係る短期的な変動、市場間の格差を利

用して利益を得ること及びこれら取引

により生じる損失を減少させることを

トレーディングの目的としており、そ

の範囲は有価証券の売買、有価証券指

数等先物取引、有価証券オプション取

引、外国市場証券先物取引等の取引で

あります。

取引所等有価証券市場における相場、

金利、通貨の価格その他の指標に係る

短期的な変動、市場間の格差を利用し

て利益を得ること及びこれら取引によ

り生じる損失を減少させることをト

レーディングの目的としており、その

範囲は有価証券の売買、有価証券指数

等先物取引、有価証券オプション取引、

外国市場証券先物取引等の取引であり

ます。

２　トレーディング商品の評

価基準及び評価方法

トレーディング商品に属する有価証券

及びデリバティブ取引等の評価基準及

び評価方法については、時価法を採用

しております。

同左

３　トレーディング商品に属

さない有価証券、その他

の商品の評価基準及び評

価方法

トレーディング商品に属さない有価証

券、その他の商品の評価基準及び評価

方法は、次のとおりであります。

子会社株式

　移動平均法に基づく原価法によって

おります。

その他有価証券

　時価のあるもの

　　決算日の市場価格等に基づく時価等

をもって貸借対照表価額とし、移動

平均法による取得原価との評価差額

を全部純資産直入する方法によって

おります。

　時価のないもの

　　移動平均法に基づく原価法によって

おります。

トレーディング商品に属さない有価証

券、その他の商品の評価基準及び評価

方法は、次のとおりであります。

子会社株式及び関連会社株式

　移動平均法に基づく原価法によって

おります。　

その他有価証券

　時価のあるもの

同左　

　

　

　

　

　時価のないもの

同左
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第95期
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

第96期
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

４　固定資産の減価償却の方

法

有形固定資産

　定率法(ただし、平成10年４月１日以

降取得した建物(建物附属設備を除

く)については定額法)を採用してお

ります。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりで

す。

　　建物　　　　２～50年

　　器具備品　　２～20年

有形固定資産

　定率法を採用しております。ただし、

平成10年４月１日以降取得した建物

(建物附属設備を除く)については定

額法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりで

す。

　　建物　　　　２～50年

　　器具備品　　２～20年

(会計方針の変更)

　　当事業年度より法人税法の改正((所

得税法等の一部を改正する法律　平

成19年３月30日　法律第６号)及び

(法人税法施行令の一部を改正する

政令　平成19年３月30日　政令第83

号))に伴い、平成19年４月１日以降

に取得した有形固定資産について

は、改正後の法人税法に基づく減価

償却の方法に変更しております。

なお、この変更に伴い前事業年度と

同一の方法によった場合と比べ、営

業利益、経常利益及び税引前当期純

利益はそれぞれ58百万円減少してお

ります。

(追加情報)　　

　　当事業年度より法人税法の改正に伴

い、平成19年３月31日以前に取得し

た資産については、償却可能限度額

まで償却が終了した翌事業年度から

５年間で均等償却する方法によって

おります。

なお、この変更による影響額は軽微

であります。

無形固定資産及び長期前払費用

　定額法を採用しております。

　ただし、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間

に基づく定額法を採用しておりま

す。

無形固定資産及び長期前払費用

同左
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　 第95期
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

第96期
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

５　引当金の計上基準 貸倒引当金

　貸付金等の貸倒損失に備えるため、一

般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討のう

え、回収不能見込額を計上しており

ます。

貸倒引当金

同左

賞与引当金

　従業員に対する賞与の支払いに備え

るため、当社所定の計算方法により

算出した支給見込額を計上しており

ます。

賞与引当金
同左

役員賞与引当金

　役員に対する賞与の支払いに備える

ため、支給見込額を計上しておりま

す。

　(会計処理の変更)

当期より「役員賞与に関する会計基

準」(企業会計基準委員会　平成17年

11月29日　企業会計基準第４号)を適

用しております。この結果、従来の方

法に比べて営業利益、経常利益及び

税引前当期純利益が154百万円減少

しております。

役員賞与引当金

　役員に対する賞与の支払いに備える

ため、支給見込額を計上しておりま

す。

　

　

退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事

業年度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき、当事業

年度末において発生していると認め

られる額を計上しております。

　なお、数理計算上の差異は、その発生

時の従業員の平均残存勤務期間以内

の一定年数(10年)による定額法によ

り翌事業年度から費用処理すること

としております。

退職給付引当金
同左

役員退職慰労引当金

　役員に対する退職慰労金の支払いに

備えるため、内規に基づき算出した

期末退職慰労金要支給見積額を計上

しております。

役員退職慰労引当金

同左
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第95期

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

第96期
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

６　特別法上の準備金の計上

基準

証券取引責任準備金

　証券事故による損失に備えるため、証

券取引法第51条の規定に基づく「証

券会社に関する内閣府令」第35条に

定めるところにより算出した額を計

上しております。

証券取引責任準備金

　有価証券の売買その他の取引又はデ

リバティブ取引等に関して生じた事

故による損失に備えるため、金融商

品取引法の規定に基づき計上してお

ります。

ただし、当事業年度においては、金融

商品取引法附則(平成18年法律第65

号)第40条の規定により、旧証券取引

法第51条の規定に基づく旧「証券会

社に関する内閣府令」第35条に定め

るところにより算出した額を計上し

ております。

７　重要な外貨建資産又は負

債の本邦通貨への換算基

準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物

為替相場により円貨に換算し、換算差

額は損益として処理しております。

同左

８　リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス

・リース取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会計処理に

よっております。

同左

９　その他財務諸表作成のた

めの重要な事項

消費税等の会計処理方法

　税抜き方式によっております。

消費税等の会計処理方法

　消費税及び地方消費税の会計処理は、

税抜き方式によっております。

　

会計処理の変更

　
第95期

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

第96期
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

(貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準)

当期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準」(企業会計基準委員会　平成17年12月９日　企

業会計基準第５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準委員

会　平成17年12月９日　企業会計基準適用指針第８号)を

適用しております。

また、従来の「資本の部」の合計に相当する金額は

102,514百万円であります。

　なお、当期における貸借対照表の「純資産の部」につ

いては財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の財務諸表

等規則により作成しております。

 ――――――――
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注記事項

(貸借対照表関係)

　
第95期

(平成19年３月31日)
第96期

(平成20年３月31日)

※１　商品有価証券等の内訳

　　(1) 資産の部

株券 28,090百万円

債券 131,674

受益証券 4,516

匿名組合契約 288

計 164,570

　　(2) 負債の部

株券 23,184百万円

債券 95,452

計 118,637

※１　商品有価証券等の内訳

　　(1) 資産の部

株券 13,792百万円

債券 150,989

受益証券 6,478

匿名組合契約 278

計 171,538

　　(2) 負債の部

株券 12,880百万円

債券 109,735

計 122,615

※２　有形固定資産より控除した減価償却累計額

建物 2,330百万円

器具備品 1,686

計 4,016

※２　有形固定資産より控除した減価償却累計額

建物 2,375百万円

器具備品 2,372

計 4,748

※３　担保に供している資産
担保資産の
対象となる債務

担保に供している資産

科目
期末残高
(百万円)

トレー
ディング
商品
(百万円)

計
(百万円)

短期借入金 57,830 62,948 62,948

金融機関
借入金

56,200 62,948 62,948

証券金融
会社借入金

1,630 ― ―

信用取引
借入金

31,013 ― ―

有価証券
貸借取引受
入金

50,105 35,403 35,403

現先取引
借入金

28,304 28,256 28,256

計 167,253 126,608 126,608

(注) １　担保に供している資産は、期末帳簿価額による

ものであります。

２　上記のほか、信用取引の自己融資見返り株券

9,652百万円、短期借入有価証券14,588百万円

を担保として差入れております。なお、このほ

かに先物取引証拠金代用等として、預金300百

万円、トレーディング商品10百万円、投資有価

証券2,801百万円、信用取引の自己融資見返り

株券4,437百万円を差し入れております。

※３　担保に供している資産
担保資産の
対象となる債務

担保に供している資産

科目
期末残高
(百万円)

トレー
ディング
商品
(百万円)

計
(百万円)

短期借入金 74,630 95,431 95,431

金融機関
借入金

73,000 95,223 95,223

証券金融
会社借入金

1,630 207 207

信用取引
借入金

23,243 390 390

有価証券
貸借取引受
入金

58,159 51,328 51,328

現先取引
借入金

1,598 1,598 1,598

計 157,631 148,749 148,749

(注) １　担保に供している資産は、期末帳簿価額による

ものであります。

２　上記のほか、信用取引の自己融資見返り株券

5,262百万円、短期借入有価証券6,772百万円

を担保として差入れております。なお、このほ

かに先物取引証拠金代用等として、預金300百

万円、トレーディング商品739百万円、投資有

価証券1,735百万円、信用取引の自己融資見返

り株券3,574百万円を差し入れております。
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　 第95期
(平成19年３月31日)

第96期
(平成20年３月31日)

　４　差入れをした有価証券及び差入れを受けた有価証券
の時価額

　　(1) 差入れをした有価証券の時価額

信用取引貸証券 3,467百万円

信用取引借入金の
本担保証券

30,918

短期貸付有価証券 49,991

現先取引により売却した
有価証券

28,256

差入証拠金代用有価証券 1,309

差入保証金代用有価証券 23,520

長期差入保証金代用
有価証券

13

　４　差入れをした有価証券及び差入れを受けた有価証券
の時価額

　　(1) 差入れをした有価証券の時価額

信用取引貸証券 2,229百万円

信用取引借入金の
本担保証券

22,714

短期貸付有価証券 58,100

現先取引により売却した
有価証券

1,598

差入証拠金代用有価証券 1,595

差入保証金代用有価証券 14,042

長期差入保証金代用
有価証券

11

　　(2) 差入れを受けた有価証券の時価額
信用取引貸付金の
本担保証券

102,026百万円

信用取引借証券 11,364

短期借入有価証券 143,173

受入証拠金代用有価証券 3,260

受入保証金代用有価証券 64,924

　　(2) 差入れを受けた有価証券の時価額
信用取引貸付金の
本担保証券

41,642百万円

信用取引借証券 6,843

短期借入有価証券 146,887

受入証拠金代用有価証券 2,983

受入保証金代用有価証券 42,236

※５　関係会社に対する債権

信用取引貸付金 7,658百万円
※５　　　　　　 ――――――――

※６　「特別法上の準備金」の計上を規定した法令の条
項は次のとおりであります。

　　　　証券取引責任準備金
　　　　　証券取引法第51条

※６　「特別法上の準備金」の計上を規定した法令の　　
条項は次のとおりであります。

　　　　証券取引責任準備金
　  金融商品取引法の規定に基づき計上しておりま
す。ただし、当事業年度においては、金融商品取
引法附則(平成18年法律第65号)第40条の規定
により、旧証券取引法第51条の規定に基づき計
上しております。

　７　保証債務の残高
　　　金融機関借入金に対する債務保証

従業員(15名) 52百万円

東海東京セキュリティーズ
(アジア)リミテッド

353

計 405

　７　保証債務の残高
　　　金融機関借入金に対する債務保証

従業員(14名) 39百万円

東海東京セキュリティーズ
(アジア)リミテッド

189

計 228
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(損益計算書関係)

　
第95期

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

第96期
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

※１　トレーディング損益の内訳

実現
損益

評価
損益

計

百万円 百万円 百万円
株券等トレー
ディング損益

5,982 628 6,610

債券等トレー
ディング損益

6,467△300 6,167

その他のトレー
ディング損益

766 △7 758

計 13,216 320 13,537

※１　トレーディング損益の内訳

実現
損益

評価
損益

計

百万円 百万円 百万円
株券等トレー
ディング損益

7,053 589 7,642

債券等トレー
ディング損益

7,224△653 6,570

その他のトレー
ディング損益

1,600 △69 1,530

計 15,878△134 15,743

※２　金融収益の内訳

信用取引収益 1,742百万円

受取配当金 265

受取債券利子 120

収益分配金 29

有価証券貸借取引収益 367

受取利息 149

計 2,675

※２　金融収益の内訳

信用取引収益 1,754百万円

受取配当金 362

受取債券利子 351

収益分配金 14

有価証券貸借取引収益 753

受取利息 253

計 3,490

※３　金融費用の内訳

信用取引費用 415百万円

現先取引費用 28

有価証券貸借取引費用 420

支払利息 477

計 1,342

※３　金融費用の内訳

信用取引費用 475百万円

現先取引費用 82

有価証券貸借取引費用 543

支払利息 975

計 2,078

※４　取引関係費の内訳

支払手数料 1,826百万円

取引所・協会費 484

通信・運送費 2,543

旅費・交通費 372

広告宣伝費 1,007

交際費 435

計 6,670

※４　取引関係費の内訳

支払手数料 1,974百万円

取引所・協会費 489

通信・運送費 2,945

旅費・交通費 415

広告宣伝費 924

交際費 457

計 7,207

※５　人件費の内訳

役員報酬 192百万円

従業員給料 14,070

歩合外務員報酬 1,603

その他の報酬・給料 475

退職金 30

福利厚生費 2,660

賞与引当金繰入れ 4,008

役員賞与引当金繰入れ 154

退職給付費用 554

役員退職慰労引当金繰入れ 69

計 23,819

※５　人件費の内訳

役員報酬 197百万円

従業員給料 15,758

歩合外務員報酬 1,140

その他の報酬・給料 479

退職金 17

福利厚生費 2,622

賞与引当金繰入れ 1,830

役員賞与引当金繰入れ 136

退職給付費用 686

役員退職慰労引当金繰入れ 53

計 22,922
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　 第95期
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

第96期
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

※６　不動産関係費の内訳

不動産費 4,117百万円

器具備品費 1,341

計 5,459

※６　不動産関係費の内訳

不動産費 4,378百万円

器具備品費 1,280

計 5,659

※７　事務費の内訳

事務委託費 3,750百万円

事務用品費 325

計 4,076

※７　事務費の内訳

事務委託費 4,755百万円

事務用品費 393

計 5,148

※８　租税公課の内訳

事業所税 43百万円

事業税 295

源泉所得税 6

印紙税 11

固定資産税 70

その他 49

計 475

※８　租税公課の内訳

事業所税 47百万円

事業税 283

源泉所得税 6

印紙税 11

固定資産税 77

その他 143

計 569

※９　その他の販売費・一般管理費の内訳

燃料費 57百万円

水道光熱費 254

図書費 108

研修費 162

寄付金 8

雑費 445

計 1,037

※９　その他の販売費・一般管理費の内訳

燃料費 64百万円

水道光熱費 274

図書費 173

研修費 158

寄付金 16

雑費 405

計 1,093

※10　　　　　　 ―――――――― ※10　固定資産売却益の内訳　　　　　 

ゴルフ会員権 23百万円

※11　固定資産売却損の内訳

建物 0百万円

※11　固定資産売却損の内訳

建物 5百万円

土地 2

器具備品 0

計 8

※12　固定資産除却損の内訳

建物 41百万円

器具備品 44

その他 27

計 113

※12　固定資産除却損の内訳

建物 8百万円

器具備品 10

ソフトウェア 41

その他 11

計 73

※13　　　　　　 ―――――――― ※13　システム移行費用は、旧システムに係るサーバーの
リース解約料及び同サーバーの撤去費用でありま
す。
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(株主資本等変動計算書関係)

第95期(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株） 11,516,232 8,610,697 10,000 20,116,929

(注) １　自己株式(普通株式)の増加は、取締役会決議による自己株式の取得8,530,000株及び単元未満株式の買取によ

る80,697株であります。

２　自己株式(普通株式)の減少は、新株予約権の権利行使により新株の発行に代えて譲渡した7,000株及び単元未

満株式の買増請求による3,000株であります。

　

第96期(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株） 20,116,929 60,968 35,158 20,142,739

(注) １　自己株式(普通株式)の増加は、単元未満株式の買取りによる60,968株であります。

２　自己株式(普通株式)の減少は、新株予約権の権利行使により新株の発行に代えて譲渡した30,000株及び単元未

満株式の買増請求による5,158株であります。

　

次へ
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(リース取引関係)

　
第95期

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

第96期
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引は次のとおりでありま

す。(借主側)

１　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引は次のとおりでありま

す。(借主側)

１　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

有形固定資産
(器具備品)

取得価額相当額 843百万円

減価償却累計額相当額 321

期末残高相当額 522

有形固定資産
(器具備品)

取得価額相当額 828百万円

減価償却累計額相当額 473

期末残高相当額 354

２　未経過リース料期末残高相当額

１年内 168百万円

１年超 370

計 539

２　未経過リース料期末残高相当額

１年内 166百万円

１年超 207

計 373

３　支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支払リース料 197百万円

減価償却費相当額 176

支払利息相当額 24

３　支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支払リース料 193百万円

減価償却費相当額 170

支払利息相当額 24

４　減価償却費相当額の算定方法

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

４　減価償却費相当額の算定方法

同左

５　利息相当額の算定方法

　　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額

を利息相当額とし、各期への配分方法については、利

息法によっております。

５　利息相当額の算定方法

同左

(減損損失について)

　リース資産に配分された減損損失はありませんので、項

目等の記載は省略しております。

(減損損失について)

同左

　

(有価証券関係)

第95期(平成19年３月31日)

　子会社株式で、時価のあるものはありません。

　

第96期(平成20年３月31日)

　子会社株式及び関連会社株式で、時価のあるものはありません。
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(税効果会計関係)

　
第95期

(平成19年３月31日)
第96期

(平成20年３月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

第95期

(平成19年３月31日)

繰延税金資産

　退職給付引当金 1,624百万円

　貸倒引当金 291

　有価証券評価減 566

　減損損失 1,298

　証券取引責任準備金 392

　役員退職慰労引当金 120

　賞与引当金 1,585

　未払事業税 412

　その他 842

　繰延税金資産計 7,133

　評価性引当額 △3,134

　繰延税金資産合計 3,999

繰延税金負債

　その他有価証券評価差額金 1,046

　退職給付信託設定益 1,253

繰延税金負債合計 2,299

繰延税金資産の純額 1,699

(注)　繰延税金資産の純額は、貸借対照表の以下の項目

に含まれております。

第95期

(平成19年３月31日)

　流動資産－繰延税金資産 2,203百万円

　固定負債－繰延税金負債 504

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

第96期

(平成20年３月31日)

繰延税金資産

　退職給付引当金 1,613百万円

　貸倒引当金 288

　有価証券評価減 273

　減損損失 1,243

　証券取引責任準備金 392

　役員退職慰労引当金 71

　賞与引当金 723

　未払事業税 129

　その他 675

　繰延税金資産計 5,411

　評価性引当額 △2,771

　繰延税金資産合計 2,640

繰延税金負債

　その他有価証券評価差額金 136

　退職給付信託設定益 1,253

　その他 0

繰延税金負債合計 1,389

繰延税金資産の純額 1,250

(注)　繰延税金資産の純額は、貸借対照表の以下の項目

に含まれております。

第96期

(平成20年３月31日)

　流動資産－繰延税金資産 981百万円

　固定資産－繰延税金資産 268

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

第95期

(平成19年３月31日)

法定実効税率 39.55％

(調整)

　一時差異に該当しない金額 0.84

　住民税均等割額等 0.43

　評価性引当額の増減額 0.48

　その他 0.68

税効果会計適用後の法人税等の
負担率

41.98

　　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

　　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間の差異が法定実効税率の百分の五以下であるた

め注記を省略しております。
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(１株当たり情報)

　
第95期

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

第96期
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１株当たり純資産額 386円17銭

１株当たり当期純利益 38円27銭

潜在株式調整後１株当たり
当期純利益

38円26銭

１株当たり純資産額 396円51銭

１株当たり当期純利益 35円12銭

潜在株式調整後１株当たり
当期純利益

35円12銭

(注) １　１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
第95期

(平成19年３月31日)
第96期

(平成20年３月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 102,514 105,248

純資産の部の合計額から控除する金額(百万円) ― ―

普通株式に係る期末の純資産額(百万円) 102,514 105,248

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の
普通株式の数(千株)

265,465 265,439

２　１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりでありま

す。

　
第95期

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

第96期
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１株当たり当期純利益

当期純利益(百万円) 10,296 9,321

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る当期純利益(百万円) 10,296 9,321

普通株式の期中平均株式数(千株) 269,064 265,458

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

当期純利益調整額(百万円) ― ―

普通株式増加数(千株) 36 5

(うち新株予約権) (36) (5)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益の算定に含めなかった潜在

株式の概要

―――――― ――――――
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(重要な後発事象)

第95期(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

　　　　該当事項はありません。

　

第96期(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

１　当社は、平成20年３月６日開催の取締役会において、会社分割の方法により当社の広島支店及び下関支

店における金融商品取引業をワイエム証券株式会社(持分法適用関連会社)に承継することを決定し、同

日付で吸収分割契約書の締結を行い、平成20年４月28日をもって会社分割しております。

(1) 分割方式

当社を分割会社とし、ワイエム証券株式会社を承継会社とする分社型の吸収分割であ　　　　　　り、 株

主総会の承認を必要としない簡易分割方式としております。

(2) 分割にかかわる割当ての内容

本分割の対価は現金とし、承継会社であるワイエム証券株式会社は、本分割に際して　　　　　　当社に対

して440百万を交付しております。

(3) 分割した資産、負債の項目及び金額　　　　　　　　　　　　　　　　　　

資産 負債

項目 金額(百万円) 項目 金額(百万円)

預託金 信用取引負債

　顧客分別金信託 723　信用取引借入金 98

信用取引資産 　信用取引貸証券受入金 1

　信用取引貸付金 98預り金

　信用取引借証券担保金 1 　顧客からの預り金 717

受入保証金 5

合計 822 合計 822

　

２　当社は、平成20年４月28日開催の取締役会において、株主総会の承認等を条件として会社分割の方式に

より、持株会社制へ移行すべく、その準備に入ることを決定いたしました。　　　　

(1) 持株会社制への移行の目的

①　アライアンス戦略の促進

当社の重要戦略であるアライアンス戦略を促進するべく、企業グループとしての機　　　　　　　動性 、

柔軟性を高めるため。

②　グループ戦略企画機能と業務執行機能の分離・集中

グループ経営に関する意思決定と証券業務の執行に関する意思決定を分離・集中することによ

り、迅速な意思決定を実現するため。

(2) 実施時期

平成21年４月１日(予定)

(3) 移行の方法

当社グループの持株会社制移行の方法としましては、新たに準備会社を設立し、当該準備会社が金融

商品取引業の登録及び必要な当局の許認可を受けた後に、現在当社で行っている事業を会社分割(吸収

分割)により準備会社へ承継させ、当社は持株会社となることを予定しております。
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④ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

　

銘柄
株式数
(株)

貸借対照表計上額
(百万円)

松下電器産業株式会社 167,000 360
商品有価証券等 その他(593銘柄) 12,342,581 13,350
(売買目的有価証券) 株式累積投資業務に係る取得株式(268銘柄) 92,273 81

小計 12,601,854 13,792

東宝株式会社 330,140 772

株式会社山口フィナンシャルグループ 431,000 486

株式会社中京銀行 1,340,362 379

株式会社愛知銀行 51,694 375
投資有価証券 株式会社大垣共立銀行 563,319 302
(その他有価証券) 中京テレビ放送株式会社 20,000 300

ＭＴＨ・プリファード・キャピタル１
(ケイマン)リミテッド

300 300

そしあす証券株式会社 638,200 299

三菱ＵＦＪキャピタル株式会社 32,655 288

小野薬品工業株式会社 60,000 283

その他(134銘柄) 6,787,552 3,965
小計 10,255,222 7,754
計 22,857,077 21,546

　

【債券】

　

銘柄
券面総額
(百万円)

貸借対照表計上額
(百万円)

利付国庫債券(２年)第243回 5,177 5,178

利付国庫債券(２年)第244回 3,874 3,876

利付国庫債券(２年)第245回 1,250 1,252

利付国庫債券(２年)第246回 2,803 2,807

利付国庫債券(２年)第256回 2,059 2,067

利付国庫債券(２年)第262回 767 770

利付国庫債券(２年)第267回 8,800 8,806

利付国庫債券(５年)第28回 474 474

利付国庫債券(５年)第30回 1,691 1,694

利付国庫債券(５年)第37回 1,286 1,289

利付国庫債券(５年)第49回 1,464 1,465

利付国庫債券(５年)第50回 2,207 2,219

利付国庫債券(５年)第51回 3,282 3,316

利付国庫債券(５年)第53回 3,803 3,845
商品有価証券等 利付国庫債券(５年)第55回 514 526
(売買目的有価証券) 利付国庫債券(５年)第57回 454 465

利付国庫債券(５年)第68回 472 480

利付国庫債券(10年)第203回 362 363

利付国庫債券(10年)第208回 802 806

利付国庫債券(10年)第209回 640 649

利付国庫債券(10年)第210回 4,282 4,338

利付国庫債券(10年)第212回 1,057 1,069

利付国庫債券(10年)第214回 562 572

利付国庫債券(10年)第215回 414 422

利付国庫債券(10年)第218回 631 646

利付国庫債券(10年)第220回 1,536 1,569

利付国庫債券(10年)第227回 906 932

利付国庫債券(10年)第228回 691 709

利付国庫債券(10年)第230回 1,718 1,743

利付国庫債券(10年)第231回 1,433 1,464

利付国庫債券(10年)第233回 790 809

利付国庫債券(10年)第234回 3,495 3,584

利付国庫債券(10年)第235回 701 720

利付国庫債券(10年)第236回 2,119 2,183
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銘柄
券面総額
(百万円)

貸借対照表計上額
(百万円)

利付国庫債券(10年)第241回 442 453

利付国庫債券(10年)第243回 649 660

利付国庫債券(10年)第245回 598 602

利付国庫債券(10年)第256回 902 933

利付国庫債券(10年)第257回 531 547

利付国庫債券(10年)第258回 634 653

利付国庫債券(10年)第259回 1,418 1,477

利付国庫債券(10年)第262回 394 420

利付国庫債券(10年)第264回 395 412

利付国庫債券(10年)第265回 346 361

利付国庫債券(10年)第268回 468 488

利付国庫債券(10年)第273回 391 410

利付国庫債券(10年)第279回 884 958

利付国庫債券(10年)第280回 480 515

利付国庫債券(10年)第283回 2,004 2,128

利付国庫債券(10年)第284回 461 484

利付国庫債券(10年)第288回 788 823

利付国庫債券(20年)第23回 1,100 1,381

利付国庫債券(20年)第30回 350 423
商品有価証券等 利付国庫債券(20年)第60回 1,481 1,414
(売買目的有価証券) 利付国庫債券(20年)第66回 430 430

利付国庫債券(20年)第77回 621 630

利付国庫債券(20年)第82回 1,646 1,685

利付国庫債券(20年)第84回 856 860

利付国庫債券(20年)第86回 6,941 7,274

利付国庫債券(20年)第90回 548 562

利付国庫債券(20年)第91回 376 392

利付国庫債券(20年)第96回 836 840

利付国庫債券(20年)第97回 1,064 1,085

利付国庫債券(20年)第98回 897 900

利付国庫債券(20年)第100回 4,500 4,582

利付国庫債券(30年)第７回 650 653

変動利付国庫債券(15年)第39回 400 394

変動利付国庫債券(15年)第47回 500 494

政府短期証券第488回 700 699

政府短期証券第497回 1,360 1,359

政府短期証券第501回 1,690 1,688

政府短期証券第502回 1,700 1,695

政府短期証券第504回 1,000 998

政府短期証券第506回 5,020 5,013

割引短期国庫債券第430回 1,500 1,493
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銘柄

券面総額
(百万円)

貸借対照表計上額
(百万円)

東京都公募公債第593回 400 398

平成19年度第２回彩の国みらい債 356 360

名古屋市第459回10年公募公債 558 588

第16回道路債券 1,000 999

政府保証第787回公営企業債券 625 639

政府保証第795回公営企業債券 800 825

政府保証第808回公営企業債券 500 509

第183回政府保証中小企業債券 400 401

第34回政府保証電源開発債券 800 822

第34回政府保証関西国際空港債券 500 514

第47回あおぞら債券(３年) 700 701

第53回住友金属工業株式会社無担保社債 400 405
商品有価証券等 第67回三菱商事株式会社無担保社債 1,000 1,022
(売買目的有価証券) 第６回株式会社みずほコーポレート銀行無担

保社債
700 712

電源開発株式会社第16回無担保社債 400 423

東京電力株式会社第532回社債 900 925

東北電力株式会社第429回社債 400 409

国債(88銘柄) 12,045 12,348

地方債(308銘柄) 4,502 4,560

特殊債(30銘柄) 1,153 1,184

社債(34銘柄) 1,152 1,168
スウェーデン地方金融公社
2009年６月18日満期　米ドル建債券

8,281千米ドル 849

Sumitomo Chemical (U.K) plc
Euro Medium Term Note Programme 193

45,000千米ドル 4,509

外国債券(110銘柄) 32百万円 3,296
15,139千米ドル
166千カナダドル
84千英ポンド

9,320
千オーストラ
リアドル

10,097
千ニュージー
ランドドル

937千ユーロ

計 ― 150,989
　

【その他】

　　

銘柄 投資口数等
貸借対照表計上額
(百万円)

DIAMジャパン・セレクション私募
ファンド

1,500,000千口 1,172

商品有価証券等
受益証券

フィスコ・ロング・ショート
・エクイティ・ファンド

2,963

(売買目的有価証券) カプラグローバルリラティブ
バリューファンド

1,364

証券投資信託受益証券(６銘柄) 977

受益証券計 6,478

匿名組合契約(１銘柄) 278百万円 278

小計 ― 6,756

投資有価証券 投資事業組合出資金(６銘柄) 215口 219
(その他有価証券) 小計 219

計 ― 6,976
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【有形固定資産等明細表】

　

資産の種類
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額
(百万円)

当期償却額
(百万円)

差引当期末
残高
(百万円)

有形固定資産

　建物 4,734 288 274 4,748 2,375 274 2,373

　器具備品 3,419 651 32 4,038 2,372 706 1,665

　土地 4,933 ― 18 4,914 ― ― 4,914

　建設仮勘定 45 9 45 9 ― ― 9

有形固定資産計 13,132 949 370 13,7104,748 980 8,962

無形固定資産

　ソフトウェア 3,377 4,377 1,669 6,084 916 1,387 5,167

　電話加入権 201 ― 24 176 20 2 155

　その他の
　無形固定資産

15 ― ― 15 10 1 4

無形固定資産計 3,593 4,377 1,694 6,276 948 1,391 5,328

長期前払費用 417 71 184 304 51 29 252

(注)　ソフトウェアの当期増加額の主なものは、基幹システムの更改により新たに取得した3,093百万円であります。

　

【引当金明細表】

　

区分
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用)
(百万円)

当期減少額
(その他)
(百万円)

当期末残高
(百万円)

貸倒引当金　　　　　　(注) 816 70 ― 134 752

賞与引当金 4,008 1,830 4,008 ― 1,830

役員賞与引当金 154 136 154 ― 136

役員退職慰労引当金 304 53 178 ― 180

証券取引責任準備金 992 12 12 ― 993

(注)　貸倒引当金の当期減少額「その他」は、期末一般債権に対する繰入額の洗い替えによるれい入額118百万円及び貸

倒懸念債権の回収によるれい入額16百万円であります。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

資産の部

(イ)現金・預金
　

内訳 金額(百万円) 内訳 金額(百万円)

現金 45外貨預金 4,849

当座預金 37,866その他 4,011

普通預金 11,442

定期預金 310 計 58,525

　

(ロ)預託金
　

内訳 金額(百万円) 摘要

顧客分別金信託 16,400
金融商品取引法第43条の２第２項の規定により信託銀
行に信託している顧客分別金信託額

その他の預託金 592
金融商品取引所、取引参加者協会等の機関・団体等の規
則に基づく預託金

計 16,992

　

(ハ)トレーディング商品

(商品有価証券等)
　

種類 数量 貸借対照表計上額(百万円)

株券

　国内株券 12,594千株 13,768

　外国株券 7 23

計 12,601 13,792

債券

　国債 122,542百万円 124,758

　地方債 5,816 5,908

　特殊債 6,478 6,598

　社債 4,952 5,068

　外国債券 32百万円 8,655

68,420千米ドル

166千カナダドル

84千英ポンド

9,320
千オーストラリア
ドル

10,097
千ニュージーラン
ドドル

937千ユーロ

計 ― 150,989

受益証券

　国内受益証券 4,500,509千口 5,113

　外国受益証券 88 1,364

計 4,500,597 6,478

匿名組合契約 278百万円 278

有価証券計 ― 171,538
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(デリバティブ取引)
　

種類 貸借対照表計上額(百万円)

株価指数オプション取引 285

株券オプション取引 21

債券先物オプション取引 1

金利先物オプション取引 6

株価指数先物取引 33

通貨スワップ取引 298

為替証拠金取引 47

特約付株券消費貸借取引 0

計 694

　

(ニ)信用取引資産

　

内訳 金額(百万円) 摘要

信用取引貸付金 52,475顧客の信用取引に係る有価証券の買付代金相当額

信用取引借証券担保金 6,877
貸借取引により証券金融会社に差入れている借証券の
担保金

計 59,352

　

(ホ)有価証券担保貸付金

　

内訳 金額(百万円) 摘要

借入有価証券担保金 134,867
債券貸借取引等の消費貸借契約に基づき借入れた有価
証券の担保として、当該取引相手方に差入れている取引
担保金

計 134,867
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負債の部

(イ)トレーディング商品

(商品有価証券等)

　

種類 数量 貸借対照表計上額(百万円)

株券

　国内株券 45千株 27

　外国株券 3 45

　信用売証券 12,261 12,807

計 12,309 12,880

債券

　国債 107,269百万円 109,735

有価証券計 ― 122,615

　

(デリバティブ取引)
　

種類 貸借対照表計上額(百万円)

株価指数オプション取引 131

キャップ・フロア取引 2

債券先物取引 3

為替予約取引 9

金利スワップ取引 408

計 556

　

(ロ)信用取引負債

　

内訳 金額(百万円) 摘要

信用取引借入金 23,243証券金融会社からの貸借取引に係る借入金

　(日本証券金融) 21,230

　(大阪証券金融) 1,902

　(中部証券金融) 111

信用取引貸証券受入金 2,146顧客の信用取引に係る有価証券の売付代金相当額

計 25,389
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(ハ)有価証券担保借入金

　

内訳 金額(百万円) 摘要

有価証券貸借取引受入金 58,159
債券貸借取引等の消費貸借契約に基づき貸付けた有価
証券の担保として、当該取引相手方から受入れている取
引担保金

現先取引借入金 1,598
買戻し条件付債券等売買取引に係る受渡代金相当額及
び受け入れている取引担保金

計 59,757

　

(ニ)預り金

　

内訳 金額(百万円) 摘要

顧客からの預り金 10,896有価証券の売買等に伴う顧客からの一時的な預り金

その他の預り金 1,330
代理事務業務に付随して発生する一時的な預り金、源泉
所得税預り金等

計 12,226

　

(ホ)短期借入金

　

内訳 金額(百万円) 平均利率(％)

短期借入金 123,155 0.84

計 123,155

(注)　平均利率については、借入金の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

　

(3) 【その他】

特記事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類
100株未満表示株券、100株券、500株券、1,000株券、5,000株券、10,000株券、
100,000株券

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日

１単元の株式数 1,000株

株式の名義書換え

　　取扱場所
東京都港区芝三丁目33番１号
中央三井信託銀行株式会社　本店

　　株主名簿管理人
東京都港区芝三丁目33番１号
中央三井信託銀行株式会社

　　取次所
中央三井信託銀行株式会社　全国各支店
日本証券代行株式会社　本店及び全国各支店

　　名義書換手数料 無料

　　新券交付手数料
汚損または毀損による再発行及び不所持株券の発行請求は株券１枚につき200円、その
他は無料

株券喪失登録

　　株券喪失登録申請料 １件につき8,600円

　　株券登録料 株券１枚につき500円

単元未満株式の買取り・
買増し(注)１

　　取扱場所
東京都港区芝三丁目33番１号
中央三井信託銀行株式会社　本店

　　株主名簿管理人
東京都港区芝三丁目33番１号
中央三井信託銀行株式会社

　　取次所
中央三井信託銀行株式会社　全国各支店
日本証券代行株式会社　本店及び全国各支店

　　買取・買増手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法(注)２ 日本経済新聞および中日新聞

株主に対する特典 なし

(注) １　当社定款の定めにより、単元未満株式を有する株主(実質株主を含む)は、その有する単元未満株式について、以

下の権利以外の権利を行使することができません。

　　　　(1) 会社法第189条第２項各号に掲げる権利

　　　　(2) 会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

　　　　(3) 株主の有する株式数に応じて募集株式の割当ておよび募集新株予約権の割当てを受ける権利

　　　　(4) 株主の有する単元未満株式の数と併せて単元株式数となる数の株式を売り渡すことを請求する権利

２　平成20年６月27日開催の定時株主総会決議において定款の一部変更が行われ、会社の公告方法は次のとおりと

なりました。

「当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告

をすることができない場合は、日本経済新聞社および中日新聞社に掲載しておこなう。」

　なお、電子公告は当社ホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとおりです。

　http://www.tokaitokyo.co.jp
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社には、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

　

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。

　

(1)臨時報告書
(企業内容等の開示に関する内閣府令
第19条第２項第９号(代表取締役の異
動)の規定に基づく臨時報告書)

平成19年５月22日
関東財務局長に提出。

　

(2)
有価証券報告書
及びその添付書類

事業年度
(第95期)

自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日

平成19年６月28日
関東財務局長に提出。

　

(3)
有価証券報告書
の訂正報告書

事業年度
(第95期)

自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日

平成19年12月４日
関東財務局長に提出。

　

(4)半期報告書 (第96期中)
自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日

平成19年12月25日
関東財務局長に提出。

　

(5)
 
自己株券買付状況
報告書

平成19年４月９日
平成19年５月９日
平成19年６月12日
平成19年７月４日
平成19年８月９日
平成19年９月12日
平成19年10月９日
平成19年11月13日
平成19年12月６日
平成20年１月９日
平成20年２月13日
平成20年３月12日
平成20年４月14日
平成20年５月12日
平成20年６月10日
関東財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書

　

　

平成１９年６月２８日

　

東 海 東 京 証 券 株 式 会 社

取　締　役　会　御　中

　

監査法人　 トーマツ

指定社員

業務執行社員
公認会計士 松 井　夏 樹 ㊞

指定社員

業務執行社員
公認会計士 小 川　　薫 ㊞

　

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている東海東京証券株式会社の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの連

結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算

書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表

の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明

することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。

監査の基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得

ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方

法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討す

ることを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判

断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基

準に準拠して、東海東京証券株式会社及び連結子会社の平成１９年３月３１日現在の財政状態並び

に同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要

な点において適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係

はない。

　

以　上

　

(※)　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)

が別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

　

平成２０年６月２７日

　

東 海 東 京 証 券 株 式 会 社

取　締　役　会　御　中

　

監査法人　 トーマツ

指定社員

業務執行社員
公認会計士 松 井　夏 樹 ㊞

指定社員

業務執行社員
公認会計士 小 川　　薫 ㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理

の状況」に掲げられている東海東京証券株式会社の平成１９年４月１日から平成２０年３月３１

日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本

等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連

結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する

意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。

監査の基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得

ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方

法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討す

ることを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判

断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基

準に準拠して、東海東京証券株式会社及び連結子会社の平成２０年３月３１日現在の財政状態並び

に同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要

な点において適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係

はない。

　

以　上

　

(※)　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)

が別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

　

平成１９年６月２８日

　

東 海 東 京 証 券 株 式 会 社

取　締　役　会　御　中

　

監査法人　 トーマツ

指定社員

業務執行社員
公認会計士 松 井　夏 樹 ㊞

指定社員

業務執行社員
公認会計士 小 川　　薫 ㊞

　

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている東海東京証券株式会社の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第

９５期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明

細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の

立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。

監査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得るこ

とを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並

びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断してい

る。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に

準拠して、東海東京証券株式会社の平成１９年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了す

る事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係

はない。

　

以　上

　

(※)　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)
が別途保管しております。 
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独立監査人の監査報告書

　

平成２０年６月２７日

　

東 海 東 京 証 券 株 式 会 社

取　締　役　会　御　中

　

監査法人　 トーマツ

指定社員

業務執行社員
公認会計士 松 井　夏 樹 ㊞

指定社員

業務執行社員
公認会計士 小 川　　薫 ㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理

の状況」に掲げられている東海東京証券株式会社の平成１９年４月１日から平成２０年３月３１

日までの第９６期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書

及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責

任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。

監査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得るこ

とを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並

びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断してい

る。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に

準拠して、東海東京証券株式会社の平成２０年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了す

る事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

追記情報

　重要な後発事象に記載のとおり、会社は、平成２０年４月２８日開催の取締役会において、株主総

会の承認等を条件として会社分割の方式により、持株会社制へ移行の決定を行っている。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係

はない。
　

以　上
　
(※)　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)

が別途保管しております。 
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